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一、５月臨時会が5月18日～22日に行われ、議長・副議長選挙、各委員会への議員の所属など議会の人事と専決

処分した条例案２件の審議が行われました。

一、議案審議に先立ち、閉会中に審査された請願のうち異議申し立

てのあった１件の請願について、さいとう愛子議員が本会議討論

を行い、採決が行われました。

一、専決処分２件の審議と議決が行われた後、議議長・副議長選挙

が行われました。選挙に先立ち、議員総会で議長・副議長候補に

よる所信表明が行われ、本会議で投票が行われました。

一、18日には、常任委員会と特別委員会の選任が行われ、21日は、

一部事務組合議員の選任、副市長と監査委員の選任などが行われ

ました。

一、5月臨時会に陳情４件が提出されました。(明細は6月議会)

一、日本共産党や各会派の団役員は下記のとおり。

一、臨時会後に新議長に対し「議会改革の提案」を申し入れました。
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５月臨時会について

◇会派構成（2018年5月18日現在）

日本共産党名古屋市会議員団（共産） １２

自由民主党名古屋市会議員団（自民） ２２

名古屋民主市会議員団（民主） １８

公明党名古屋市会議員団（公明） １２

減税日本ナゴヤ（減税） １０

日本共産党名古屋市議団の構成と役員

団 長 田口 一登 （天白区）

副 団 長 岡田 ゆき子（北 区）

幹 事 長 江上 博之 （中川区）

政審委員長 山口 清明 （港 区）

副幹事長・広報委員長 さはし あこ （緑 区）

会計責任者 くれまつ 順子（守山区）

幹 事 高橋 ゆうすけ（南 区）

団 員 青木 ともこ（西 区）

さいとう 愛子（名東区）

柴田 たみお（昭和区）

西山 あさみ（中 区）

藤井 ひろき（中村区）

5月臨時会の日程(予定)

日 内容

18日

本会議
請願討論・採決
専決処分（条例改正）の提案説明・質疑

委員会 議案の質疑

本会議 議案の討論・採決

議員総会 議長・副議長候補の所信表明

本会議
議長・副議長選挙
議会運営委員会委員の選任

21日 本会議 常任・特別委員会委員の選任

22日 本会議
一部事務組合議会議員の選任
監査委員（議会選出・識見選出）の選任

各会派の主な役員（2017年5月17日現在）

団長 幹事長 政審委員長
（政調会長）

会計責任者
（財務委員長）

広報委員長

共産 田口一登 江上博之 山口清明 くれまつ順子 さはしあこ

自民 藤沢ただまさ 成田たかゆき 松井よしのり 浅井正仁 －

民進 おくむら文洋 岡本やすひろ 橋本ひろき 服部将也 森ともお

公明 三輪芳裕 田辺雄一 近藤和博 長谷川由美子 ばばのりこ

減税 浅井康正 田山宏之 手塚将之 鹿島としあき －

議長選挙の結果（○：当選者） 副議長選挙の結果

○坂野公寿(自) ６２票 ○木下優(公) ６２票

田口一登(共) １２票 山口清明(共) １２票

議員75名。投票総数74票（欠員１）

主な議案に対する会派別態度(５月臨時会）
5月臨時会の主な議案と態度（2018年5月18日・22日）

専決処分の議案
各会派の態度

結果 備 考
共 自 民 公 減

専決処分（名古屋市市税条
例及び名古屋市市税減免条
例の一部改正）

○ 〇 〇 〇 ○ 可決

・地方税法等の一部改正が3月31日公布、4月1日施行されたことに伴い、市税条例と市税減免条
例のうち４月施行が必要な固定資産税・都市計画税関係で3月31日に条例を改正し、4月1日施
行。

（1）2018年の評価替えで固定資産税の負担調整措置を2020年度まで継続
（2）昨年度新設された田園住居地域内の市街化区域農地の評価方法を生産緑地並みに
（3）わがまち特例の課税標準の特例を一部廃止したので引用条項が移動
（4）市街化区域農地を転用して新築した一定の貸家住宅及びその敷地に係る固定資産税の減額

措置を廃止
（5）バリアフリー改修が行われた劇場や音楽堂に係る税額の1／3を２年間減額する。

専決処分（病院等の人員及
び施設に関する基準を定め
る条例等の一部改正）

○ 〇 〇 〇 ○ 可決

・医療法施行規則の一部改正が3月22日公布、4月1日施行されたことに伴い、病院等の人員及び
施設に関する基準を定める条例等の規定中、緊急を要する事項を3月30日に改正、4月1日施行。

・3月31日に経過措置期限が到来する病院・診療所の療養病床等に係る人員基準の経過措置を20
24年3月31日まで延長。

人事委員会委員の選任 ○ 〇 〇 〇 ○ 可決
西部啓一（元議会事務局長、水道局長。退職後都市産業振興公社理事長。2014年人事委員会委
員。再）

監査委員選任（議会選出） ● 〇 〇 〇 ○ 可決 議員選出枠：丹羽ひろし（自民）。共産党を除外しての自・民・公での談合人事。

監査委員選任（議会選出） ● 〇 〇 〇 ○ 可決 議員選出枠：福田誠治（民進）。共産党を除外しての自・民・公での談合人事。

〇＝賛成 ●＝反対 共：日本共産党 自：自民党 民：名古屋民主 公：公明党 減：減税日本ナゴヤ



市民向け説明会は1回だけ。拙速
すぎる市立図書館の再編計画

【さいとう議員】ただいま議題となっております「な

ごやアクティブ・ライブラリー構想」に関する請願の

採択を求めて討論します。

昨年12月に策定された、「なごやアクティブ・ライ

ブラリー構想」は、市域を５つのブロックに分け、鶴

舞中央図書館以外の20図書館に格差を設け、民間活力

の導入・売却までも検討するという全市民にかかわる

大幅な再編構想です。しかし、市民向けの説明会は、

たった１回しか行わず、十分な周知に努めることもな

いまま、パブリックコメントに付し、拙速に構想の策

定を進めたことは重大です。

パブコメに814件の意見。
「ブロック化で司書を削減するなんて」

市民への情報提供が不十分であったにもかかわらず、

パブリックコメントには、814件もの意見が寄せられ、

「ブロック化の名のもとに司書が集約されるというこ

とは賛成できません」などの声がありました。市民に

とって、知的財産である図書館の再編構想は、スケジュー

ルありきでなく、パブリックコメントで出された意見

を十分精査すべきというこの請願の趣旨をくんで、構

想内容の再検討を求めます。

民間活力の導入で市立図書館の縮
小・売却される懸念が

また、請願者は、「なごやアクティブ・ライブラリー

構想」とは切り離した上で、星が丘周辺を候補地とす

る新たな図書館建設の早期実現を求めていますが、こ

れは、「構想」に基づいて星が丘周辺に、新たな図書

館が建設されるなら、現在ある、千種・名東・守山・

東区の図書館は、全て、民間活力が導入され、縮小、

売却の対象となる懸念があるからです。

以上から、請願の趣旨をくんで、採択を強く求めて

討論を終わります。

自・民・公・減が不採択に

採決の結果、自・民・公・減の多数で不採択・審査

打切になりました。
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請願採択を求める討論（5月1８日）

市立図書館の再編計画は市民の意見をよく聞いて

再検討が必要

さいとう愛子議員

「なごやアクティブ・ライブラリー構想」
に関する請願について



◆議長・副議長人事をはじめとした議会人事などがおこなわれました。

◆委員長、副委員長は議席数に応じて配分され、日本共産党にも委員長１・副委員長２の配分があります（公明・

減税も同じ）。日本共産党議員の委員会所属は、次のとおりです。
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議会の人事について

議長選挙にあたっての所信表明

田口一登

田口一登でございます。議長候補と

しての所信を表明させていただきます。

私は、公正公平、民主的で円滑な議

会運営に努めるとともに、「市民に開

かれ、市民に身近で存在感のある議会

を作り上げる」（議会基本条例）ために、精いっぱい

努力する所存でございます。本市会は、充実した議案

審議と闊達な討論、執行機関にたいする監視・評価、

活発な政策立案・政策提言などに努めてきたと思って

おります。こうした議会の役割がさらに果たされるよ

う、議員の皆様とともに取り組んでまいります。

その上で、議会改革の課題について２点表明させて

いただきます。

第一は、政務活動費についてであります。

全国市民オンブズマン連絡会議が昨年９月に発表し

た政務活動費の情報公開度ランキングでは、政令指定

都市の中で本市はワースト１（ワン）という不名誉な

順位を記録しています。議会基本条例では政務活動費

について、「使途の透明性を確保するために、領収書

等の証拠書類を公開するとともに、政務活動費による

活動成果を市民へ報告するよう努める」と定めている

ことからも、使途の透明性を向上させることは喫緊の

課題であります。他の政令市においては、領収書等を

インターネット上で公開、または公開予定の議会が２

０市中９市にのぼっており、本市会でも領収書等のネッ

ト公開など使途の透明化を進めていきたいと思います。

第二は、議員報酬についてであります。

報酬額は、市長が議会に押し付けるものではありま

せん。議員報酬に関して、「民意を聴取するため、参

考人制度、公聴会制度等を活用することができる」と

いう議会基本条例の規定に則って、議会が市民の意見

を聞く場を設けて、市民の意見を踏まえながら検討す

る必要があると考えます。

以上、私の所信の一端を述べさせていただきました。

ご賛同をよろしくお願いいたします。

副議長選挙にあたっての所信表明

山口清明

副議長に立候補します山口清明です。所信を表明させてい

ただきます。

私は、副議長として何よりもまず、新議長を誠実に支えて

いく決意です。

８年前に制定された名古屋市議会基本条例を私は心から誇りに思っていま

す。条例前文には「私たち、名古屋市会は・・・本市の住民自治と民主主義

を発展させ、市民生活の向上を図るため、自ら議会改革に取り組み、市民の

声を聴き、市民の視点から政策立案、政策提言できる議会を目指す」とうたっ

ています。

制定時の初心を思い起こし、議長はじめ議員のみなさんと共に、議会基本

条例が掲げた理念を議会運営に生かすために働いてまいります。

私は、つたない経験ですが、政策審議の担当者として会派間の意見書をめ

ぐる議論に参加し、また広報担当として市会便りの編集にも何年か携わって

きました。市民の多様な意見を議会に反映させながら、全会一致の原則を踏

まえた民主的運営をどう貫くか、先輩同僚議員との真摯な議論からたくさん

のことを学ばせていただきました。この経験も活かして、日本一市民に開か

れた民主的な議会運営に貢献したい。とりわけ、市民への説明責任をより果

たす議会への改革をすすめます。

第一に、中断している議会報告会の開催です。市民が議会で口頭陳情する

ことはいまや当たり前の風景となりました。こんどは議会が市民の中へ出か

けていく議会報告会を開催する番です。数年間、議会から予算要望していま

すが、市長はかたくなに拒否しています。事態打開のために、各区役所の講

堂を活用し、手弁当で自主的に議会報告会を開き、まず市民と議会の距離を

縮めていきます。

第二に、市会広報の充実です。議会の取り組みをよりわかりやすく市民に

届けるために、市民から編集委員や読者モニターを広く募り、市民参加の編

集でより読まれる広報誌にします。ページ数、発行回数の増加も不可欠です。

第三に、委員会の要求資料など会議等で用いた資料をネット上でも公開す

ることです。議会中継とあわせて活用することにより、議会がもっと市民に

身近になります。

改革に必要な予算獲得のために、世論を高め、市民と議会の総意で市長へ

強く迫ります。市民に身近な議会をめざす改革努力のなかでこそ、議員報酬

に関する市民合意も形成できるのではないでしょうか。

以上、私の所信の一端を述べさせていただきました。どうぞよろしくお願

い申し上げます。

◆日本共産党議員の委員会所属 （◎：委員長 ○：副委員長）

常任委員会 議員名

総務環境委員会
○さはしあこ
田口一登

財政福祉委員会
○岡田ゆき子
柴田民雄

教育子ども委員会
青木ともこ
さいとう愛子

土木交通委員会
◎くれまつ順子
高橋ゆうすけ

経済水道委員会
江上博之
西山あさみ

都市消防委員会
藤井ひろき
山口清明

特別委員会 議員名

大都市制度・広域連携
促進特別委員会

江上博之
柴田民雄

防災・エネルギー対策
特別委員会

○さいとう愛子
岡田ゆき子

産業・歴史文化・観光
戦略特別委員会

◎田口一登
藤井ひろき

都市活力向上特別委員
会

くれまつ順子
西山あさみ

公社対策特別委員会
青木ともこ
山口清明

安心・安全まちづくり
特別委員会

○高橋ゆうすけ
さはしあこ

その他 議員名

議会運営委員会
（☆は理事）

☆江上博之
さはしあこ
高橋ゆうすけ

市会だより編集委員 さはしあこ

名古屋港管理組合議会
山口清明
高橋ゆうすけ

愛知県競馬組合議会 柴田民雄

名古屋競輪組合議会 西山あさみ

愛知県後期高齢者医療広
域連合議会

くれまつ順子

名古屋市都市計画審議会 藤井ひろき

町名、町界審議会
くれまつ順子
山口清明

名古屋市民火災共済生活
協同組合理事

さいとう愛子
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常任委員会

総務環境委員会（13） 財政福祉委員会（13） 教育子ども委員会（12）

名前 会派 区 名前 会派 区 名前 会派 区

○さはしあこ 共 緑 ○岡田ゆき子 共 北 青木ともこ 共 西

田口一登 共 天白 柴田民雄 共 昭和 さいとう愛子 共 名東

◎浅井正仁 自 中川 岡本善博 自 中川 丹羽ひろし 自 名東

岩本たかひろ 自 緑 ◎北野よしはる 自 守山 ○服部しんのすけ 自 熱田

藤沢ただまさ 自 南 成田たかゆき 自 天白 ふじた和秀 自 瑞穂

渡辺義郎 自 北 横井利明 自 南 ◎うかい春美 民 中村

○うえぞの晋介 民 西 岡本やすひろ 民 緑 服部将也 民 北

久野浩平 民 中川 くにまさ直記 民 東 松本まもる 民 緑

橋本ひろき 民 南 斎藤まこと 民 千種 中村満 公 中村

木下優 公 中川 近藤和博 公 緑 ばばのりこ 公 中川

田辺雄一 公 千種 ○福田誠治 公 熱田 ○浅井康正 減 名東

鈴木孝之 減 天白 田山宏之 減 北 髙木善英 減 中川

欠 員 増田成美 減 緑

会派 共：日本共産党 自：自民党 民：名古屋民主

議会運営委員会（（◎：委員長 ○：副委員長 △：理事））

名前 会派 区 名前 会派 区 名前 会派 区 名前 会派 区 名前 会派 区

△江上博之 共 中川 ◎成田たかゆき 自 天白 うえぞの晋介 民 西 山田昌弘 民 千種 中村満 公 中村

さはしあこ 共 緑 西川ひさし 自 昭和 △岡本やすひろ 民 緑 金庭宜雄 公 守山 △田山宏之 減 北

高橋ゆうすけ 共 南 服部しんのすけ 自 熱田 土居よしもと 民 瑞穂 ○田辺雄一 公 千種 増田成美 減 緑

斉藤たかお 自 中村 ふじた和秀 自 瑞穂 会派 共：日本共産党 自：自民党 民：名古屋民主 公：公明党 減：減税日本ナゴヤ

◎委員長 ○副委員長

土木交通委員会（12） 経済水道委員会（13） 都市消防委員会（12）

名前 会派 区 名前 会派 区 名前 会派 区

◎くれまつ順子 共 守山 江上博之 共 中川 藤井ひろき 共 中村

高橋ゆうすけ 共 南 西山あさみ 共 中 山口清明 共 港

伊神邦彦 自 千種 ○浅野有 自 西 斉藤たかお 自 中村

小出昭司 自 中村 中川貴元 自 東 中里高之 自 緑

坂野公壽 自 港 中田ちづこ 自 中 西川ひさし 自 昭和

おくむら文洋 民 昭和 松井よしのり 自 守山 ○吉田茂 自 港

塚本つよし 民 瑞穂 田中里佳 民 天白 小川としゆき 民 守山

○森ともお 民 熱田 日比美咲 民 名東 加藤一登 民 港

金庭宜雄 公 守山 ○山田昌弘 民 千種 土居よしもと 民 瑞穂

○佐藤健一 公 港 小林祥子 公 名東 ◎沢田晃一 公 西

鎌倉安男 減 守山 長谷川由美子 公 北 三輪芳裕 公 天白

佐藤あつし 減 中 ◎鹿島としあき 減 西 ○大村光子 減 昭和

手塚将之 減 千種

公：公明党 減：減税日本ナゴヤ

特別委員会

大都市制度・広域連携促進
特別委員会（12）

防災・エネルギー対策
特別委員会（12）

産業・歴史文化・観光戦略
特別委員会（13）

名前 会派 区 名前 会派 区 名前 会派 区

江上博之 共 中川 岡田ゆき子 共 北 ◎田口一登 共 天白

柴田民雄 共 昭和 ○さいとう愛子 共 名東 藤井ひろき 共 中村

◎中田ちづこ 自 中 中里高之 自 緑 ○浅野有 自 西

丹羽ひろし 自 名東 ○吉田茂 自 港 北野よしはる 自 港

松井よしのり 自 守山 渡辺義郎 自 北 藤沢ただまさ 自 南

横井利明 自 南 加藤一登 民 港 ふじた和秀 自 瑞穂

おくむら文洋 民 昭和 ◎田中里佳 民 天白 岡本やすひろ 民 緑

くにまさ直記 民 東 橋本ひろき 民 南 久野浩平 民 中川

山田昌弘 民 千種 金庭宜雄 公 守山 森ともお 民 熱田

沢田晃一 公 西 ばばのりこ 公 中川 ○佐藤健一 公 港

○中村満 公 中村 佐藤あつし 減 中 福田誠治 公 南

○増田成美 減 緑 鈴木孝之 減 天白 髙木善英 減 中川

欠 員

会派 共：日本共産党 自：自民党 民：名古屋民主

◎委員長 ○副委員長

都市活力向上
特別委員会（13）

公社対策特別委員会（13）
安心・安全なまちづくり
対策特別委員会（12）

名前 会派 区 名前 会派 区 名前 会派 区

くれまつ順子 共 守山 青木ともこ 共 西 さはしあこ 共 緑

西山あさみ 共 中 山口清明 共 港 ○高橋ゆうすけ 共 南

岡本善博 自 中川 浅井正仁 自 中川 伊神邦彦 自 千種

◎斉藤たかお 自 中村 小出昭司 自 中村 岩本たかひろ 自 緑

成田たかゆき 自 天白 中川貴元 自 東 坂野公壽 自 港

西川ひさし 自 昭和 ○服部しんのすけ 自 熱田 小川としゆき 民 守山

うかい春美 民 中村 うえぞの晋介 民 西 土居よしもと 民 瑞穂

斎藤まこと 民 千種 ○塚本つよし 民 瑞穂 ○日比美咲 民 名東

○松本まもる 民 緑 服部将也 民 北 ◎小林祥子 公 名東

木下優 公 中川 近藤和博 公 緑 長谷川由美子 公 北

三輪芳裕 公 天白 田辺雄一 公 千種 浅井康正 減 名東

○鎌倉安男 減 守山 ◎大村光子 減 昭和 手塚将之 減 千種

田山宏之 減 北 鹿島としあき 減 西

公：公明党 減：減税日本ナゴヤ

組合議会（名古屋市議会選出分)

愛知県競馬組合議会議員（8） 名古屋競輪組合議会議員（8） 名古屋港管理組合議会議員（15） 愛知県後期高齢者医療広域連合謹会議員（9）

名前 会派 区 名前 会派 区 名前 会派 区 名前 会派 区 名前 会派 区

柴田民雄 共 昭和 西山あさみ 共 中 高橋ゆうすけ 共 南 田中里佳 民 天白 岡田ゆき子 共 北

斉藤たかお 自 中村 小出昭司 自 中村 山口清明 共 港 橋本ひろき 民 南 浅野有 自 西

松井よしのり 自 守山 中里高之 自 緑 岩本たかひろ 自 緑 服部将也 民 北 伊神邦彦 自 千種

横井利明 自 南 ふじた和秀 自 瑞穂 岡本善博 自 中川 田辺雄一 公 千種 服部しんのすけ 自 熱田

岡本やすひろ 民 緑 うかい春美 民 中村 中川貴元 自 東 福田誠治 公 南 久野浩平 民 中川

山田昌弘 民 千種 小川としゆき 民 守山 中田ちづこ 自 中 浅井康正 減 名東 斎藤まこと 民 千種

金庭宜雄 公 守山 沢田晃一 公 西 西川ひさし 自 昭和 増田成美 減 緑 佐藤健一 公 港

鹿島としあき 減 西 大村光子 減 天白 加藤一登 民 港 ばばのりこ 公 中川

会派 共：日本共産党 自：自民党 民：名古屋民主 公：公明党 減：減税日本ナゴヤ 鈴木孝之 減 天白
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本会議場の議席をご案内します（2018年5月22日現在）

議席を拡大

傍聴席
出入り口

３階入り口
受付

記者席

出入り口車椅子席出入口

傍
聴
席

特
別

傍
聴
席

傍
聴
席

傍聴は本庁舎３階の受付で氏名・住所・年齢を記入

して傍聴券をもらい入場します。定員は356席（障害者

6席）です。

階段を登ることが困難な方は本庁舎３階側にもバリ

アフリー対応受付があります（だれでも利用できます）。

聴覚障害のため声が聞き取りづらい方のために一区

画(18席＋車椅子席2席)に磁気ループシステムを設置。

Ｔマーク付きの補聴器ならＴマークに切り替えると声

を聴くことができます（５名まで受信機も貸し出し）。



一、６月定例会は6月19日～7月4日の会期で行われました。

一、市長からの提出議案は、アジア大会の招致金（名古屋市

負担分）などの補正予算案や法改正に伴う市税条例改正案

などの他、天守閣木造復元に向けた木材調達の第１次分

94億円の契約など15件と人事案２件、6月18日の大阪北部

地震を受けての民間住宅のブロック撤去助成の補正予算な

どの追加分など19件でした。

一、日本共産党市議団の本会議質問時間は107分。議案質疑

には江上博之議員、議案外質問には、藤井ひろき議員、西

山あさみ議員、柴田民雄議員、くれまつ順子議員がたち、

天守閣木造復元、介護保険利用料の軽減、市営住宅の入居

要件緩和、同性パートナーへの市営住宅入居、介護認定事

務の丸ごと委託問題、精神医療の通院での自立支援医療、

給食費の無償化、18歳までの医療費無料化、ヒバクシャ署

名について市長をただしました。

一、市長提出の19議案のうち、日本共産党は名古屋城天守閣

木造復元に関連した木材調達契約と自転車駐車場の指定管

理（有料化）、都心の開発計画の綿製要件を緩和する条例

改正案の３件に反対、12件に賛成しました。天守閣の木材

調達契約には西山あさみ議員が反対討論を行い、採決に当たっては日本共産党のほか

自民の２議員（丹羽・伊神）も反対しました。

一、意見書は、各会派から10件が提案され、５件を可決、日本共産党が提出した３件の

うち１件が公明党案と一本化して成立し、他の２件は否決されました。

一、6月議会に請願・陳情は提出されませんでした。５月臨時会で受理された陳情４件が、

６月議会閉会後９月議会開会までの閉会中に委員会で審査されます。

一、閉会中に審査された請願のうち、５月臨時会での採決に間に合わなかった請願につ

いて、異議申し立てのあった２件について本会議での討論・採決が行われ、岡田ゆき

子議員が「デイサービス型地域活動支援事業に関する平成30年1月10日付健康福祉局障

害福祉部障害者支援課長名通知を撤回し、これまで通りの制度運用及び支給決定要件

の継続を求める請願」の採択を求めて討論を行いました。

一、５月末に議長に提出した2017年度の政務活動費収支報告書が7月2日から公開されました。

一、名古屋市会総務環境委員会が7月11日～13日に広島市などを視察する予定でしたが、7月上旬の西日本豪雨に

よる被害が各地で発生している状況を考慮し、中止しました。

名古屋市政資料№199 (2018年6月定例会）

- 6 -

６月定例会について

2018年6月議会日程

月日 曜 時間 会議 備 考

6/19 火 11:00 本会議
開会
議案の提案説明

6/22
～26

金
～火

10:00 本会議
議案質疑
議案外質問

6/27
～
7/3

水
～
火

10:30
など

委員会
27日は3分演説
質疑・資料要求・総括質疑
7月3日に意思決定

7/4 水 13:00

本会議
委員長報告、討論、採決
追加補正予算案の提案説明

委員会 補正予算案の審議・意思決定

本会議
追加議案の採決
意見書採決。閉会

参考：各会派の本会議質問の時間配分（分）

会派 共産 自民 民主 公明 減税

人数（人） １２ ２２ １８ １２ １０

個人質問（分） １０７ １８３ １５３ １０７ ９２

・各会派に基本時間15分+（565分／75）×会派人数（秒で計算し分に切上げ）



7月に名古屋市が文化庁に対し行う行為は、

文化庁が定義する「申請」か 相談か

【江上議員】通告にしたがい第97号議案、名古屋城天

守閣整備事業に伴う木材の請負契約の締結について質

問します。

先月5月7日から天守閣入場が禁止されました。そし

て、今回の木材の契約です。「2022年完成予定の天守

閣木造化は、予定通り進んでいる。もう決まったこと

だ」と言わんばかりの施策提案が続いています。しか

し、この事業は木材契約の段階でしょうか。木材契約

の前にやるべきことすら行われていない段階ではない

でしょうか。この契約は、技術提案交渉方式による名

古屋城天守閣整備事業の一環であり、どのような段階

であるかを明らかにすることも含めて、以下、観光文

化交流局長に質問します。

第1に、文化庁への「現状変更許可」の申請につい

てお聞きします。現天守の解体、木造化するために現

状を変更しようとすると、文化庁長官の許可が必要で

す。許可の申請を名古屋市は、この7月に行うとして

聞いてしました。一方、文化庁は、5月31日、参議院

文教科学委員会で、名古屋市から「具体的相談をまだ

受けておりません」と答弁しています。

そこで質問します。7月に名古屋市が行う行為は、文

化庁が定義する「申請」なのか、その前の相談なのか。

市はどのように位置づけているのかお答えください。

資料の提出であって、現状変更許可の申請

ではない（局長）

【観光文化交流局長】7月に行うのは、文化庁の内部

会議である復元検討委員会で審議するために必要な、

天守閣整備事業の基本構想や、復元原案などの図面類

を含む資料を提出するもので、現状変更許可の申請で

はありません。

この資料が、復元検討委員会で審議され、認められ

たのち、現状変更許可申請を行い、文化審議会に諮問

され、許可されるという流れとなります。

文化財法による手続きは進んでおらず木造

化は決まっていない。木材調達の契約を進

めるな

【江上議員】7月に行うのは、申請でないと回答され

ました。名古屋市の内部では、「木造天守が決まった」

としていますが、文化財法による手続きは、進んでい

ない。「木造化は決まっていない」ことが明らかです。

そんな段階で、木造化のための木材調達の契約を進め

るのは民主的手続きに反することは明らかです。

福祉都市環境整備指針ができて以降、指針

の適用を守らなかった「新しい公共建築物」

建設はあるか

【江上議員】第2にエレベーターを含むバリアフリー

問題です。「誰でも名古屋城天守閣に登れるようにし

てほしい」とエレベーター設置を障がい者のみなさん

が市に求めています。この願いは当たり前のことです。

名古屋市もバリアフリーの方針を持っています。「年

齢の違いや障害の有無にかかわらず、すべての市民が

お互いの理解を深めあい、共に手を携える『人にやさ
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議案質疑（6月22日）

天守閣木造化はまだ決まっていない。
木材調達契約をする段階ではない

江上博之議員

文化庁の求める現状変更許可申請
について

現状変更許可取得までの今後の予定

時期 内容

2018年
5月末

木造天守閣の昇降に関する付加設備の方針決定

＊基本計画策定
までの課題

天守木造復元の意義についての説明
基本計画に必要な石垣調査の取りまとめ
穴蔵石垣の保全と観覧者の安全性を考慮
した基礎構造の検討

7月
基本計画の策定。石垣調査取りまとめ
文化庁復元検討委員会(想定)

9月 現状変更許可申請 (想定)

10月 文化審議会(想定)

バリアフリーについて



しいまち名古屋』をめざします。」と名古屋市の福祉

都市環境整備指針で示しています。「高齢者や障がい

者など、だれもが安全・快適で気軽に外出でき、社会

活動に参加できる」ことをめざすと名古屋市総合計画

2018でも掲げています。

そこで質問します。福祉都市環境整備指針ができて

以降、「新しい公共建築物」を建設するにあたって、

指針の適用を守らなかった施設があるのでしょうか。

お答えください。

基本的には指針に基づき整備され、やむを

得ず因難な場合にも何らかの措置がとられ

ている（局長）

【観光文化交流局長】「福祉都市環境整備指針」がで

きて以降の施設整備にあたっては、基本的には当該指

針に基づく整備がされ、またやむを得ず因難な場合に

も、 何らかの措置がとられている。

現時点でエレベーターに代わる「新しい技

術」はあるのか

【江上議員】河村市長は、「歴史的建造物を次世代に

引き継ぐことは任務」だとして、「エレベーター設置

なし」を明らかにしました。その代わり、「新しい技

術」を開発するから、バリアフリーに対応できる、と

述べています。障がい者の方が、エレベーターを主張

しているのは、「エレベーターが最も安全に昇降でき

る手段」であり、「家族や友達みんなが一緒に上がれ

て楽しめるようにしてほしい」という願いに沿うもの

だからではありませんか市長の言う「新しい技術」と

して、「車いすで乗降可能なはしご車」「装着型の移

動支援機器」などを例に出しているようです。これに

対して、「はしご車に乗せられて城に入る気持ちを本

当に考えているのか」「私たちは荷物ではない」と怒

りの声が出ています。「新しい技術」は、開発費もど

れだけの費用がかかるかわかりません。その費用は税

金で支払うのではないでしょうか。名古屋市の依頼し

た最新の調査では、年間345万人の入場者が50年間続

くと見込んでいます。5月の4日、5日には、3万人を超

える入場者だったそうです。その方々が天守閣に行く

ことができても、これからは、車いすの方は登れない

ということを想像してみてください。東京パラリンピッ

クで、カナダの車いすバスケットチームのホストタウ

ンになっていますが、その町のシンボルに車いすの方

は登れない。こんなことを現実に進めるおつもりでしょ

うか。

そこで質問します。障が

い者のみなさんが求める

「誰もがみんなと一緒に楽

しく登れる」「新しい技術」

は、現時点であるのでしょ

うか。2022年12月までにで

きる見通しがあるのでしょ

うか。お答えください。

歩行アシスト機器やパワーアシストスーツ

が実用化されている（局長）

【観光文化交流局長】地元の福祉製品の開発企業と地

元大学の学識者が連携して、歩行アシスト機器を開発

し、実用化されているものがある。また、介護の現場

において介護作業を支援するパワーアシストスーツな

どの開発も進められ、実用化されていると聞いている。

これらを含め、大学や企業に具体的な話を聞いている

ところだ。

今後、新技術の開発に関し、木造天守の階段の実物

大模型を建設し、障害者団体を交えたバリアフリーに

関する協議会の設置や、新技術を国内外から募集する

ための検討調査を行い、新技術の実現に向けて検討を

進め、2022年12月までに実現したい。

電動車椅子とは全く関係ない。まだ新技術

はない

【江上議員】「歩行アシスト機器」とか「介護作業を

支援するパワーアシストスーツ」があるから、「新し
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歩行アシスト機器（左2つ）やパワーアシストス－ツ



い技術」があると回答されました。この歩行アシスト

機器とは、歩くき方をちょっと軽くするだけ話、これ

は荷物を持つ方が腰を軽くなるようにする話、電動車

椅子とは全く関係がありません。求めている機器はな

いと回答すべきです。

市長には人権問題という認識はあるか

【江上議員】5月28日の障がい者の方との意見交換会

で、河村市長は、「市長選でも早期復元の民意を得た」

と強調し、知的障害のある息子さんをお持ちの女性が、

「多数決ではかってはいけないものに人権問題がある」

と反論したという記事がありました。6月19日、障が

い者の方の呼びかけで600人が抗議行動を行いました。

市長、エレベーター問題は、城に上れればいいとい

うのでなく、「みんなで、だれでも同じように一緒に

楽しく登れる」という個人としてあたりまえの権利が

求められている人権問題です。市長は、人権問題とい

う認識がありますか。あるかないか、端的にお答えく

ださい。

人権の侵害には当たらない（市長）

【河村市長】様々な工夫により可能な限り上層階まで

上ることができるよう目指し、現状よりも天守閣の素

晴らしさや眺望を楽しめることを保証する。障害者の

皆様や不自由な皆様が天守閣に上ることを排除するも

のではありません。エレベーターの設置に代えて新技

術により必ず天守閣へ上っていただくことを保証して

いるので、人権の侵害には当たらない。

現天守閣の歴史的価値

【江上議員】第3に、「歴史的建造物を復元」という

問題です。市長は「歴史的建造物の復元だからエレベー

ターは設置しない」と言います。今、名古屋市の復元

整備基本構想（案）に対する文化庁の復元検討委員会

の意見が、先日の経済水道委員会で明らかにされまし

た。「戦後都市文化の象徴であるＲＣ（ＳＲＣ）造

（鉄筋鉄骨造りの）天守を解体するにはなお議論を尽

くす必要がある。史資料の豊富さということのみで、

名古屋城天守を木造とする考えが正当化できるかどう

か検討を要する」という指摘です。5月6日に天守閣を

登った方の新聞の感想記事に、1959年の現天守の完成

直後の思いでで「鉄筋コンクリートだけど、外観は戦

前に近い姿だったのがみんなの自慢でした」と言われ

ています。戦後復興の象徴として市民の願いで作られ、

外観は、資料に基づいて精巧につくられたものです。

名古屋市の基本構想案の中の記述に、現天守閣の価値

として、「その根拠資料の豊富さとそれに基づく外観

復元は、他の城郭には見られない特徴であると位置付

けることができる」とあります。さらに、「（戦後）

復興の象徴としての城郭の再建であると同時に、展示

収蔵機能を兼ね備えた博物館相当施設として市民生活

に寄与してきたと言える」と記述しています。現天守

も再建から59年たちます。鉄筋鉄骨コンクリート建物

として名古屋市本庁舎と同様に歴史的建造物としての

価値があるのではないでしょうか。

そこで質問します。現天守閣も歴史的建造物として

の価値があると考えますが、いかが認識しているのか

お答えください。

≪昔のままの北西隅櫓（上）と東南隅櫓（下）。本物の木造です≫

近世城郭の姿と近代建築の機能性を備え、

戦後復興や地域振興など多重のシンボル性

を包括（局長）

【観光文化交流局長】市民の機運の高まりにより再建

が実現した、近世城郭としての姿と近代建築としての

機能性を備えた建造物であり、また、戦後復興や地域
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現天守閣について

2018年6月20日 毎日新聞



振興といった多重のシンボル性を包括する名古屋のシ

ンボルとして存在していることと評価している。

歴史的建造物として価値がある現復元天守

を解体するには相当の理由がいる

【江上議員】現天守閣の「歴史的建造物」としての価

値を認める答弁でした。

名古屋市の「復元整備基本構想案」でも、現天守閣

の再建は、「戦後の住宅不足等、生活の根幹にかかわ

る問題が山積みしている中、経済的困難の中でも多額

の寄付が集まった」とか、「『二度と燃えたり壊れた

りしないように』という市民感情や願いが込められて

いるともいわれている」と記述されています。

市民の機運、建築技術、近世城郭における近代以降

の建造物復元整備の歴史、博物館としての活用など、

現天守の価値を基本構想案では42ページ中、14ページ

にわたって記述しています。それでも、昨年12月から

文化庁に提出しているこの文書について、さらに、復

元検討委員会の意見として、現天守の価値について説

明が求められているのです。

焼失してなくなった建物を復元した本丸御殿と異な

り、今、回答されたように歴史的建造物としての価値

がある現復元天守を解体して木造化をしようというの

ですから、相当の理由がいるのは当たり前です。しっ

かりと時間をかける必要があります。費用も莫大にか

かります。

文化庁の求める「現在の石垣の劣化状況等

に関する現況調査」をいつまでに、どんな

体制で行うか

【江上議員】第4に、石垣問題です。昨年5月16日の参

議院文教科学委員会で文化庁は、名古屋城天守木造化

の条件として、「現在の石垣の劣化状況等に関する現

況調査を実施すること」など4条件を満たす必要があ

る、と答弁しています。天守地下1階の穴倉の根石・

背面調査はまだ行われていません。調査は、来年3月

までかかると名古屋市は、5月9日の学者など有識者に

よる天守閣部会で、明らかにしました。また、6月1日

の有識者による石垣部会では、基本設計で行ったとし

ていた天守外堀の石垣調査の追加調査を求められ、こ

れもまだ行われていないのでないでしょうか。さらに、

調査の専門家である学芸員についてです。昨年7月ま

で１人であった石垣担当の学芸員が今年3月退職した

と聞きました。学芸員の増員と言われますが、調査体

制は厳しい状況ではないでしょうか。

そこで、質問します。文化庁の求めている「現在の

石垣の劣化状況等に関する現況調査」は、いつまでに

行う予定でしょうか。また、どんな体制で行う予定で

しょうか。お答えください。
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石垣について

穴倉の石垣（上） と はらんだ天守台（下）

2018年6月15日 読売新聞



年度内に報告書をまとめたい 7月に考古の

嘱託学芸員2名を募集する予定（局長）

【観光文化交流局長】「現況調査」は、昨年度から実

施している基礎調査と、現在行っている詳細調査の結

果を反映させ、一旦7月までに取りまとめ文化庁に提

出し、最終的には年度内に報告書を取りまとめたい。

調査体制は、現在考古主幹1名、併任で考古主査が1名、

そして考古学芸員2名の体制で進めており、考古の嘱

託学芸員2名を7月に募集する予定としている。

「特別史跡である石垣をしっかりと保全し

ていくことも重要（河村市長）」に変わり

ないか

【江上議員】市長は、昨年10月13日の特別史跡名古屋

城跡全体整備検討会議で「特別史跡である石垣をしっ

かりと保全していくことも重要であると認識しており

ますが、石垣部会の構成員皆様方のご意見を伺いなが

ら、文化庁が指摘しているような石垣の保全について

対応していきたい」とコメントを出しています。この

姿勢に今も変わりないですね。端的にお答えください。

変わりない（市長）

【河村市長】「特別史跡である石垣をしっかり保全し

ていくことも重要である」との認識は変わっておりま

せん。従って文化庁が指摘している石垣の保全につい

て、石垣部会の意見を伺いながら石垣の保全を行って

参りたいと考えております。

「名古屋城天守間のために鎮守の森が伐ら

れている」という記事を承知しているか

【江上議員】最後に、木材の調達についてお聞きしま

す。こんな話があります。今年3月高知県の神社の総

代という方から、「ヒノキを竹中工務店から依頼され

てきた。伐採させてほしい、という話があった」と電

話がありました。また、「名古屋城天守閣のため鎮守

の森が伐られている」という題で、「愛知県各地の神

社で、鎮守の森の大木が次々と伐られていると聞いた。」

と新城市の例が掲載された昨年8月のヤフーニュース

の記事があった、と連絡してきた方がいました。木曽

ヒノキ、国産材の不足ということで、全国で、「名古

屋城天守閣木造化」のために樹木が伐採されているの

でないか、名古屋市以外の人たちに不安を与えている

のではないか、と心配になりました。

そこで質問します。今述べたような木材の買い付け

についての話を名古屋市は承知しているのでしょうか。

事例があれば明らかにし、どのように考えているかを

お答えください。

以上で第1回目の質問とします。

そのような事実はない（局長）

【観光文化交流局長】記事の内容について竹中工務店

に確認したが、そのような事実はないと聞いている。

木材の契約段階ではない。いったん立ち止

まって市民の声を聞くべき（いけん）

【江上議員】差別を助長するような公共建築物をつくっ

ていいのでしょうか。現事業はいったん立ち止まって、

みんなの声、意見を聞く場、時間を求めます。木材の

契約の段階でないことなど、審議を委員会で引き続き

行うこととし質問を終わります。
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木材について



低所得高齢者を対象に介護サービス利用料

を軽減すべきでは

【藤井議員】先日、老々介護をされている皆さんにお

会いしてきました。認知症の夫を介護する女性からは

「在宅介護を前面に推し進めるのであれば、介護する

人のフォローをしっかりしてほしい」、神経障害で膝

から下がマヒして歩行が困難な妻を介護する男性から

は「自分の息子や娘に、自分たちの介護を頼れる時代

ではなくなった」などの声がありました。

80代２人暮らし夫婦の老々介護の実態を、紹介しま

す。要介護５、障害者１級の妻を夫が介護しています。

妻は、ベッドから降り立つことはできますが、歩行は

できず、寝たきりに近い状態です。「できるだけ、自

宅で過ごしたい」という妻の希望に応えて、デイサー

ビスを週4日利用され、残り３日間は、ヘルパーを利

用しています。月の介護保険利用料は６万円を超える

ため、高額介護サービス費を利用しています。上限額

24,600円ですが、介護に関する費用はこれだけではす

みません。「自分の飯は自炊するが妻には、柔らかい

美味しい物を食べさせたい」と、妻の毎日の夕食は配

食サービスを利用します。この夕食代で月19,200円か

かります。これは介護保険の対象外です。同じく対象

にならない紙おむつ代が月3,000円ほど、他にも介護

に関わる日常生活費を合わせますと、介護に関する費

用は、毎月5万円を超えます。

介護保険利用料の一割負担と、保険外の負担を合わ

せた介護関連費用が、在宅介護で大きな負担となって

います。夫婦の年金、月169,000円から、アパートの

家賃や社会保険料を引き、介護に関する費用を引きま

すと残り7万円ほど。これが月の日常生活に使える金

額です。夫は話します。「連れ添って55年、長年支え

合ってきたが、日々の介護で、ゆううつになる時もあ

る」。こういった声や相談は少なくありません。

わが会派はこの間、この場で介護保険利用料の減免

を求めてきました。2011年3月定例会では、「低所得

者のための利用料の減免を行なう御意思はありません

か」のわが会派の質問に対し、河村市長は「せっかく
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議案外質問（6月22日）

介護保険の利用料軽減を／市営住宅の
入居条件緩和で高齢者の住まい確保を

藤井ひろき議員

介護保険に係る利用者負担の
軽減について



御指摘があったので、ちょっと一遍勉強させていただ

いて」と答弁しています。

勉強している間に何が起きたか。1割負担が、一定

の所得がある方には2割負担へと増えました。保険料

も利用料も負担が重くなってきただけではありません

か。愛知県下54の自治体では、どうでしょうか。21市

町（しまち）において、介護保険利用料の低所得者減

免を実施しています。そのうち９自治体が一般会計か

らの繰り入れを行なっています。「介護保険制度は全

国一律の制度だから、法制度の枠組みの中で対応を」

と名古屋市はいつも言っていますが、これだけの自治

体が独自に低所得者減免を行なっています。

在宅で介護をがんばっている、低所得高齢者を対象

にした介護保険利用料減免、たとえば非課税世帯の在

宅介護において、まずはデイサービスやヘルパーなど

の利用料を軽減すべきと考えますが、いかがですか。

「全国一律」制度なので、介護負担の軽減

を国に要望している（健康福祉局長）

【健康福祉局長】介護保険制度は全国一律の制度であ

ることから、利用料の負担軽減については、本来、法

制度の枠組みの中で対応するべきものと考える。

本市では、法制度の枠組みの中での低所得者の利用

料負担軽減として、平成30年1月から、認知症高齢者

グループホームに入居する低所得の方に対する居住費

の助成を行っている。

全額市費による低所得者の方に対する利用料の負担

軽減は困難なので、利用料の負担軽減について必要な

措置を講ずるよう、大都市民生主管局長会議等の要望

活動を通じ、国に対し要望している。

保険外の介護負担は「全国一律」ではない。

市は実態を把握しているのか（再質問）

【藤井議員】河村市長の「一遍勉強させていただいて」

の答弁から7年、そして国に対して十数年に渡って、

要望し続けてきただけで何の変化もありません。県下

では、すでに約4割の自治体が取り組んでいるのです。

この春の値上げで、県下で一番高くなりました。せめ

て、利用料減免に、一歩踏み出すべきです。

在宅介護をされている、低所得高齢者の負担につい

て今回、指摘しました。「介護保険制度は全国一律の
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制度」とのご答弁ですが、保険外の負担は「全国一律」

ではありません。

介護保険以外にも介護に関する負担がある。在宅介

護のこの負担が重いと考えていますか。今回紹介した

ような在宅介護の低所得高齢者の負担や実態について、

当局は具体的に把握していますか。お答えください。

低所得者にとっては介護関連の費用が負担

になると考える（健康福祉局長）

【健康福祉局長】市では、要介護高齢者の介護実態を

把握するため、介護保険在宅サービス利用者調査を

3年ごとに実施しています。

在宅介護をしている低所得の高齢者の状況によって

は、介護関連の費用が負担になることがあり、利用料

の負担軽減について必要な措置を講ずるよう、大都市

民生主管局長会議等の要望活動を通じ、国に対し要望

している。

聞き取り調査でリアルな実態を把握し、市

独自の負担軽減策を（要望）

【藤井議員】在宅サービス利用者調査では、「介護に

関する悩みや心配事について」の質問で「介護に要す

る費用の負担が大きい」の選択肢はありますが、毎月、

いくら払っているのか、保険外の負担がどれだけある

のかについては聞いてないじゃありませんか。

これでは在宅介護をしている低所得高齢者の負担や

実態について、リアルに把握するのは難しいと考えま

す。直接聞き取り調査を行って、その実態を把握して

ください。

低所得の在宅介護サービス利用者に対して、

市独自に支援する考えは

【藤井議員】介護保険以外に、低所得の在宅高齢者の

介護に対し、自治体独自のサービスが行われていると

ころもあります。

たとえば新潟市では、在宅の要介護高齢者を介護し

ている方に、介護サービス利用支援給付費を支給して

います。要介護3～5で市民税非課税世帯に該当する

65歳以上の高齢者を在宅で介護している同居の家族に、

月額8,000円、年4回（7，10，1，4月）支給しており、

年5,000件を超す実績であると伺いました。介護保険

以外にも独自の仕組みをつくり、介護者の負担軽減に

つなげているのです。

名古屋市として、低所得者の介護保険利用者に対し、

費用負担を少しでも軽くする施策ができないでしょう

か。在宅で介護をされる場合、介護保険以外にも費用

がかかり、低所得の在宅介護者には負担が重いと考え

ます。負担軽減のため、在宅で介護している同居の家

族に、市独自の介護サービス利用支援給付費を行う考

えはありませんか。

（国の）制度の枠組みで対応すべきと考え

る（健康福祉局長）

【健康福祉局長】在宅の要介護者を介護している方へ

の給付制度も「全国一律」の介護保険制度の枠組みの

中で対応すべきものと考えており、必要な介護サービ

スを安心して利用いただけるよう相談体制の充実等に

努めます。

他自治体のように、市独自に負担軽減に取

り組むべき（要望）

【藤井議員】保険外の負担に対し、介護支援給付費や

紙おむつの支給などに取組んでいる自治体もあります。

「在宅介護をされている低所得の高齢者にとって、そ

の方の状況によっては、介護関連の費用が負担になる

ことがある」と答弁されました。負担を認めるのであ

れば、本市でも独自に利用者負担の軽減に取り組むよ

う、強く要望します。

高齢単身者への対応・・・市営住宅に空室

があるのに単身高齢者は応募できない。入

居基準を緩和しては

【藤井議員】市営住宅への入居施策について、お聞き

します。「市営住宅に入りたくても入れない」「10回、

申し込んでも抽選に落ち続けている」という相談の声

を市民からよく寄せられます。なかでも高齢者からの

申込が多い、単身者向けの倍率は高くなっています。
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市営住宅への入居施策について



昨年度の市営住宅一般募集の倍率は、6.9倍でした。

そのうち単身者向け区分に限ると、493戸に対して

7,051名が応募、倍率は14.3倍となります。

他にも福祉募集の倍率は6.3倍。シルバー住宅では募

集の倍率は18.2倍となっています。

その一方、一般募集において応募がなかった住宅に

ついて、当該募集の落選者を対象に再度募集をしても

応募がない市営住宅があります。一昨年度では、再募

集をしても、一般募集において応募がなかった住宅で

は、本市全体で190戸から251戸ありました。

応募倍率が高い市営住宅がある一方で、なかなか応

募がない市営住宅もあります。それを受けて本市では

昨年度より、市営住宅の先着順募集が始まりました。

空き家解消を狙って始まったものですが、先着順の応

募状況はどうであったのでしょうか。

昨年度の先着順募集申し込み状況（4回分）は、単

身者向は41戸募集に41戸申込、100％でした。昨年度

の各回の募集では、事実上抽選ですぐに埋まりました。

その一方、先着順募集の一般向などでは496戸募集に

322戸申込、64.9％に留まり、募集を始めて1年経って

も申込がないものもあります。

本市の単身者向け市営住宅の床面積は55㎡以下とし

ています。しかし、昨年度の先着順募集一般向けにお

いて、応募がなかった住戸で、55㎡をわずかに、0．

数㎡だけ上回っているものも多数ありました。

他の政令都市において、浜松市では応募がない郊外

の市営住宅は55㎡以上の３ＤＫも単身者でも入れます。

また神戸市でも応募無し住宅は、神戸市の基準である

市街地50㎡未満、郊外地55㎡未満を超えた、一定面積

まで単身者が入ることができます。

私の地元の皆さんか

らは「名古屋も市営住

宅の空き家に単身者も

入れてほしい」など、

55㎡の基準緩和を求め

る声も寄せられます。

単身者、なかでも高

齢単身者が、今後増え

ることが予想される中

で、住宅セーフティネッ

トとして中心的な役割

を担う市営住宅において、世代間のバランスを取りつ

つ、単身者向けの部屋をどう提供していくのか。本市

の単身者向け市営住宅の床面積55㎡以下を引き上げて

みてはどうですか。

高齢化状況を踏まえつつ、他都市の取り組

みも参考に研究を進めたい（住宅都市局長）

【住宅都市局長】近年、一般募集における単身者向区

分の募集戸数の拡大を図っており、単身者向区分の応

募倍率は従来に比べて大きく低下していますが、単身

者からの市営住宅へのニーズは、依然として高い状況

であることは認識しています。

単身者向の面積要件の緩和は、募集戸数を増やし倍

率を低下させる反面、団地の高齢化を進展させること

に繋がるため、団地ごとの高齢化の状況などを十分に

踏まえた検討が必要です。今後は、単身者からの市営

住宅へのニーズや市営住宅の高齢化の状況を十分に踏

まえつつ、他都市における取組み等も参考にしながら、

単身者向住戸の確保について、引き続き研究を進めた

い。

若年世帯の入居促進・・・市営住宅のコミュ

ニティ活性化に向け、部分改装など若年世

帯の入居促進策を

【藤井議員】市営住宅における、地域の高齢者を支え

るためのコミュニティをつくっていくためには、高齢

単身者だけでなく、若い世代の入居を進めていく、市

営住宅での地域コミュニティ活性化のためには、世代

間バランス、若い世帯の入居をどのように促進してい

くのかが課題です。

市営住宅の申込要件には、一般的な原則階層世帯に

比べ、収入基準が緩和される裁量階層世帯があります。

昨年度4月から裁量階層の一つである「小学校就学前

の子がいる世帯」を「中学校修了前の子がいる世帯」
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市営住宅の募集状況（2017年度）

項目 募集戸数 応募者数 倍率％

一般募集 2,223 15,383 6.9

うち単身向け 493 7,051 14.3

福祉募集 410 2,590 6.3

シルバー住宅 22 400 18.2

市営住宅の先着順募集の状況（2017年度）

項目 募集戸数 応募者数 倍率％

一般募集 537 363 67.6

うち単身向け 41 41 100

参考（2018年第1回）

一般募集 99 66 66.7

うち単身 16 16 100



まで大幅に年齢を引き上げ、応募者が増えるようにし

た。

同様に昨年度4月から、これまで「小学校就学前の

子がいる世帯」が対象の子育て向区分を見直し、「中

学校修了前の子がいる、または35歳以下の夫婦のみの

世帯」が対象の子育て・若年向区分を設置しました。

一昨年度の子育て向区分と昨年度の子育て・若年向区

分を比較すると約1.5倍、応募が増えて、一定の効果

が表れたと考えます。

一方で、先着順でも申し込みがない市営住宅も見受

けられます。先日、約2割近くの空き部屋がある、市

営住宅の自治会の皆さんから、お話を伺ってきました。

自治会の皆さんからは「若い世帯がなかなか入居して

こず、地域のコミュニティを成り立たせるのも大変」

とのことでした。

市営住宅での地域コミュニティ活性化、若い世帯の

入居が喫緊の課題です。その対策として本市では昨年

度、高坂荘地域コミュニティ形成モデル事業として、

リノベーションによる市営住宅への若年世帯の入居促

進に取組んだところです。

若い世帯の入居を促進し、市営住宅のコミュニティ

を活性化するために、リノベーションとともに、浴室

などの部分改装や、あるいは家賃助成などさまざまな

施策を進めるべきだと考えますが、いかがですか。

モデル事業の検証を踏まえ、若年世帯の入

居促進策に取り組む（住宅都市局長）

【住宅都市局長】募集制度の見直しで当該世帯の応募

者数は大きく増加している。高坂荘の地域コミュニティ

形成モデル事業は、今後、事業効果の検証を予定して

います。

市営住宅のコミュニティ活性化のためには、若年世

帯や子育て世帯の入居を促進し、地域の担い手となっ

ていただくことが重要であり、若年世帯や子育て世帯

の市営住宅への応募状況やモデル事業の検証結果など

を踏まえ、引き続き取り組んでいきたい。

一般募集で応募がない住宅は入居基準を緩

和し、単身者向けに募集しては

【藤井議員】単身者向けの倍率が高い、その一方で先

着順でも申込みがない一般向けなどの住宅がある。こ

のギャップをどう埋めていくのか。

若年世帯の入居を促進し、市営住宅の世代間バラン

スがとれているのであれば、応募がない住宅について

は、床面積55㎡以下を引き上げてみてはどうかと提案

しました。

先ほどのご答弁では、「単身者向の面積要件の緩和

については」、「単身者からの市営住宅のニーズや市

営住宅の高齢化の状況を十分に踏まえ」、「他都市に

おける取組み等も参考にしながら」、「引き続き研究

を進めて」いくとのことでした。

まず、一般募集で応募がなかった住宅については、

単身者向け床面積55㎡を緩和して、先着順募集時に単

身向けとして募集されてみてはどうですか。

慎重な検討が必要だが、他都市を参考に研

究をすすめたい（住宅都市局長）

【住宅都市局長】面積要件の緩和は、団地の高齢化を

進展させることに繋がるため、団地ごとの高齢化の状

況などを十分に踏まえた検討が必要です。

一般募集において応募がない住宅は、交通利便性や

買い物施設の有無などの周辺環境による偏りが大きく、

応募がないという理由のみで単身者向の面積要件を緩

和することは、一部の団地の高齢化を進展させる懸念

があり、慎重な検討が必要です。

単身者からの市営住宅へのニーズは、依然として高

い状況であることは十分認識しており、単身者住戸の

確保は、他都市における取組み等も参考にしながら、

引き続き研究を進めたい。

基準より畳半畳分広いだけの空き部屋には

応募できるよう早急な検討・実施を（意見）

【藤井議員】単身者向の面積要件の緩和ですが、わず

か0．数㎡、それこそ畳半畳以下でも55㎡を上回って

いたら単身者は応募できません。しかし、そのような

空いている住宅は実際にあります。このような住宅で、

まずは応募できるようにしてはどうでしょうか。単身

者向の面積要件、55㎡以下の緩和については、早急な

検討・実施を求めて質問を終わります。
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子育て・若年世帯向け一般募集の申し込み状況

年度 募集戸数 申込件数 倍率

2016 691 964 1.4

2017 556 1,410 2.5

2017年度より小学校就学前を中学校終了前の子がいる世
帯に制度を改正



各地に広がっているパートナーシップ制度

【西山議員】最近ではＬＧＢＴや性的マイノリティの

認識が広がり、本市においても2014年の市民アンケー

トでは「セクシャルマイノリティ」という言葉の認知

度は33.4％でしたが、２年後の2016年には65.6％と30

ポイント増加し市民の中での理解も進んできています。

また、昨年からＬＧＢＴ当事者議員が立ちあげたＬ

ＧＢＴ自治体議員連盟が発足し、全国から約200名の

議員が加盟していることもこの間の大きな動きとして

注目されています。

この間さまざまな自治体でパートナーシップ制度がつ

くられ、公営住宅への入居を可能にする自治体も増え

ています。

さて、男女の夫婦が法律上の婚姻をせず事実上の夫

婦になることと同じように、パートナーシップ制度が

あっても、性的マイノリティの方々も制度を利用する

かどうかを選択する自由があります。

そして、本来であればパートナーシップの制度がな

くても差別や偏見がなくマジョリティである男女の夫

婦と同じ扱いを受けることができるのが望ましいこと

は言うまでもありません。

パートナーシップ制度がなくても公営住宅

への入居可能をする自治体も

そこで今回は、市営住宅の入居にしぼって質問をさ

せていただきます。

現在、本市の市営住宅への入居申し込み資格には、

「原則、夫婦または親子の世帯であること」とありま

す。婚約者とであれば申し込むことはできますが、入

居契約までに婚姻をすることが条件となっています。

また、内縁関係でも申し込むことはできますが、住民

票に“未届けの夫・妻”と記載されていることが条件

となっており、“同居人”の場合は申し込むことがで

きないとなっています。

東京都文京区では、「セーフティーネットとして困っ

ている人に制度が行き届くこと」を目的として、パー

トナーシップ制度などの公的認証制度はないものの、

公営住宅の同性カップル等の入居を可能にするための

条例改正をこの６月議会に提出しています。これは同

居親族に係る要件について、親族の定義に“事実上親

族と同様の事情にある者として規則で定める者”とい

う文言を加えて同性カップル等の入居も可能にするも

のです。実際の運用には同性パートナーを証明するも

のとして公正証書を提出するなどし、“事実上親族と

同様の事情”であることを証明するそうです。方法は

さまざまですが、自治体独自の努力が進んでいます。
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議案外質問（6月22日）

同性パートナーの市営住宅へ
の入居を認めよ

西山あさみ議員

同性パートナーの
市営住宅への入居について

パートナーシップ
制度の導入状況

・導入済み

東京都渋谷区

世田谷区

三重県伊賀市

兵庫県宝塚市

沖縄県那覇市

北海道札幌市

福岡県福岡市

・導入決定

中野区（8月）

大阪市（9月）

・導入予定

千葉市

長崎市 など

ＬＧＢＴ自治体議員連盟の研修会のポスター



名古屋市は「事実上婚姻関係と同様の事情

にある者」の入居を認めているが

名古屋市営住宅条例第５条では入居者の資格につい

て、「現に同居し、又は同居しようとする親族(婚姻

の届け出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にあ

る者その他婚姻の予約者を含む。)があること。」と

なっています。文京区が条例に入れて同性カップル等

の入居を可能にしようという“婚姻の届け出をしない

が事実上婚姻関係と同様の事情にある者”という文言

は本市の条例にはすでに盛り込まれています。

住宅都市局長に伺います。現在、名古屋市営住宅条

例にある“婚姻の届け出をしないが事実上婚姻関係と

同様の事情にある者”について、同性パートナーは該

当するかどうか、見解をお答えください。

多様性を認め、差別や偏見をなくし、法の

下の平等からも、入居できるように日本政

府は同性パートナーの公営住宅への入居を

認めている

2008年、国連自由権規約委員会は、婚姻していない

同性カップルが公営住宅を借りられない例などを挙げ

「未婚の異性の同棲カップルと同性の同棲カップルが

平等に扱われるよう確保すべきである」と日本政府に

対して勧告をしています。

その後、2012年に同委員会に提出された第６次日本

政府報告書では「2012年の公営住宅法の改正に伴い、

親族関係にない同性の同居を含め、同居親族による入

居者資格の制限はなくなっている」としています。

また、2013年には同委員会からの「同性カップルが

公営住宅制度から排除され続けているとの報告につき、

コメント願いたい」との質問事項に対し、日本政府は

「第６回政府報告にあるとおり、「地域の自主性及び

自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法

律の整備に関する法律」(2012.4.1施行)による公営住

宅法の改正により、いわゆる同居親族要件は撤廃した

ところであるから、法制度上、同性カップルは公営住

宅制度から排除されているわけではない」と回答して

います。

つまり、日本政府は同性パートナーの公営住宅への

入居を認めているのです。

多様性を認め差別や偏見をなくすことと同時に、法の

下の平等という観点からも現状の公営住宅の入居申請

要件を見直し、同性パートナーも申請できるようにす

べきと考えますが、住宅都市局長の見解を伺います。

住民票での資格審査で確認できず、入居は

困難。市全体の議論の中で検討する（局長）

【住宅都市局長】性的マイノリティの方への偏見や差

別的な取扱いは、人権に関わる重要な問題と考えてい

る。

一方、市営住宅は、住宅に困窮する所得の低い方の

ための住宅であり、入居にあたって一定の資格要件を

満たす必要があるので、手続きには厳正な審査が必要

となる。

市営住宅条例に定める「婚姻の届出をしないが事実

上婚姻関係と同様の事情にあるもの」は、いわゆる内

縁関係が法律婚に準ずるものとされているので、市営

住宅の入居資格として内縁関係にあるかたを対象とし

ています。

実際の入居者資格の審査では、住民票の続柄欄を確

認することで内縁関係の確認を行っているが、同性パー

トナー同士での市営住宅への入居にあたっては同様の

確認ができないため、 本市において同性パートナー

シップ制度等の運用がない中で、入居者資格の厳正な

審査を実施することは困難。そのため本市における同

性パートナー同士での市営住宅への入居は、市全体に

おける議論の状況を踏まえた上で検討したい。

「多様性の主義者」を自認する市長として

の対応は（再質問）

【西山議員】同性パートナーの公営住宅の入居を可能

にしている自治体の一つである那覇市の｢性の多様性

を尊重する都市・なは｣宣言には、こう書かれていま

す。

“人がどのような性を生きるか、また、誰を愛

し・愛さないかは、すべての人が幸福に生きる

ために生まれながらにして持っている権利、す

なわち人権であり、誰もがその多様な生き方を

尊重されなければなりません。”

私が性的少数者について考える時、この考え方を大

切にしています。
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名古屋市営住宅の入居資格

「現に同居し、又は同居し

ようとする親族(婚姻の届け

出をしないが事実上婚姻関係

と同様の事情にある者その他

婚姻の予約者を含む。)があ

ること」



そこで市長にお聞きします。“わしは多様性の主義

者だものですから”と昨年の私の質問に答弁された市

長。たまたま同性を愛し共に生きていくことを選んだ

同じ名古屋市民が、愛する相手が同性か異性かによっ

て応募する資格すら与えられず排除されている現状に

ついて、どう考えますか。入居を可能にするべきだと

思いませんか。見解を伺います。

導入する方向で検討するよう指示しました

（市長）

【市長】きのうも夜、総務局長に同性パートナーの宣

誓制度を導入するように、そういう方向で検討するよ

う指示しましたが、なんや、ぐにゃぐにゃ言っていた

が。

当然なことながら女性が好きになる人、男性が好き

な人、いろいろあるんで。たまたまそういう生まれな

んで、後天的な人もあるが、差別してはいけない。共

産主義以外は西山さんに賛成です。

いつまでにやるのか（再質問）

【西山議員】同性パートナーシップをやるように、前

向きに検討するよう指示したというが、時期はいつか。

なるべく早くやるようにします（市長）

【市長】時期はいつからとは言ってないが、すぐやれ

ということなので、アンケートがどうのこうのと言っ

ていましたが、なるべく早くやるようにします。

性的マイノリティの方々も生きやすい街名

古屋の実現を（意見）

【西山議員】日本政府は公営住宅制度から同性パート

ナーは排除されていないと言っているのに、実際には

制度から排除されている現実があります。

市長は選挙時に「これからは世界四大都市をめざすん

ですわ。ニューヨーク、パリ、ロンドン、名古屋」と

語っています。

世界４大都市を目指したいのであればグローバルスタ

ンダードにあわせた制度の確立は不可欠です。ニュー

ヨーク、パリ、ロンドンは既に同性婚が実現しており、

法制化の前にはパートナーシップ制度のような制度が

それぞれの都市でつくられていました。

性的マイノリティの方々も生きやすい街名古屋の実現

のために、公営住宅への入居申請要件の見直しやパー

トナーシップ制度の創設を求めて質問を終わります。

（動議）総合的に詰めるべきで急ぐな（藤沢）

【藤沢議員】市長から認めていきたいということの声

があったが、同性パートナーへの配慮は時代の流れな

のかもしれないが、そのことを全く理解しないではな

い。ことは、市営住宅の入居だけにとどまらない。住

民票の記載だとか、補助金申請なども認めるかなどあ

る。今後の計画への位置づけなど大きな課題もある。

単に住宅を認めるかどうかだけにとどまらないので、

総合的に詰めていかないと齟齬をきたす恐れがあるの

で、関係部局で検討すべきだ。

住宅問題での質問だ（江上）

【江上議員】今回は住宅問題をとらえての質問なので、

その点を踏まえて対応を。
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名古屋市が行ったセクシュアル・マイノリティに関する市政ア
ンケートより（2016年11月実施）

中日新聞 2018年6月23日



委託化・集約化で大幅に遅延した

認定事務は直ちに改善を

【柴田議員】要介護認定事務の委託化・集約化が引き

起こした重大事態について、健康福祉局長に伺います。

介護保険制度は、まずは介護認定を受けるところか

ら始まり、要介護状態区分が確定してから、介護保険

が利用できるようになります。また、介護認定の申請

は基本的にケアマネージャーが代行しています。

本市では、従来、要介護認定に係る事務業務は、受

付から認定審査会まで、各区役所ですべて行っていま

した。しかし、今年の4月から、全市一括して、認定

審査会以外の業務が委託され、申請の中で最も数の多

い更新申請は、委託した事務センターへ郵送で行うこ

とになりました。事務センターでは、受け付けた全て

の申請書の内容確認、入力、認定調査依頼のみならず、

調査結果のチェックと認定審査会の資料作成など認定

の要である業務も全て、事務センターで行います。

要介護認定の決定は、介護保険法において「申請の

あった日から三十日以内にしなければならない。」と

されています。

この委託が開始された4月以降、「いつまで待って

も認定結果が届かない」「申請を代行したケアマネが

ちゃんと仕事をしていないのではないかと利用者さん

から責められる」「事務センターに問い合わせても電

話がつながらない」「郵送なので申請書が届いたのか

どうかもわからない」などの苦情や情報が党市議団に

寄せられるようになりました。

健康福祉局の説明によると、申請から認定決定まで

の平均日数は、2017年度34.7日でした。これは特別な

理由で遅れたケースも含めた平均なので、一般的には

30日以内に認定が下りていたことがうかがえます。と

ころが、4月以降の、更新申請分の介護認定決定まで

の平均日数は、4月39.9日、5月53.5日、6月は月前半

の速報値で、54.9日と、ほとんど2か月近くかかって

いる状況がわかりました。新規・区分変更も40日～50

日かかっている状況とのことです。これには驚きまし

た。

党市議団は、居宅介護事業所に緊急アンケート調査

を行いました。100事業所から、発送後早々に次々と

返信をいただき、自由記載欄には認定遅延による利用

者への影響が数多く書かれており、この遅れが、単に

「なかなか認定が下りないなぁ」という問題ではない、

大変な事態が起こっていると、事業所の怒りが手に取

るようにわかりました。

利用者にとっては、認定結果が無ければ正式に介護

名古屋市政資料№199 （2018年6月定例会）

- 20 -

議案外質問（6月25日）

介護認定事務の委託・集約化をやめよ
／自立支援医療（精神通院医療）への
医療費助成を 柴田民雄議員

要介護認定事務の
委託化・集約化の問題について

集約化後の役割分担

区役所 センター

申請受付
窓口受付（新規、
区分変更）

郵送受付（更新）

認定調査関係
認定調査の依頼、受領、
内容点検、請求書の受領

主治医意見書関係
主治医意見書の作成依頼、
受領

介護認定審査会 審査会の運営 審査会資料作成、送付

認定結果
被保険者証及び決定通知
書送付

資料提供
窓口受付、提供
（支所も対応可）

郵送受付、提供

（要介護認定事務の集約化後の流れ）



がスタートしてもらえない、必要な介護が受けられな

いことになり、2か月待っている間に亡くなられるケー

スもあります。区分変更の場合、申請直後から利用料

請求が止まるため、認定が遅れると、その期間の2か

月分、3か月分の利用料請求が一度にドンとくること

になり、年金額を上回るような請求額が来て、とても

支払えないという事態も見られます。

また介護事業者にとっては、介護認定が暫定のまま

では保険請求も利用者への利用料の請求もできず、

2か月3か月と、サービス提供を行う支出だけが続くこ

とになります。その間の収入が途絶えることになり、

小規模な事業所では経営の危機を招きかねない事態を

引き起こします。

名古屋市の施策によって、「あってはならないこと」

が引き起こされ、委託による市民サービスの低下が起

きているのは明らかです。

そこで伺います。この委託・集約化は、そもそも何

を目的として行ったものだったのか。はつらつ長寿プ

ランなごや2018にあるように、認定にかかる期間を短

縮することが目的だったのではありませんか。

そして、その目的に照らして、まったく正反対の認

定期間の大幅な遅延という「あってはならない」事態

が引き起こされていることに対して、その原因をどう

分析しているのか。その対策として、どのような手を

打ってきているのか、今後の改善の見通しはどうなっ

ているのか。責任ある答弁を求めます。

事務処理の遅れは８月中に

解消見込み（健康福祉局長）

【健康福祉局長】委託化・集約化の目的は、今後増加

が見込まれる認定申請件数に対して、委託可能な事務

を委託化・集約化して事務効率を上げることで、区役

所・支所の窓口サービスを低下させないようにするも

ので、認定決定期間の短縮化や審査判定の平準化など

の効果も見込んだ。

事務処理の遅れの原因は、受付方法の変更等による

委託事業者に対する問い合わせが集中したことや、事

務処理に想定以上の時間を要したことによるもので、

介護認定事務センターでの事務処理の遅れにより、市

民や関係事業者には、大変迷惑をかけました。

委託事業者が、介護認定事務センターの人員及び電

話回線の数を大幅に増やすなど体制の強化を行い、現

在は介護認定審査会における審査判定件数も順調に推

移している。

現在の取り組みを継続していくことで、事務処理の

遅れは8月中には解消する見込みで、その結果、認定

決定期間は、9月頃には従前の水準に戻る見込みです。

今後も適正な体制を確保して、当初の目的が達成でき
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市民や事業者の声

○認定申請して2か月過ぎてもまだ結果が届かず業務

が滞る。

○認定結果が届かず利用者に迷惑をかけている。ケア

マネに苦情が来る。

○認定が3か月も遅れたため、利用者にまとめて3か月

分として10万円も請求することになった。年金生活

者には非常に多い負担。

○認定結果が出ない間は暫定プランでサービスを提供

しているが、事業所は保険請求ができないため収入

減で経営に影響が出ている。

○これまでは認定に伴う受付はすべて区役所窓口だっ

たので、申請から認定調査まで数日で済ませていた

が、4月からは事務センターへの郵送となったため、

書類の到着が遅く、業務に大変支障が出ている。

○認定結果が遅れると、とりあえず暫定プランで担当

者会議を開催し、認定が出ると再度担当者会議を開

催することとなり、2度手間であり、利用者や事業

所にも多大な迷惑をかけることとなる。

○センターに何度電話しても通じない。



るよう円滑に事務を進めたい。

事務処理の遅れによる損害は

名古屋市の責任だ(再質問)

【柴田議員】これだけの混乱を引き起こし、謝罪の言

葉もありません。

そもそも遅延の原因は何だったのか。委託化・集約

化に際して、従来区役所で行ってきた介護保険認定に

かかる事務作業量とその重みを、十分に把握していな

かったのではありませんか。

私たちの調査でも、委託業者の介護認定審査に提出

する書類が、不備であったり不明な点があるなど、調

査書のチェックという業務に必要な水準に達していな

いためなのか、審査会の手前で事務センターに返戻＝

差し戻しとなる件数がかなりの量にのぼっているよう

です。そうなると、事務センターでは返戻された書類

を、再度認定調査員に問い合わせて、資料を作り直し、

再び区役所に送付する、直営だったらこんな手間は全

く生じなかったわけですから、委託化・集約化したこ

とによって、かえって余計な時間と手間がかかるよう

なワークフローになったわけです。

市議団が行った、アンケート調査では、次のような

事例がいくつもありました。

5月31日までの認定期限であった、要介護2の方は、

4月26日に更新申請をしました。5月末には結果が出る

ことを期待していたところ5月24日、「認定事務処理

の遅延のため」という理由で、介護度の決定が6月

19日になる見込みであるとの通知が届いた。やむなく

ケアマネージャーはこれまでよりも低い、要介護1度

で暫定プランを立て、保険証の有効期限が過ぎた6月

以降サービス提供することにしました。結局、申請か

ら48日後、6月12日に遅れて届いた保険証は、暫定よ

りもさらに低い、要支援２となっていました。これで

は認定期限切れになってからの12日間のサービス提供

分およそ6,000単位、約6万円相当分が、保険適用外と

なってしまいます。

この損失は誰が被ることになるのでしょうか。利用

者に全額負担を求めるのでしょうか。事業者さんが被

ることになるのでしょうか。この損害は、認定が遅延

しさえしなければ起きなかったわけであり、損害の発

生原因は、認定事務の遅延そのもの、その委託元であ

る名古屋市に責任があることは、明らかなのではあり

ませんか。

（お詫びはなく）

迷惑をかけたと認識（健康福祉局長）

【健康福祉局長】市民ならびに関係事業者には、大変

迷惑をかけたと認識している。個別の質問には、内容

を詳細に確認する必要があるので、この場では答える

ことはできない。

責任を痛感し本気で短縮する気が感じられ

ない。個別に確認をして対応を（再々質問）

【柴田議員】個別のケースについては、お答えできな

いことはわかっています。このような損害を引き起こ

している責任を痛感して、本気で認定期間を短縮する

気があるのかどうか、それが答弁からは感じられませ

ん。

個別のケースについて、問い合わせがあれば、個別

に確認をして対応をしてゆくということでよろしいで

すか。

窓口で問い合わせがあれば

丁寧に聞きたい（局長）

【健康福祉局長】窓口において、個別の問い合わせが

ありましたら、内容について丁寧に聞きたい。

事業者も利用者も深刻な事態に陥っている。

しっかりと対応を（意見）

【柴田議員】事業者も利用者も深刻な事態に陥ってい

ます。問い合わせにはしっかりと対応していただきた

いと思います。

30日ルールの無視を

あと3カ月も放置するのか（再々再質問）

【柴田議員】さて、最初の答弁に戻りますが、この遅

延、いつまでに改善する見込みか、という質問に対し

て、「9月頃には従前の水準に戻る見込み」とのご答

弁でした。

あと3か月も、法に定められた30日以内というルー

ルを逸脱する状態が続くことを良しとしていていいの

ですか。どう考えているんですか。

窓口で問い合わせがあれば丁寧に聞きたい

（局長）

【健康福祉局長】委託事業者が体制の強化を行い、現

在は介護認定審査会における審査判定件数も順調に推

移している。
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申請書の受付、調査依頼書・暫定被保険者

証の発行は区役所窓口で（再々再々質問）

【柴田議員】今回の緊急アンケート調査で、圧倒的多

数の回答が寄せられているのが「せめて、申請書の受

付と、調査依頼書・暫定被保険者証の発行は区役所窓

口で」やってほしいという要望です。これはすぐにで

もできるのではないですか。

一日も早く、遅延を解消するよう努める

（健康福祉局長）

【健康福祉局長】更新申請の受付などを区役所窓口へ

再度変更することは、今回の遅延をすぐに解消する有

効な手段とは考えていない。

区役所の人員は、事務量に見合った体制に変更をし

ており、新たな事務の追加は困難です。

業務量を見誤って職員を削減、認定事務ま

で委託したことが原因だ（再々再々再）

【柴田議員】つまり、業務量を見誤った上、早々に区

役所の職員を削減し、介護保険の最も根幹の業務であ

る認定事務まで委託業者に投げてしまった、このこと

が今回の問題の元であると認めますか。

委託時は、必要な体制を取ることを

前提に委託した（局長）

【健康福祉局長】委託時には、本市の事務量を算定の

上、必要な体制を取ることを前提として委託を行って

いるところでございます。

認定の遅延による損害は、

市の責任で対応を（意見）

【柴田議員】介護認定の、一部の単純な事務的作業を

業務委託して効率化するということは、あってもいい

かもしれません。しかし、今回の遅延の主要な原因に

なっていたのは、認定調査のチェックや、認定審査会

資料のチェックという、いわば、介護認定の根幹にか

かわる部分です。名古屋市がこれまで、正確な認定結

果を出すために、認定調査員に対し、いかに丁寧な聞

き取りをしていたか、その過程があってこそ、30日を

目途に結果を出せていたのではないですか。介護保険

事業の根幹部分を、いきなり全市一度に委託に出した

のが、大失敗だと言わざるを得ません。

介護認定事業に対する市民の信頼を、大きく損ねて

しまいました。

名古屋市は、介護保険料が愛知県下で一番高い上、

介護認定は、委託化・集約化で、法律に背いて大幅に

遅延するという最悪の事態を半年間も引き起こしてい

るということです。

認定期間の短縮だけでなく、市民からの信頼を取り

戻すため、認定調査のチェックと、審査会のための資

料などの質が保たれていないなら、少なくとも認定決

定にかかわる部分は市に戻すべきです。もしくは、委

託業務の内容がいつでも精査できるように、一連の作

業を行政区単位でもいいので、直営を残すことを検討

すべきです。

そして、現在すでに発生している、認定の遅延によ

る損害は、市の責任で、対応することを求めます。

この問題は、引き続き市議団として追っていきます。

市の真摯な対応を強く求めて私の質問を終わります。

自立支援医療（精神通院医療）に１割負担

を強いる自治体は7市町村のみ

【柴田議員】障害者医療費助成制度における自立支援

医療（精神通院医療）対象者への助成拡大について、

健康福祉局長に伺います。

先日、市議団宛てにあるメールが届きました。名古

屋市民を友人に持つという蒲郡市民の方からのメール

ですが、そのご友人がうつ病が元で自殺されたという

ことです。メールの男性自身も4年間にわたってうつ

病に苦しみ、休職・復職を繰り返し、今は休職中との

ことですが、自立支援医療制度と、蒲郡市の精神障害

者医療費助成のおかげで、心療内科と投薬、復帰支援

プログラムのデイケアをすべて自己負担なく受けられ

ているとのことです。

ところが、名古屋市の場合、自立支援医療は１割の

自己負担があると聞き、名古屋市民のために自己負担

無しで精神医療が受けられる制度を作ってほしい、と

亡くなられたご友人になり代わって訴えてこられたの

です。本市の場合、精神障害者保健福祉手帳１級・２

級を所持していれば、病院窓口では自己負担無しで医

療を受けられますが、手帳が無いと、自立支援医療対

象者でも、１割負担が必要です。精神障害者手帳の所

持者数は2012年度から2017年度の５年間で、17,128人

から24,117人へと1.4倍に増加しています。身体障害

者・知的障害者の手帳所持者の場合は、それぞれ身体
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自立支援医療（精神通院医療）
への医療費助成について



1.0倍、知的1.2倍の伸び率ですから、精神障害の手帳

取得がとても増えていると言えます。

また、精神科通院の「自立支援医療受給者証」所持

者の数も、同じ５年間で、27,630人から36,273人へと

1.3倍余に増加しています。今年３月末時点で、本人

負担無しで医療を受けられる、手帳所持者数は16,830

人。一方、自立支援医療対象者で、本人一割負担が必

要な方は約20,000人と、無料で医療が受けられる方の

1.2倍ほど多くおられます。身体障害の場合は１～３

級であれば無料で医療が受けられるのに対し、精神障

害の場合、手帳を所持しているとは限らず、１割負担

をしている方が多いという特徴があります。

精神科通院の自立支援医療対象者の過半数は、気分・

感情障害、いわゆる「うつ」に分類される方が占めて

います。働いている場合、精神障害者手帳を取得して

いることを会社に知られたくないなどの理由で申請を

躊躇する場合が多いと聞きます。病気を抱えているこ

とで、不安定雇用・非正規雇用で働く方が多く、その

ことが病を悪化させ、さらに失業し長期療養で失業手

当が切れたりして、さらに経済的な不安定さ、貧困状

態に陥っているのではないかと、容易に想像できます。

生活保護も、様々な理由で受けられない、あるいは受

けたくないというケースもあります。精神疾患や精神

障害に対する周りの理解が得られないなどで、一般的

な医療よりも精神医療に接近することが困難となって

いることに加えて、経済的な負担がさらに受診の敷居

を上げ、自殺など最悪な状況を生み出してしまうこと

にもつながっているのではないでしょうか。

このように、とりわけ精神医療では、経済負担が病

状にもたらす影響が大きいことも考慮する必要がある

と考えます。現に、愛知県下の他の自治体は、ほとん

ど、手帳無しでも自立支援医療証さえあれば自己負担

無しで医療を受けられる制度となっています。名古屋

市のように１割の自己負担を求めているのは、54自治

体中、わずか７自治体だけです。

そこで伺います。精神通院の自立支援医療対象者に

対して、医療費自己負担ゼロで医療が受けられるよう、

精神障害者医療費助成制度を拡充した場合、予算はい

くら必要でしょうか。また、そのような制度拡充をす

る考えはありませんか。

また自立支援医療には、１年ごとの更新時に医師の

診断書が必要なため、その場合3,000円程度の文書料

が必要となりますが、身体障害の更生医療・育成医療

では、国の通達で文書料は取らないこととされていま

す。しかし精神通院の自立支援医療に限っては、文書

料は自己負担するものとされています。国の制度だか

ら、負担軽減も国に要求するべきとも考えますが、こ

の文書料の負担を名古屋市が独自に助成して無料にす

ることは、お金の心配なく治療を安心して継続しても

らうために有効な施策となるでしょう。

自立支援医療対象者の、更新時に必要とされる診断

書の文書料を本市が補助した場合、予算はいくら必要

でしょうか。合わせてご答弁ください。

多くの市町村が独自助成していることは承

知しているが、負担軽減は国の仕事（健康

福祉局長）

【健康福祉局長】自己負担分１割を、市独自で実施し

ている障害者医療費助成制度で助成すると、毎年４億

円の予算が必要となり、診断書の文書料を全額公費で

負担すると、５千万円の予算が必要になるため、医療

費助成との合計では、４億５千万円が必要となる。

愛知県下の多くの市町村は、精神科通院の自立支援

医療の受給者に対して、1割分の自己負担額を独自で

助成しています。本市の障害者医療費助成制度は、重

度、中度の身体、知的、精神の障害者、および難病患

者の方を対象に、すべての診療科の医療費について、

入院、通院ともに、自己負担が無く医療が受けられる

制度を構築しています。これは財政規模の近い他の政

令指定都市と比較しても、水準の高い制度です。こう

した中、障害者医療費助成制度の対象について、精神
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障害のある方のみ精神科通院医療費の助成を拡充する

ことは、障害者医療費助成制度における他の障害等の

ある方とのバランスの点からも大変困難であり、課題

がある。

精神科通院に係る自立支援医療制度は、低所得者等

に対して、自己負担額の上限が定められており、一定

の配慮がされている。診断書の文書料の負担軽減も含

めて、自己負担の軽減措置は、まずは国の責任におい

て実施されるべきもので、自己負担額の軽減措置につ

いて国に対して要望するとともに、心の病に苦しみ、

支援を必要とされる方々が、適切な医療につながり、

治療が継続されるよう、精神科通院に係る自立支援医

療制度の周知に努めていく。

自立支援医療更新の文書料にも補助の検討

を（意見）

【柴田議員】現在、本来なら自立支援医療の対象とな

るべきなのに、制度そのものを知らずに申請せず、

3割負担で医療を受けていらっしゃる方も多くいるか

もしれません。この質問を通じて、本人一割負担で精

神医療を受けられる制度がある、ということを知って

いただくことにつながれば、それ自体も、意味のある

ことかと思います。制度の周知、大いに進めたいと思

います。

自立支援医療の更新に必要な文書料の補助をするだ

けでも、身体障害の皆さんとのバランスも取れて、自

立支援医療の普及に大きく貢献できると思います。せ

めてこの点だけでも、実現していただきたいと思いま

す。

非正規雇用の労働者が劇的に増大している今、その

労働・貧困との関係の中でうつが増えていること、そ

れが特に大都市である名古屋では強い傾向であること

を、改めて重く受け止め、自殺対策や精神医療への施

策にしっかりと取り組んでいただきたいと強く求めて、

終わります。
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指定都市の医療費助成対象の状況(精神障害者手帳所持者)
2018年2月 現在

精神

１・２級 ２
名古屋
相模原

１級 １４

札幌(入院除く)
さいたま(精神病棟への入院除く)
千葉
川崎(入院除く)
横浜(入院除く)
新潟(※)
浜松
静岡(※)
大阪
堺
神戸(精神疾患除く)
北九州(中学生以上の精神疾患での入院除く)
福岡(高校生以上の精神疾患での入院除く)
熊本

なし ５

仙台
京都
岡山
広島
東京都

(自立支援医療受給者
への助成)

（３）
京都
広島
神戸

※新潟、静岡は未就学者のみ２級も対象

自立支援医療（精神通院）への自助成の状況

（愛知県・２０１８年２月現在）

助成状況 自治体名

自立支援医療（精神通院）に

独自助成していない自治体

名古屋市、岡崎市、清

須市、あま市、大治町、

蟹江町、飛島村

自立支援医療（精神通院）に

1／2助成している自治体
愛西市

自立支援医療（精神通院）に

独自助成して、医療費を

無料にしている自治体

上記自治体以外の

４６市町村
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精神障害者医療費助成制度市町村実施状況一覧表(2017年4月現在・愛知県保険医協会調査)

通 院 入 院

精神疾患のみ 全疾患 精神疾患のみ 全疾患

愛知県 (1・2級かつ自立支援) (未実施) (1・2級) (未実施)

名古屋市 ★ (1・2級) (1・2級)

豊橋市 (自立支援) (1・2級) (1・2級)※

岡崎市 ★(3級かつ自立支援) (1～3級かつ自立支援) (3級) (1～3級)

一宮市 (自立支援) (1・2級) (1・2級)

瀬戸市 (自立支援) (1・2級かつ自立支援) 8割(精神病診断者) (1・2級)

半田市 (白立支援) (1・2級) (1・2級)

春日井市 (自立支援) 1/2(1・2級) (1・2級)

豊川市 (自立支援) (1・2級) (1・2級)

津島市 (自立支援) (1・2級) (1・2級)

碧南市 (自立支援) (1・2級) 1/2(精神病診断者) (1・2級)

刈谷市 (自立支援) (1・2級) 1/2(精神病診断者) (1・2級)

豊田市 (自立支援) (1・2級) 1/2(精神病診断者) (1・2級)

安城市 (自立支援) (1・2級) 1/2(精神病診断者) (1・2級)

西尾市 (自立支援) (1・2級) 1/2(精神病診断者) (1・2級)

蒲郡市 (自立支援) (1・2級) (1・2級)

犬山市 (自立支援) (1・2級) 1/2(精神病診断者) (1・2級)

常滑市 (自立支援) (1・2級) (未実施)

江南市 (自立支援) (1・2級) 1/2(精神病診断者) (1・2級)

小牧市 (自立支援) (1・2級) 1/2(精神病診断者) (1・2級)

稲沢市 (自立支援) (1・2級) (1・2級)

新城市 (自立支援) (1・2級) 1/2(3級) (1・2級)

東海市 (自立支援) (1・2級) (3級) (1・2級)

大府市 (自立支援) (1・2級、3級非課税者) (3級課税者) (1・2級、3級非課税者)

知多市 (自立支援) (1・2級) (3級) (1・2級)

知立市 (自立支援) (1・2級) 1/2(精神病診断者) (1・2級)

尾張旭市 (自立支援) (1・2級かつ自立支援) 1/2(精神病診断者) (1・2級)

高浜市 (自立支援) (未実施) 1/2(精神病診断者) (未実施)

岩倉市 (自立支援) (1・2級) (精神病診断者) (1・2級)

豊明市 (3級、自立支援) (1～3級) 1/2(1～3級)

日進市 (自立支援) (1・2級) (未実施)

田原市 (自立支援) (1・2級) 1/2(精神病診断者) (1・2級)

愛西市 ★(3級)1/2(自立支援) (1～3級) (3級)、/2(精神病診断者） (1～3級)

清須市 ★(3級) (1～3級) (3級) (1～3級)

北名古屋市 (自立支援) (1・2級) (1・2級)

弥富市 (自立支援) (1・2級) (精神病診断者) (1・2級)

みよし市 (精神病診断者) (1・2級) (精神病診断者) (1・2級)

あま市 ★(3級かつ自立支援) (1・2級) (3級) (1・2級)

長久手市 (自立支援) (1・2級) (精神病診断者) (1・2級)

東郷町 (自立支援) (1・2級) 1/2(精神病診断者) (1・2級)

豊山町 (3級、自立支援) (1～3級) (3級) (1～3級)

大口町 (自立支援) (1・2級) (精神病診断者) (1・2級)

扶桑町 (自立支援) (1・2級) 1/2(精神病診断者) (1・2級)

大治町 ★1/2(3級かつ自立支援) (未実施) l/2(3級) (未実施)

蟹江町 ★(3級かつ自立支援) (未実施) (3級) (未実施)

飛島村 ★(3級) (1～3級) (3級) (1～3級)

阿久比町 (自立支援) (1・2級) (l・2級)

東浦町 (自立支援) (1・2級) (3級) (1・2級)

南知多町 (自立支援) (1・2級) (1・2級)

美浜町 (自立支援) (1・2級) (1・2級)

武豊町 (自立支援) (1・2級) (1・2級)

幸田町 (自立支援) (1・2級) 1/2(3級、自立支援) (1・2級)

設楽町 (自立支援) (l・2級) 1/2(自立支援) (1・2級)

東栄町 (自立支援) (1・2級) 1/2(精神病診断者) (1・2級)

豊根村 (自立支援) (1・2級) 1/2(精神病診断者)食費1/2(1・2級） (1・2級)

計 53 51 37 49

・豊橋市の１・２級の入院全疾患対象は、2017年12月実施予定
・★印の８市町村は自立支援医療（精神通院）を無料にしていない。愛西市は１／２助成



小学校給食の無償化を

【くれまつ議員】子育て世代への家計応援策について、

小学校給食無償化と、子ども医療費無料化の１８歳ま

でへの拡大を求めて、質問します。

いま、子育て世代の家計はどうなっているでしょう

か。働く人の給与所得は減り続け、第二次安倍政権の

５年間で実質賃金は１６万円も減少しています。一方、

子どもの学習費は文部科学省2016年度調査によれば、

副教材費、実習材料費、部活動費、修学旅行費、学校

への納付金などで、公立小学校に通う小学生は一人当

たり年額約10万円、公立中学校に通う中学生では約18

万円かかります。この学習費には、学校給食費は小学

校で平均4万４千円、中学校で平均4万円が含まれてお

ります。

憲法26条において「義務教育は、これを無償とする」

とされています。しかし、現実に無料なのは授業料と

教科書に限られており、経済的負担が子育て世代へ重

くのしかかっています。だからこそ、給食費を無償に

し、子育て世代の負担軽減を行う自治体が急速に増え

ています。文部科学省も学校給食無償化を実施する自

治体の全国調査を開始し、各自治体の施策に役立てよ

うとしております。本市も「名古屋市学校給食のあり

方懇談会」が設けられ、第1回の会合が6月11日に開か

れたと聞いております。

そこで、教育長に伺います。学校給食のありかた懇

談会では、学校給食無償化にむけて、どのような検討

が始まっているのか、お尋ねします。

小学校給食の無償化は、「あり方懇談会」

で意見交流をする（杉崎教育長）

【杉崎教育長】名古屋市学校給食のあり方懇談会は、

今月、第一回目を開催し、事務局より本市の学校給食

の現状について説明を行い、学校給食の取組みや給食

費の現状について共通認識を図ったところです。この

懇談会を今後、複数回開催し、学校給食について幅広

く意見をいただきたいと考えています。
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議案外質問（6月26日）

子育て支援で給食費無料化と18歳医療
費無料化に／ヒバクシャ国際署名に賛
同を くれまつ順子議員

いまこそ子育て世代への
家計を応援する施策を



教育委員会としての見解はどうか（再質問）

【くれまつ議員】教育委員会としては、学校給食無償

化について、どのような考えをお持ちなのでしょうか。

無償化を含む給食費のあり方や給食内容の

充実などを検討したい（教育長）

【杉崎教育長】懇談会でいただいた意見を踏まえて、

無償化を含む給食費のあり方や給食内容の充実など、

本市の学校給食の運営について検討したい。

優れた取り組みをよく調査し、小学校給食

の無償化の実現を（意見）

【くれまつ議員】今回は子育て世代への家計を応援す

る施策として、小学校給食無償化の実現をもとめて教

育長に質問しました。

小学校、中学校の給食費無償化を実施している自治

体は比較的小規模な自治体が多い傾向があります。埼

玉県の滑川町の事例をご紹介しましたが、一般会計予

算では今年度５８億円に対して給食費無償化におよそ

１億円を投じ、予算額の1.7％を占めています。名古

屋市の一般会計でいえば、170億円になるわけで、か

なりの重点配分をしていることがわかります。ぜひ、

こうした他都市の優れた取り組みを住民の皆さんの評

価なども調査されて、小学校給食の無償化が実現する

よう強く要望します。

18歳までの子ども医療費無料制度の拡大を

【くれまつ議員】子育て応援施策の２つ目の提案は、

子ども医療費無料化の対象を１８歳までに拡大するこ

とです。学校給食無償化と１８歳までの医療費無料化

を二つの柱にし、子育て応援の町をアピールしている

自治体をご紹介します。

埼玉県にある滑川（なめがわ）町です。東京の池袋

駅から東武東上線で１時間ほどのところに滑川町の森

林公園駅があり、その先に2002年、つきのわ駅という
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子ども医療費助成の実施状況（2016年4月・厚労省調べ）

対象年齢 通院 入院 所得制限

実施市区町村数計 1,741 1,741 なし 1,432

就学前 202 33 あり 309

7歳未満 1 0

7歳年度末 1 0 一部自己負担

8歳年度末 0 0 なし 1,054

9歳年度末 25 7 あり 687

10歳年度末 4 0

11歳年度末 0 0

12歳年度末 121 129

15歳年度末 1,005 1,169

16歳年度末 1 1

18歳年度末 378 399

20歳年度末 2 2

22歳年度末 1 1



新しい駅ができたことをきっかけに住宅街に子育て世

帯が転入し、人口が増え続けています。2010年から20

15年の人口増自治体ランキングは全国10位。2000年

12000人から現在は2万人に近づいています。人口は自

然増も社会増もあり、増え続けています。住宅開発や

商業施設の開発に加えて、給食費無償化と子ども医療

費18歳までの拡大を打ち出していることが、人口増に

つながっているのではないでしょうか。

子ども医療費助成制度の拡大は、市民からの要望や

期待が広がって、中学卒業までに拡大されてきました

が、１８歳まで広がっていくことは、早期受診、早期

治療による医療費全体の抑制効果に加え、家計を応援

するという面でも大いに役立ちます。

中学３年生の男子の保護者の方からは、「バスケ部

で怪我が多い。骨折で通院した。今は医療費無料なの

ですぐに病院に行ける。ぜんそくとアレルギーがあり、

内科の通院と薬がかかせない。高校に進学して、医療

費負担が３割になると、治療をやめるか、通院の回数

をへらすしかない」という声をお聞きしました。その

方は、就学援助を支給されないぎりぎりの家計とのこ

とです。また、高校生になると歯科診療を受けない低

所得世帯があるということも言われており、口腔衛生

（口の中の衛生）管理が全身の疾患と深くかかわって

いることからも、医療費助成18歳まで広げることは重

要です。

子ども医療費助成制度の拡大については、しっかり

と検討すべき課題だという局長答弁がありましたが、

子育て応援で先頭を切ってすすめてこられた市長に伺

います。県内では、54市町村中6町村で入院、外来共

に18歳まで無料となっております。名古屋市において

も速やかに子ども医療費助成制度の対象を18歳まで無

料とすべきだと考えますが、いかがでしょうか。

「よう考えております」（河村市長）

【河村市長】子ども医療費助成制度の18歳までの拡大

については、よう考えております。

子育てする世代を応援する施策として、

18歳まで医療費無料化の拡大を（意見）

【くれまつ議員】子ども医療費無料化については、全

国的に18歳まで拡大している自治体が増えています。

愛知県では6自治体ですが、長野県では7割を超える市

町村が実施し、静岡県では県の制度として10月から18

歳まで拡大するということです。名古屋で子育てする

世代を応援する施策として、18歳まで医療費無料化を

拡大することに踏み出すよう要望します。

被爆者の体験を次世代に継承する取り組みを

【くれまつ議員】核兵器のない平和な社会をめざし、

本市の平和事業について、質問します。

広島・長崎の原爆投下の８月６日、９日には、原水

爆禁止世界大会が開かれます。そして大会をめざして、

全国から広島まで「核兵器廃絶を訴える平和行進」が

行われています。今年は平和行進が1958年から始まっ

て６０周年。私も瀬戸・尾張旭・守山コースを歩きま

した。

先日私は、平和行進のプレ企画で、守山区在住の被

爆者の方からお話をお聞きしました。「自分は当時生

後９カ月、原爆投下時のことはわからないので見聞き

した被爆の実相を再現する努力をしているが、被爆者

の会に参加している方の中で被爆体験を語れる人が少

なくなっている」、とのことでした。平和行進を歩い

た終わりのまとめの会では、被爆２世の瀬戸市在住の

女性が、黒焦げになった人間のパネルを前に、父親を

だびにふすというつらい体験をお話されました。こう

したお話を聞いて、私は、被爆者の話を直接聞く場を

もっともっと増やすことが、大事であると痛感しまし

た。核兵器が最悪の兵器であること、人間を一瞬にし

て死においやるものであることを、戦争を知らない、

被爆を知らない人々に知らせていくことこそ、今なお

世界中に存在する１万数千発もの核兵器をなくしてい

く力になると私は思います。

こうした被爆の実相を広げていく本市のとりくみの

一つとして、「愛知・名古屋 戦争に関する資料館」

で昨年８月から愛知県在住の被爆者の証言映像が視聴

できるようになり、私は、広島で被爆されたという堀

三郎さんの原爆投下当時の話を視聴してきました。堀

さんは「ぴかっと音がして、爆風で工場がつぶれるん

じゃないかと思った。爆心地から約６ｋｍ。けがはな

かったが、上空に湧き上がる『原子雲』や町中を包ん

だ死の臭いなどを今でも鮮明に覚えている」と語って

おられました。堀さんは、９０歳になられて、鼻に酸

素吸入器をつけて心臓の病気などとたたかいながら、

被爆体験の語り部活動を続けておられます。被爆の実

相を広く市民に伝えていくことが大事になっていると

考えます。
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名古屋市の平和事業の
推進について



そこで、被爆の実相を伝えるとりくみを２つ提案し

ます。

一つは市が主催して原爆パネル展や被爆者の方の体

験談を聞く会を「戦争に関する資料館」で企画しませ

んか。総務局長に伺います。

二つは、小学校、中学校、高校での被爆体験を聞く

会を教育委員会が呼びかけて企画しませんか。教育長

に伺います。

戦争体験談を次世代に継承していくことは

重要（山本総務局長）

【山本総務局長】「愛知・名古屋 戦争に関する資料

館」で、戦争資料の常設展示及び戦争体験談の放映等

を行い、区役所等での出張展示も実施している。

被爆の実相を伝える取り組みは、昨年8月に「愛知・

名古屋 戦争に関する資料館」において、通常の戦争

体験談の放映に代えて、愛知県民で広島・長崎で被爆

した方の体験談を放映した。その後は、希望された時

に館内で閲覧できるようにしている。

戦争体験談を次世代へ継承していくことは重要であ

ると認識しており、今後も様々な取り組みを行ってい

きたい。

被爆体験を含む戦争体験を聴く会などの

取り組みを進めたい（杉崎教育長）

【杉崎教育長】児童生徒に戦争が人類全体に惨禍を及

ぼしたことを理解させ、平和を願う態度を養うことは

重要であると認識しており、これまでも各学校におい

て、社会科や総合的な学習の時間、修学旅行などで、

被爆体験を含む戦争体験を聴く機会を設け、戦争に関

する事柄を学習するなど、様々な取り組みをしている。

今後も、各学校が創意工夫をしながら児童生徒が平和

の大切さを学ぶ取り組みを進めたい。

市が購入した原爆パネル展の積極的な活用、被爆の

実相を聴く取り組みを学校でももっと進めよ（意見）

【くれまつ議員】総務局長からは、さまざまな取り組

みを行っていくとの答弁でした。原爆パネルを市が購

入されたと聞いておりますが、ぜひそのパネルを戦争

資料館ですとか、区役所や生涯学習センター等、市の

施設で展示してください。積極的に活用するよう要望

します。

教育長からは、各学校において被爆体験を含む戦争

体験を聴く機会を設けているとの答弁をいただきまし

た。被爆者の方はご高齢です。直接お話を聞ける時間

はだんだん少なくなっていくわけです。急いでくださ

い。小学生、中学生、高校生に、一人でも多く被爆者

の方から原子爆弾の恐ろしさを聞く場をさらに増やし

ていただきますことを要望します。

市長は「ヒバクシャ国際署名」に賛同を

【くれまつ議員】今、核兵器のない平和な社会をめざ

し、世界が大きく動いています。4月末の南北朝鮮の

首脳会談に続き、６月１２日には史上初の米国と北朝

鮮の首脳会談が行われました。いま、朝鮮半島の非核

化と平和体制の確立に向けた努力が始まろうとしてい

ます。北朝鮮が核実験場を爆破し、ミサイルの発射も

中止、非核化を世界に約束したのは、歓迎すべきこと

です。戦争だけは避けなければ、核戦争は避けねばと

いう世界の世論がこの米朝首脳会談につながったので

名古屋市政資料№199 （2018年6月定例会）

- 30 -

戦争資料館

ヒバクシャ国際署名に署名した自治体首長

自治体

政令市
札幌市、仙台市、さいたま市、千葉市、川崎市、相
模原市、新潟市、京都市、堺市、神戸市、岡山市、
広島市、北九州市、熊本市

愛知県

愛西市、犬山市、岩倉市、江南市、知立市、津島
市、豊明市、半田市、弥富市、大口町、蟹江町、武
豊町、扶桑町、あま市、清須市、東浦町、飛島村、
北名古屋市、小牧市、稲沢市、豊山町、大治町、み
よし市

2018年6月15日現在1096 首長（20の県知事を含む）



はないでしょうか。

特に、「生きているうちに核兵器廃絶を」という被

爆者のみなさんの命がけの運動がこういう「朝鮮半島

の非核化へのプロセスの開始」に大きく貢献したもの

と思います。この流れを受けて日本政府もようやく圧

力一辺倒の姿勢から「対話」に意欲を示すようになり

ました。政府は、この際、核兵器禁止条約に反対して

きた姿勢もあらためるべきだと私は考えます。朝鮮半

島において非核化と平和体制を作りだしていく上でも、

世界中にある核兵器をなくそう、核兵器廃絶の世論を

大きく広げることが大事です。

そこで、市長に伺います。ヒロシマ・ナガサキの被

爆者がすべての国に対して核兵器を禁止し廃絶する条

約の締結を求めるヒバクシャ国際署名に今こそ、賛同

されませんか。朝鮮半島は今緊張がとけて平和へと動

き出しています。署名賛同の国内自治体首長は1096人、

政令市20自治体では14人の政令市の市長に広がってい

ます。市民の願いは核兵器のない世界です。大都市名

古屋の市長が賛同されれば、被爆者の方をはげますで

しょう。署名をされて、今年の平和首長会議国内加盟

都市会議に胸を張って参加されたらいかがですか。

空襲被災者のための施策などを精一杯やっ

ている（河村市長）

【河村市長】名古屋市はほぼ日本で初めて空襲被災者

への施策（民間戦災傷害者援護見舞金）を議会の皆さ

んの賛同も得て行っており、今年度も予算を増やして

いる。また、千種公園に碑（民間戦災障害者の碑）を

建てている。そんなことで精一杯のことは、やってい

ます。

朝鮮半島の非核化が進展している。ヒバクシャ国際署

名に賛同を（再質問）

【くれまつ議員】ヒバクシャ国際署名への賛同につい

て、明快な答弁を市長に期待しておりました。空襲被

害者の方の苦しみを受け止めておられる市長。原爆投

下の被爆者の苦しみも同じように深く受け止めていた

だけるのではないでしょうか。

米朝の首脳が握手をし、朝鮮半島の非核化に動き出

しています。歴史が動いています。ヒバクシャ国際署

名の賛同をもとめて、私たち４回目の質問になります。

今、署名に賛同してください。平均年齢82歳を超えた

被爆者のみなさんと共に、市民の願いに応えて賛同し

てください。

一般空襲の被害者の補償を行っている（市長）

【河村市長】核兵器の恐ろしさはよう分かっています

し、唯一の被爆国として考えていることはありますが、

名古屋市が一般空襲の被害者の補償を行い、碑まで建

てているということは名古屋の功績として後世に残る

ものです。私たちはそれを非常に大事にしているとい

うことです。

ヒバクシャ国際署名に賛同して平和首長会

議に出席を（意見）

【くれまつ議員】同じような答弁でとても残念です。

名古屋市は平成25年（2013年）に平和首長会議に加盟

しています。それから5年が経過しています。今年の

首長会議は岐阜県高山市で開かれます。ぜひ、ヒバク

シャ国際署名に賛同して平和首長会議に出席されるよ

う重ねて要望して、私の質問を終わります。
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愛知県下の平和首長会議への加盟年月（加盟順）

自治体 年月 自治体 年月 自治体 年月

豊橋市 08.2 蒲郡市 11.1 東郷町 13.4

蟹江町 08.2 安城市 11.11 あま市 13.5

扶桑町 08.2 北名古屋市 11.11 西尾市 14.12

犬山市 09.12 田原市 11.12 東栄町 14.12

武豊町 09.12 知立市 11.4 大口町 14.5

飛島村 09.3 豊川市 11.4 津島市 14.8

岩倉市 09.8 弥富市 11.6 阿久比町 14.8

半田市 09.9 尾張旭市 11.7 設楽町 14.8

豊山町 10.1 春日井市 11.8 豊根村 14.8

豊田市 10.10 豊明市 11.8 刈谷市 15.1

みよし市 10.10 美浜町 11.8 碧南市 15.1

東浦町 10.3 常滑市 12.1 大治町 15.1

大府市 10.4 幸田町 12.11 一宮市 15.4

知多市 10.4 清須市 12.4 稲沢市 15.5

東海市 10.4 日進市 12.5 小牧市 15.6

江南市 10.5 愛西市 12.9 南知多町 15.9

新城市 10.5 名古屋市 13.10 瀬戸市 17.12

岡崎市 10.8 長久手市 13.2 高浜市 17.12
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補正予算案等の概要
2018年6月議会 委員会日程

月日 開会時間 総務環境 財政福祉 教育子ども 土木交通 経済水道 都市消防

6月27日 水
10時
～

10時30分

３分演説（3人） ３分演説（1人）

10時10分
質疑（総務）

13時30分
質疑（病院・財政）

10時30分
質疑（子ども）

10時30分
質疑（土木）

10時5分
質疑（市経）

10時30分
質疑（住都）

6月28日 木 10時30分 質疑（環境）
質疑

（健福）
質疑（教育）

総括質疑
（土木）

質疑
（観文）

総括質疑
（住都）

6月29日 金 10時30分
総括質疑
（総務）

総括質疑
（病院・財政）

総括質疑（子ども） 総括質疑（市経）

7月2日 月 10時30分
総括質疑（環境）
所管事務調査（次
期総合計画中間案）

総括質疑（健福）
所管事務調査（陽子
線がん事業凍結によ
る費用増の訴訟・厚
生院）

総括質疑（教育）
所管事務調査（いきい
き学校づくり計画中間
案）

総括質疑（観文）

7月3日 火 10時30分 意思決定

11時：意思決定
所管事務調査（障害
者自立支援施設・
29年度収支見込み）

意思決定 意思決定 意思決定 意思決定

2018年度6月補正予算の概要（単位千円）

会計 事項 金額 左の財源 説明

一般会計

第20回アジア競技大会の招致金 7,476 一般財源 7,476

2026年開催予定の第20回アジア競技大会の開
催都市契約締緯後にアジア・オリンピック評
議会に支払う招致金及び送金手数料。市が
1／3。残りは県負担。

小学校入学準備金の支給 74,501 一般財源 74,501
これまで入学後に支給している入学準備金を
来年度の新小学1年生から入学前に前倒して
支給

一般会計 計 338,835 一般財源 81,977

基金特別会計 財源の繰出 81,977 基金積戻金 81,977 財政調整基金に戻す

特別会計 計 595,858 特定財源 81,977

総 計 934,693
特定財源 81,977
一般財源 81,977

繰越明許費

市場及びと畜場
特別会計

事項 金額（千円） 説明

本場青果仲卸棟等の消火設備改修工事 166,000
工事をする資格要件が下請け業者になかった
ため、自社でやるには人が足りないとして落
札業者が辞退したことで、再入札することに。

債務負担行為

市場及びと畜場
特別会計

事項 期間(年度) 限度額（千円） 説明

本場青果仲卸棟等の消火設備
改修工事(平成30年第6号議決)

変更前 2019 272,000
上記の理由で、年度内に契約を締結すること
ができないため

変更後 － －

2018年度6月補正予算（追加分）の概要（単位千円）

会計 事項 金額 左の財源 説明

一般会計 民間ブロック塀等撤去助成 27,400 特定財源 27,400

大阪北部地震をうけ、民間のブロック塀の撤
去に、当初60件分から240件分追加。撤去助
成1560万円、主要４紙への新聞広告400万円
や広報30万円、人件費などに1180万円

基金特別会計 財源の繰出 81,977 基金繰入金 27,400 震災対策事業基金のとりくずし
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各委員会で出された資料より（議案関係）

有料自転車駐車場の条例料金(上限額)とあおなみ線ブロックの2体系の料金

区分 無料時間
1回料金

(24時間毎)

定期券料金

1箇月 3箇月 6箇月

条例料金
自転車

一般 - 100円 2,000円 5,500円 10,750円

大学生等 - 100円 1,700円 4,600円 8,950円

高校生以下 - 100円 1,500円 4,000円 7,750円

原動機付自転車 - 200円 3,500円 9,500円 18,500円

あおなみ線:小本
近鉄線:烏森、伏屋
JR線:笠寺、大高、春田
名鉄線:神宮前、大江、大
同町、柴田、鳴海、有松

自転車

一般

60分

現金 100円
ICカード 99円

2,000円 5,500円 10,000円

大学生等 1,700円 4,500円 8,000円

高校生以下 1,500円 4,000円 6,000円

原動機付自転車
現金 200円
ICカード 198円

3,500円 9,500円 18,000円

あおなみ線:荒子、南荒子、
中島、名古屋競馬場前、
荒子川公園、稲永、野跡

自転車

一般

60分

現金 100円
ICカード 99円

1,500円 4,000円 7,500円

大学生等 1,200円 3,100円 5,700円

高校生以下 1,000円 2,500円 4,000円

原動機付自転車
現金 200円
ICカード 198円

2,600円 6,800円 13,000円

開催都市契約の概要(2016年9月のＯＣＡからの提示案)

1 基本原則 大会開催の都市への委託等

2 組織運営の原則
大会目的に反した活動の禁止、基本計画の策
定等

3 宿泊施設 選手村の設置、メディアの宿泊施設の確保等

4 競技プログラム 競技プログラムの策定、テスト大会の実施等

5 文化プログラム 文化的イベントの計画策定等

6 式典 式典コンセプトの策定等

7
知的財産に関す
る義務

知的財産の保護義務、エンブレム・マスコッ
ト等

8
財政面及び商業
面の義務

マーケティング、チケット、財務報告等

9
競技大会のメディ
ア放送

テレビ・ラジオでの放送サービス、ＩＴ等

10 輸送
交通管理計画策定、交通支援の提供、鉄道・
空港等

11 解約 事由、手続等

12 全般的な義務 都市の美化、保険、秘密保持等

13 雑則 紛争解決、契約変更手続等

開催都市契約の修正協議（総務環境委員会資料より）

面談協議…2017年1月23日～2018年6月6日で10回（札幌、クウェー

ト、ジャカルタ、アシガバット、バンコク、ドバイ）

修正方針…大会主催者負担経費８５０億円、うち行政負担の上

限６００億円の実現を図ることを開催都市の原則的

な考え方として協議を実施

修正の例

・開催都市に権限のないのに、国の権限や民間企業のサービス

提供価格を開催都市が管理するよう義務付ける条項を、該当

機関に働きかける規定に修正

・選手村はホテルも含めることや宿泊施設数に上限を設定する

よう修正

・開催都市が費用負担する安全、防火および医療サービスは、

その手段や水準を裁量で定めることができるよう修正

・関係者の意見が異なるときに、最終決定権はＯＣＡにある条

項を、関係者で協議して定めることができるように修正

・スポンサー収入などの配分は、ＯＣＡ50％、組織委員会50％

となっていたが、今後協議して定める一定金額を支払うこと

により、全額を組織委員会の収入とすることで合意

・組織委員会が主体的にマーケティング戦略（スポンサー募集

条件の決定、グッズ等の商品化計画等）をとれるように修正

（上図）旧武豊野外活動
センターの土地20万㎡の
うち６万㎡を売却

（グラフ）追加補正予算のブロック撤去助成。60件を300件に

（表）アジア大会招致金に係るこれまでの協議結果



【西山議員】日本共産党市議団を代表して、名古屋城

天守閣木造化にかかる木材の契約について、反対の立

場から討論します。

天守閣に2323本94億円の材木
文化庁の許可がないまま強引に
反対する理由は、文化庁が現天守閣の解体・木造化

を許可する見通しがない中で、木材調達を先行させる

という強引なやり方は、市民にさらなる負担をもたら

す恐れがあるからです。

石垣部会も文化庁復元検討委員
会も「本物の石垣を痛める恐れ」
有識者による「石垣部会」は、「江戸時代から残る

価値ある石垣を、復元で傷める恐れがある」と警告し、

文化庁の復元検討委員会も「天守解体および木造天守

建築時における、天守台石垣に対する影響を考える必

要がある」と本市に意見しています。

石垣調査について本市は、目視による調査で十分と

していますが、石垣の専門家は、穴倉の石垣根石・背

面調査も必要だと指摘しています。これらの指摘にた

いして本市は、「理解してもらえるよう努力する」と

繰り返すだけで、文化庁の現状変更許可が得られる保

証はありません。

延期で木材保管１年＝１億円
見通しのない中で木材契約をすれば、さらなる市民

負担に繋がります。

いま、契約をしなかった場合には損害賠償請求はあ

りませんが、急いで契約し、許可が得られず計画が延

びれば、木材の保管料に毎年１億円かかると市は答弁

しています。

竹中工務店との基本協定では、業者「自らの努力の

み」で難しい場合には、

費用負担についても市

側と協議することが明

記されており、事業費

の高騰に繋がる恐れが

あります。

あわてず、市
民の声を聴け
２０２２年完成のス

ケジュールありきの木

造化計画は一旦立ち止

まり、市民の声を聞く

べきだと申し上げて、

討論を終わります。
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議案に対する討論（7月4日）

本物の天守台石垣と本物の価値がある
（文化庁）現天守を壊していいのか

西山あさみ議員

名古屋城天守閣整備事業先行工事
（木材の製材）の請負契約ついて

名古屋城天守閣整備事業先行工事
(木材の製材)の内訳

区分 本数 金額

木材費 2,323本 68億4424万円

大天守 1,828本 65億1813万円

桧 1,020本 51億4946万円

松 609本 9億3954万円

欅 6本 4104万円

米ヒバ 193本 3億8809万円

小天守 495本 3億2610万円

桧 347本 2億3601万円

松 80本 3274万円

欅 6本 1524万円

米ヒバ 62本 4211万円

運搬費 6520万円

乾燥費 1億7052万円

保管費 1億2692万円

諸経費(現場管理費、
仮設建物費など)

15億4811万円

消費税・地方消費税 7億40万円

計 94億5540万円
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１ 当局当初提案 15件（補正予算：3件 条例案：8件、一般案件：4件）

議 案 名
各会派の態度

結
果 備 考

共 自 民 公 減

2018年度名古屋市一般会計
補正予算（第1号）

○ ○ ○ ○ ○ 可
決

補正額 8,197万7千円。第20回アジア競技大会の招致金747万円、
小学校入学準備金の支給7,450万円。

2018年度名古屋市市場及び
と畜場特別会計補年予算
（第1号）

○ ○ ○ ○ ○ 可
決

補正額なし。本場青果仲卸棟等の消火設備改修工事 1億6,600
万円の繰越明許。本場青果仲卸棟の消火設備改修工事（平成30
年第6号議決）の債務負担行為を2019年度まで限度額2億7,200万
円で定めてあったが、年度内の契約見込みがなくなった。

2018年度名古屋市基金特別
会計補正予算（第1号）

○ ○ ○ ○ ○ 可
決補正額 8,197万7千円。一般会計から財政調整基金への積戻。

名古屋市産業廃棄物等の適
正な処理及び資源化の促進
に関する条例の一部改正

○ ○ ○ ○ ○ 可
決

廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部改正に伴う改正。産
業廃棄物等の保管の届出義務について、法第12条の7第1項の認
定を受けた者が行う当該認定に係る保管を適用除外とする。公
布の日から施行

名古屋市市税条例等の一部
改正

○ ○ 〇 〇 ○ 可
決

法改正に伴う改正。個人市民税は給与所得控除と公的年金等控
除が10万円引き下げられたので、非課税限度額を10万円引き上
げて調整。固定資産税は課税標準の特例の割合を変更。市たば
こ税では税率を1000本5,262円から5,692円などに見直す。

名古屋市敬老パス条例及び
名古屋市国民健康保険条例
の一部改正

○ 〇 〇 〇 ○ 可
決

地方税法改正に伴う改正。控除対象配偶者を同一生計配偶者に
するなど。2019年1月1日施行

名古屋市介護保険条例の一
部改正

〇 〇 〇 〇 ○ 可
決

県からの権限移譲で、介護サービス事業者に対する調査に係る
手数料を定める。公布の日から施行

名古屋市立学校の授業料等
に関する条例の一部改正

○ 〇 〇 〇 ○ 可
決

地方税法改正に伴う改正。市立幼稚園の授業料算定に係る市町
村民税所得割額は、改正前の地方税法第314条の3第1項の規定を
適用する等。2018年9月1日施行（一部の規定は、公布の日）

名古屋市計画提案に係る規
模を定める条例の制定

● ○ 〇 〇 ○ 可
決

都心部への民間投資を促す規制緩和。都市計画の提案に係る規
模面積を0.5haから、高度利用地区等は0.3㏊、特定街区は0.2㏊
に。ミニ乱開発につながる恐れがある。公布の日から施行

名古屋市地区計画等の区域
内における建築物の制限に
関する条例の一部改正

○ ○ ○ ○ ○ 可
決

守山区太鼓ケ根地区整備計画区域の地区計画の都市計画決定に
伴う建築物の制限を追加。住宅、保育所等、診療所等以外を規
制。敷地最低面積は170㎡。公布の日から施行

名古屋市子ども・子育て支
援法施行条例の一部改正

○ ○ ○ ○ ○ 可
決

地方税法の一部改正に伴う改正。利用者負担額の算定に係る市
町村民税所得割額を、改正前の地方税法第314条の3第1項の規定
を適用する等。2018年9月1日施行（一部は、公布の日施行）

契約の締結 ● 〇 〇 〇 ○ 可
決

名古屋城天守閣整備事業先行工事（木材の製材）の請負を94億
5,540万円で株式会社竹中工務店名古屋支店に。完成予定2022年
12月16日。木材調達費203億円のうちの一部。樹齢300年、直径
１ｍ以上のヒノキやマツなど2323本分。

損害賠償の額の決定 ○ 〇 〇 〇 ○ 可
決

東部医療センターで発生した心臓外科手術で縫合針を体内に残
した事故の損害賠償額を1000万円に決定。保険で支払い

指定管理者の指定 ● 〇 〇 〇 ○ 可
決

近鉄伏屋駅駐輪場の指定管理者をＭＨＡグループに。高校生な
どの利用が多いのに、有料化。2018年11月1日～2027年3月31日。

財産の処分 〇 〇 〇 〇 ○ 可
決

愛知県道路公社の武豊北インターチェンジ（仮称）新設工事用
地等に土地を処分する。武豊野外活動センター跡地（約20万㎡）
のうち、雑種地４筆の63,608.73㎡を3億150万4,326円で愛知県
道路公社・武豊町・愛知県に売却。

〇＝賛成 ●＝反対 共：日本共産党 自：自民党 民：名古屋民主 公：公明党 減：減税日本ナゴヤ

主な議案に対する会派別態度(7月4日）
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２ 追加議案 ４件（補正予算２件、人事案件２件）

議 案 名
各会派の態度 結

果 備 考
共 自 民 公 減

2018年度名古屋市一般会計
補正予算（第２号）

〇 〇 〇 〇 ○ 可
決

補正額2,740万円。大阪北部地震をうけ、民間のブロック塀の
撤去に、当初60件分から240件分追加。撤去助成1560万円、主
要４紙への新聞広告400万円や広報30万円や人件費で1180万円。

2018年度名古屋市基金特別
会計補正予算（第２号）

〇 〇 〇 〇 ○ 可
決

補正額 2,740万円。震災対策事業基金を取り崩し、一般会計
へ繰り出し。

固定資産評価審査委員会委
員の選任（任期３年）

〇 〇 〇 〇 ○ 同
意

佐藤慈子（1960年生、千種区、一級建築士、再々）近藤眞奈美（1958年生、千
種区、アドバンス代表、名古屋商工会議所女性会副会長、再）上地浩之（1970
年生、緑区、上地木材代表、名古屋木材組合理事、新）。任期満了の後任

人権擁護委員の推薦（任期
３年）

〇 〇 〇 〇 ○ 同
意

任期満了14人の後任と増員2名。再任13人、新任3人：藤川順子（1948年生、千
種区、民生委員・児童委員・保護司・少年補導委員、４期）岡田大（1948年生、
中川区、教育長、博物館長、３期）鬼頭敬（1947年生、港区、鬼頭歯車会長、
４期）山本肇（1958年生、南区、トヨタ自動車、２期）廣田禮郎（1945年生、
守山区、小学校長、子ども適応相談センター、トワイライトスクール専門員、
４期）山口洋子（1946年生、緑区、保護司、５期）佐々木久美（1961年生、中
村区、日赤病院看護師、民生・児童委員、保護司、新）水田祐司（1955年生、
中区、セントラル紹介代表、保護司、２期）梶川正美（1950年生、瑞穂区、南
図書館長、南陽プール所長、２期）澤木啓子（1962年生、瑞穂区、ブラザー工
業、保護司、２期）渡邊紀久子（1945年生、中川区、学区女性会会長、保護司、
５期）足立美惠子（1956年生、港区、千成代表、感染症診査協議会委員、３期）
山田邦代（1955年生、東区、西区長、選管事務局長、新）佐竹一朗（1964年生、
天白区、石勝造園勤務、２期）宮前隆文（1959年生、北区、弁護士、３期）松
尾知之（1953年生、守山区、小学校長、教育スポーツ協会、新）

３ 議員提出案件 １件（海外視察１件）

議 案 名
各会派の態度 結

果 備 考
共 自 民 公 減

議員派遣（メキシコ市・ロ
サンゼルス市姉妹都市交流
公式代表団）

〇 〇 〇 〇 ○ 可
決

・副議長と各会派幹事長が参加。8月6日～8月14日。木下優
（公）成田たかゆき（自）岡本やすひろ（民）田辺雄一（公）。
共産と減税は不参加。

・グアナファト市（世界遺産のカラフルなまち並みと銀山）、
レオン市（靴や革産業の商業都市）、メキシコ市、ロサンゼ
ルス市。

〇＝賛成 ●＝反対 ▲＝打切 ×＝棄権 共：日本共産党 自：自民党 民：名古屋民主 公：公明党 減：減税日本ナゴヤ

ロサンゼルス

メキシコシティ

グアナファト

レオン
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請願・陳情 2018年5月臨時議会に受理されたもの

６月定例会に請願・陳情は提出されませんでした。5月臨時会で下記の陳情が受理され、７月以降の閉会中

委員会で審査が行われます。

◆陳情
陳情番号 受理年月日 陳情名 陳情者

平成30年

第８号

平成30年

5月16日

瑞穂区の弥富通 3 丁目交差点の横断歩道橋に関する

陳情
瑞穂区西中根町内会（2988名）

現在、端穂区の弥富通3丁目交差点の横断歩道橋を渡れないために困っている車椅子利用者、歩行障害がある者、高齢

者といった交通弱者やべビーカ一利用者等がいる。これらの者が横断歩道橋を避け、北や東西の横断歩道へ迂回すると10

分~20分かかる。また、路線バス利用時にも弥富通三丁目のバス停での乗降を諦め、弥富通二丁目や弥富通四丁目のバス

停での乗降を余儀なくされている。

弥富通3丁目交差点の横断歩道橋は、弥富小学校及び萩山中学校の通学路になっているが、北側の東西に横断する部分

のみを残し、他の部分は撤去した上で平面横断歩道にしても、この交差点の西にある弥富通2丁目交差点に南北に横断す

る横断歩道橋があるため、弥富小学校及び萩山中学校への通学に支障を来すことはない。

弥富通3丁目交差点の平面横断は危険であるとの意見があるようだが、約500メートル北にある山下通交差点と比較して

も、交通量や見通しの悪さは同程度と思われる。障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律(障害者差別解消法)に

より、名古屋市のような行政機関等は、障害者から日常生活や社会生活上の障壁の除去が必要である旨の意思表明があっ

た場合には、合理的配慮を行う義務がある。いつまでも放置しておくことは、まさに不作為による差別ではないか。愛知

県警察は、名古屋市が横断歩道橋を撤去・改修する場合には、横断歩道橋がない部分に平面横断歩道をつくるが、横断歩

道橋がある以上はつくれない、との立場だそうである。市民が困っているのに具体的な行動を起こさないことは、市長の

市政方針にも反している。早急な対応を求めたい。

ついては、次の事項の実現をお願いする。

１、瑞穂区の弥富通3丁目交差点の横断歩道橋は、東西に横断する部分及び昇降するための北側階段部分のみを残して

その他は全て撤去・改修し、新たに交差点の束西両側に南北に横断する平面横断歩道を設置すること。

陳情番号 受理年月日 陳情名 陳情者

平成30年

第９号

平成30年

5月16日

名古屋市会の委員会において、委員長の判断で傍聴者を

ふやすことができるようにすることを求める陳情
天白区住民

名古屋市会の委員会における一般傍聴の定員は10人であるため、特別なテーマや請願・陳情審査のときは傍聴希望者が

定員を超える。

これでは、委員会が開会されることを知人に連絡することをためらう。また、せっかく来たのに、傍聴できずにすぐ帰

ることになるのは腹立たしい。

浜松市議会や福山市議会では、委員会の判断で傍聴者をふやしている。

名古屋市会においても開かれた議会を目指して、委員会の傍聴者数を臨機応変にふやすべきである。

ついては、次の事項の実現をお願いする。

１、名古屋市会委員会傍聴人規則を改正して、委員会の傍聴希望者が定員を超えた場合、 委員長の判断で傍聴者をふ

やすことができるようにすること。

陳情番号 受理年月日 陳情名 陳情者

平成30年

第10号

平成30年

5月16日
監査委員の議員枠廃止を求める陳情 天白区住民

地方自治法の改正により、自治体が条例で議員のうちから監査委員を選任しないことができるものとされた。議員のう

ちから選任された監査委員は、名誉職化していると言われている。監査の独立性を高めようという機連もある。

外部の人材を監査委員にすることにより、監査機能の充実を図るべきである。議会には、より幅広い見地から執行機関を

チェックする役割を期待している。

ついては、次の事項の実現をお願いする。

1、監査委員の議員枠を廃止すること。
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続き

陳情番号 受理年月日 陳情名 陳情者

平成30年

第11号

平成30年

5月16日

「生活保護利用」との表記・表現等は今後も使用しないことを求める

陳情
北海道旭川市住民

憲法第25条の理念に基づく生活保護法では、第2条に「すべて国民は、この法律の定める要件を満たす限り、この法律

による保護を、無差別平等に受けることができる」と規定されている。他の法令においても、公務員や議員に対する給与、

歳費、報酬等については「支給する」、「受ける」と規定されており、また、個人住民税の非課税の範囲 については

「障害者、未成年者、寡婦又は寡夫」、「生活扶助を受けている者」と規定されている。

理由は明らかではないが、生活保護法に基づく生活保護受給世帯にっいて、生活保護利用世帯と表記すべきとの主張が

報道や一部の書搭で見られるようになった。しかし、利用という表現が用いられるのは、役に立つように使うという場合

のほかに、人を利用する、方便に使う、だしに使うという場合などもある。

公的年金受給世帯や公的医療保険による医療を受ける世帯を、公的年金利用世帯や公的医療保険利用世帯ということは

通常ない。

公的年金の受給権や公的医療保険による医療を受ける権利と同様に、生活保護の受給権が保障されているとの世論が強

まっている。どんなに生活に困窮していても、生活保護を申請し受給決定されない限り、生活扶助や医療扶助は支給され

ず、生活や医療は保障されない。高額な国民健康保険料・保険税を負担できずに治療がおくれ重症化したり死亡したりす

る我が国最大の人権侵害の事例からも明らかであると考える。

ついては、次の事項の実現をお願いする。

１、「生活保護受給」を「生活保護利用」とする表記・表現等には違和感があると考え るため、今後も使用しないこと。
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保留の請願（2月定例会以前に受理された請願でこれまでに一回は委員会で審査され保留となったもの）

請願
番号

請願名 請願者 請願項目
各会派の態度

結
果

備考
(委員
会)共 自 民 公 減

平成27年
第5号

地方自治の堅持を求める意見書
提出に関する請願

千種区住民
住民自治及び団体自治を2本の柱とする地
方自治の堅持を

動向を見守る 保
留

総環
2018.
5.15

平成27年
第6号

地方自治の尊重を求める意見書
提出に関する請願

新婦人名東
支部

地方自治を尊重すること 動向を見守る 保
留

総環
2018.
5.15

平成27年
第7号

自治体及び住民意思の尊重を求
める意見書提出に関する請願

子どもを守
り隊避難者
グループ

自治体及び住民意思の尊重を 動向を見守る 保
留

総環
2018.
5.15

平成27年
第8号

相生山緑地に関する道路事業の
廃止及び整備について、「市民
による住民意向調査」の集計結
果を尊重し、反映させることを
求める請願

相生山緑地
を考える市
民の会

1 道路事業廃止や自動車入り込み対策は
「住民意向調査」の集計結果を尊重し、
速やかに実現を

様子を見守り
慎重に審査する

保
留

土交
2018
5.10

2 相生山緑地の整備は「住民意向調査」の
結果を尊重し、自然を破壊せず、ヒメボ
タル・オオタカの生息地を守る

3 緑地整備に市民の意向を尊重、反映する
ためのシステムを

平成27年
第10号

千種図書館の新築を求める請願 千種図書館
を考える会

千種図書館の新築に当たって
（1）耐震で安全・安心な建物に

様子を見守る 保
留

教子
2018.
4.17

（2）安心のバリアフリーに

（3）建物全体を広く。常設の自習室、会
議室、親子室、機器活用スペース等
の設置を

（4）駅に近い場所に設置を

（5）意見や要望が反映されるワークショッ
プを

〇＝賛成 ●＝反対 ▲＝打切 ×＝棄権 共：日本共産党 自：自民党 民：名古屋民主 公：公明党 減：減税日本ナゴヤ

請願・陳情審査の結果（2018年7月4日）

新規の請願（2月定例会に受理された請願。2018年4月～5月での閉会中委員会で審査された分です）

請願
番号

請願名 請願者 請願項目
各会派の態度

結
果

備考
(委員
会)共 自 民 公 減

平成30年
第1号

名古屋市図書館の縮小及び民間
活力の導入をやめることを求め
る請願

千種区・名
東区・守山
区・東区の
図書館を考
える市民の
会（405名）

1 図書館の縮小や民間活力の導入をやめる

動向を見守る 保
留

教子
2018.
4.17

2 千種、名東、守山図書館の速やかな建て
かえを

3 市民の声を聞いて図書館づくりを

平成30年
第2号

子供と保護者が安心できる少人
数学級の実現を求める請願

北 区 住 民
（5,833人）

1 学級編制基準を緩和し、小・中・高校全
学年に正規の教員配置で少人数学級を 動向を見守る 保

留

教子
2018.
4.17

2 特別支援学校をふやす

平成30年
第3号

社会保険診療に関する控除対象
外消費税を解消することを求め
る意見書提出に関する請願

愛知県保険
医協会

1 社会保険診療に関する控除対象外消費税
の解消を

動向を見守る 保
留

財福
2018.
5.15

平成30年
第4号

デイサービス型地域活動支援事
業に関する平成30年1月10日付
健康福祉局障害福祉部障害者支
援課長名通知を撤回しこれまで
どおりの制度運用及び支給決定
要件の継続を求める請願

熱田区住民
（2,040人）

1 デイサービス型地域活動支援の夕方活用
を、今後も希望する全ての障害のある者
に認めていくために、平成30年1月10日
付健康福祉局障害福祉部障害者支援課長
名通知を撤回し、これまでどおり継続す
る

○ ● ● ● ●
不
採
択

財福
2018.
5.15

平成30年
第5号

食の安全を守るために、主要農
作物種子法の廃止を撤廃するこ
とを求める意見書提出に関する
請願

名古屋市民
議会

1 食の安全を守るために、主要農作物種子
法の廃止を撤廃する

動向を見守る 保
留

財福
2018.
5.15
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平成27年
第14号

性的少数者の支援に関する請願
特定非営利
活動法人PRO
UD LIFE

1 電話・来所による相談窓口やコミュニティ
スペースの設置を

様子を見守る 保
留

総環
2018.
5.152 パートナーシップ証明等の性的少数者に

関する諸制度を検討するための調査や検
討会の設置を行う

平成27年
第16号

安心して子供を産み育てられるよう保
育の公的責任の堅持と保育施策の拡充

を求める請願

愛知保育団
体連絡協議
会(8,000名)

1 (2)職員の処遇を抜本的に改善する

様子を見守る
保
留

教子
2018.
4.172 必要とする全ての子が、希望する保育を

受けられるよう認可保育所の整備を

平成28年
第5号

介護保険制度の改善を求める請
願

千種区住民
(934名)

1 介護保険料・利用料の独自減免・減額を

慎重に検討する 保
留

財福
2018.
5.15

2 特養ホームなどの増設で待機者解消を

4 介護サービス利用希望者には、要介護認
定の実施を。要支援者の訪問介護・通所
介護は、現行サービス水準を維持する

5 介護職員の待遇改善を

6 国庫負担の引き上げを国に要請する

〇＝賛成 ●＝反対 ▲＝打切 ×＝棄権 共：日本共産党 自：自民党 民：名古屋民主 公：公明党 減：減税日本ナゴヤ

保留請願の続き

請願
番号

請願名 請願者 請願項目
各会派の態度

結
果

備考
(委員
会)共 自 民 公 減

平成27年
第12号

児童発達支援センターの充実を
求める請願

地域療育セ
ンターの早
期建設を実
現させる会

1 通園を希望する子どもが全員が入園でき
るよう定員をふやす 様子を見守り

慎重に審査する
保
留

教子
2018.
4.172 どんな障害があっても、毎日安心して通

えるセンターに

平成28年
第24号

若者も高齢者も安心できる年金
制度の実現を求める意見書提出
に関する請願

全日本年金
者組合愛知
県本部名古
屋市内支部
協議会

2 最低保障年金制度の早期実現を

動向を見守る 保
留

財福
2018.
5.153 年金の支給開始年齢を引き上げない

平成29年
第1号

子供と保護者が安心できる少人
数学級の実現を求める請願

北区市民
(8,345名)

1 小・中・高校の全学年に正規教員で少人
数学級を早急に拡大実施する

取り下げ 打
切

教子
2018.
4.17

2 特別支援学校をふやす

平成29年
第2号

介護労働者の動務環境改善及び
処遇改善の実現を求める意見書
提出に関する請願

愛知県医療
介護福祉労
働組合連合
会

1 介護現場で働く全ての労働者の処遇改善
を

動向を見守る 保
留

財福
2018.
5.15

2 利用者２人に介護職員１人以上に引き上
げる。１人夜動の解消を

3 介護報酬の大幅な引き上げを。処遇改善
についての費用を国費で

平成29年
第3号

安全・安心の医療・介護の実現
と夜動・交代制労働の改善を求
める意見書提出に関する請願

愛知県医療
介護福祉労
働組合連合
会

1(1)医療・介護の職員の労働環境改善へ、
労働時間の上限規制や勤務間のインター
バルの確保や夜勤回数の制限などの規制
を

動向を見守る 保
留

財福
2018.
5.15

(2)夜勤・交代制労働者の時短を

(3)1人夜勤を早期に解消する

2 医師・看護師・医療技術職員・介護職員
を増員する

平成29年
第4号

政務活動費の収支報告書、会計
帳簿及び領収証の全てをネット
で公開することを求める請願

市民の会な
ごや

1 政務活動費の収支報告書、会計帳簿及び
支出に係る領収書をネットで公開する

動向を見守る 保
留

総環
2018.
5.15

平成29年
第5号

現行の「議員報酬1455万円」は、
民意を反映しているとは言いが
たく、直ちに800万円に戻すこ
と等を求める請願

市民の会な
ごや

1 現行の「議員報酬1455万円」は直ちに800
万円に戻す

動向を見守る 保
留

総環
2018.
5.15

2 議員報酬は、「報酬審議会」のみでなく、
公聴会制度等を広く活用する

3 議員報酬引き上げについての説明責任を
直ちに果たす
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保留請願の続き

請願
番号

請願名 請願者 請願項目
各会派の態度 結

果

備考
(委員
会)共 自 民 公 減

平成29年
第6号

名東区の公立保育所を廃止・民
営化せず、必要な認可保育所の
増設を求める請願

子どもの未来
を守る会＠名
東（2,002名）

3 臨時職員や嘱託職員の処遇改善や、正規職
員の補充などを早急に講じる

動向を見守る 保
留

教子
2018.
4.17

平成29年
第9号

国民健康保険制度の都道府県単
位化に関する意見書提出を求め
る請願

愛知県社会保
障推進協議会

1 国民健康保険の事業費納付金及び標準保険
料率の仮算定・本算定に関する情報は一刻
も早い公表を

○ △ △ △ △ 打
切

財福
2018.
5.15

2 来年度以降も、国保料を上げず、払える国
保料にするために、十分な保険者支援を

動向を見守る 保
留3 一般会計からの法定外繰入や保険料の決定

などで名古屋市の判断と自主性の尊重を

平成29年
第10号

名古屋市の小中学校の給食費を
無償にすることを求める請願

新日本婦人の
会天白支部

1 名古屋市の小中学校の給食費を無償にする 動向を見守る 保
留

教子
2018.
4.17

平成29年
第12号

名古屋市議会における請願制度
の改善を求める請願

南区住民

1 締め切り日以前に受け付けた請願は、愛知
県議会と同様、その会期中に審査を 議運理事会の課

題であり見守る
保
留

総環
2018.
5.152 請願・陳情の受付の締め切り日を公表する

など、その仕組みを周知する

平成29年
第13号

なごやアクティブ・ライブラリー
構想に関する請願

名古屋市の図
書館を考える
市民の会

1 パブコメ後の10月に正式決定するスケジュー
ルにとらわれることなく、パブコメの内容
を十分精査した上で再検討を

○ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ 打
切

教子
2018.
4.17

2 新たな図書館の建設は、構想とは切り離し
て、早期建設に向け急いで具体化を

○ ● ● ● ● ●
不
採
択

3 図書館運営に新たな施策を実施する時は市
民に丁寧な説明を行い、意見を聞く

動向を見守る 保
留

平成29年
第14号

名古屋市の小中学校の給食費を
無償にすること等を求める請願

新日本婦人の
会北支部
(667名)

1 小中学校の給食費を無償に 動向を見守る 保
留

教子
2018.
4.17

平成29年
第15号

名古屋市の小中学校の給食費を
無償にすることを求める請願

新日本婦人の
会 中 村 支 部
（124名）

1 名古屋市の小中学校の給食費を無償にする 動向を見守る 保
留

教子
2018.
4.17

平成29年
第16号

名古屋市の小中学校の給食費を
無償にすることを求める請願

新日本婦人の
会愛知県本部
（704名）

1 名古屋市の小中学校の給食費を無償にする 動向を見守る 保
留

教子
2018.
4.17

平成29年
第18号

国民健康保険制度、高齢者医療
制度及び介護保険制度の改善を
求める請願

名古屋の国保
と高齢者医療
をよくする市
民の会

1 国民健康保険料を大幅に引き下げる

動向を見守る 保
留

財福
2018.
5.15

2 減免制度を拡充し、該当する全世帯を自動
的に減免する

3 ０歳～18歳は均等割の対象としない

5 後期高齢者医療制度の保険料の９割軽減な
どを継続するよう国に求める

6 介護保険料を引き下げ、保険料及び利用料
の独白の減免制度を新設する

7 要支援者が今までどおり介護サービスを受
けられるようにする

平成29年
第19号

子供たちが健やかに育っために、
休日保育事業、病児・病後児デ
イケア事業及び一時保育事業の
拡充を求める請願

北区保育団体
連絡会

1 休日保育事業実施施設をふやす

動向を見守る 保
留

教子
2018.
4.17

2 病児・病後児デイケア事業の利用料を下げ
て、さらに第２子以降の減免を

3 病児・病後児デイケア事業の未実施の区や
支所管内に開設する

4 一時保育事業を公立保育所のエリア支援保
育所で実施を

平成29年
第22号

子供たちが健やかに育つために
公的保育制度の整持を求める請
願

天白区住民
（18,774名）

2 公私間格差を是正する制度を守る

動向を見守る 保
留

教子
2018.
4.17

3 保育料を値下げする。第3子以降の保育料
は所得制限なしで3歳児以上も無料化する

5 保育士等の大幅な処遇改善を図る

〇＝賛成 ●＝反対 ▲＝打切 ×＝棄権 共：日本共産党 自：自民党 民：名古屋民主 公：公明党 減：減税日本ナゴヤ
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続き

請願
番号

請願名 請願者 請願項目
各会派の態度 結

果

備考
(委員
会)共 自 民 公 減

子供たちが健やかに育つために
公的保育制度の整持を求める請
願（続き）

(2)耐震・防災などの対策を早急に進める

動向を見守る 保
留教子

2018.
4.17

(3)送迎用の駐車場を早急に確保する

8(1)名古屋市が学童保育所の土地及び建物の
確保に責任を持つ

(2)建てかえ時の代替施設の家賃や地代など
は市が全額負担する

9(1)産休あけ・育休あけ保育所等入所予約事
業実施施設をふやす

(5)休日保育の受け入れ枠をふやす

(6)障害児を含む兄弟姉妹が同一保育所に入
所できるようにする

(7)ア 守山養護学校高等部産業科の増築及
び天白養護学校の整備を

イ 全保育所で障害児の受け入れを推進
する

ウ 障害児保育補助金の増額を ○ △ △ △ △ 打
切

平成29年
第23号

全ての子供たちに豊かな育ちを
保障し、名古屋の保育・子育て
を豊かにすることを求める請願

愛知保育団
体連絡協議
会
（160,001名）

1 保育士不足を早急に解消する
動向を見守る 保

留教子
2018.
4.17

4 保育料の大幅引き下げを

5 民間社会福祉施設運営費補給金制度を堅持
する

○ △ △ △ △ 打
切

陳情

陳情
番号

陳情名 陳情者 陳情項目
各会派の態度

結
果

備考
(委員
会)共 自 民 公 減

平成30年
第1号

新堀川からの悪臭に対する臭気対策・環
境改善を求める陳情

株式会社エス
テムプランニ
ング

1 新堀川からの悪臭に対する
臭気対策・環境改善を行う

ききおく
土交
2018.
5.10

平成30年
第2号

名古屋市旅費条例の改正を求める陳情 天白区住民
1 名古屋市旅費条例を改正し、
日当を廃止する

ききおく
総環
2018.
5.17

平成30年
第3号

議会改革として市会における用語の改善
を求める陳情

天白区住民
1 市会の本会議及び委員会に
おいて、一般的な日本語を使
用する

ききおく
総環
2018.
5.17

平成30年
第4号

介護つき有料老人ホ一ムに対する名古屋
市独自の補助金をつくることを求める陳
情

緑区住民
1 介護つき有料老人ホームに
対する名古屋市独自の補助金
を

ききおく
財福
2018.
5.15

平成30年
第5号

ヒメボタルが生息する相生山緑地を世界
に発信できる緑地とするよう、素案づく
りに当たっては、市長が道路事業を廃止
した理由を市民と共有し、市民とともに
進めることを求める陳情

相生山緑地を
考える市民の
会

1 素案づくりに当たっては、
市長が市道弥富相生山腺の道
路事業を廃止した理由を市民
と、共有し、市民とともに進
める

ききおく
土交
2018.
5.10

平成30年
第6号

相生山緑地については、園路の名のもと
に道路を建設することをせず、また、生
物多様性が損なわれるような緑地整備を
しないことを求める陳情

相生山の自然
を守る会

1 園路の名のもとに道路を建
設することをせず、また、生
物多様性が損なわれるような
緑地整備をしない

ききおく
土交
2018.
5.10

平成30年
第7号

憲法第25条を守り障害者権利条約に基づい
た障害者福祉施策の実現を国に要望する
とともに、市独自に利用者本位の施策を
推進し、あわせて福祉労働者の労働条件
の改善につながる施策を講じることを求
める陳情

ゆたか福祉会
労 働 組 合
（427名）

1 障害者権利条約等の内容に
沿った障害者福祉施策の実
現を、国に強く要望し、市
独自にも推進を

2 福祉労働者の労働環境・労
働条件の抜本的な改善につ
ながる施策を

3 社会福祉施設職員等退職手
当共済制度の公費助成を復活
させるよう国に要望し、市独
自に公費助成の実施の検討を

ききおく
財福
2018.
5.15

〇＝賛成 ●＝反対 ▲＝打切 ×＝棄権 共：日本共産党 自：自民党 民：名古屋民主 公：公明党 減：減税日本ナゴヤ



【岡田議員】障害者デイサービス型地域活動支援事

業の支給決定要件の変更通知の撤回を求める請願に

ついて採択を求め討論します。

帰宅までの生活の場の保障を制限

デイサービス型地域活動支援事業とは、障害のあ

る方が、作業所などの日中活動後の、帰宅するまで

の生活の場を保障する、名古屋市独自の事業です。

ところが、名古屋市は、今年1月に突如、日中活

動と同一日に地域活動支援事業を利用する場合は、

「介護者が不在 等」を要件とする通知を出しまし

た。

撤回通知でも要件変えないことに不安

障害者や家族から「これまで通り利用ができなく

なる」とのつよい危機感が示されました。

請願提出後、名古屋市は、3月下旬に事実上これ

までと同様の運用を可能とする再通知を出しました。

しかし、「介護者が不在等」とした要件は撤回さ

れず、いまだに不安が解消されていません。介護者

の多くは、高齢です。子どもの介護に対し不安を持

ち続けておられます。成人した障害者には、介護者

がいるかいないかで、事業の利用が制限されるべき

ではありません。

障害者の暮らしを支えてきた事業を守れ

折しも、名古屋市は障害者差別解消条例を制定し

ようとしています。名古屋の優れた独自事業として、

障害者の暮らしを支えてきた事業を心配なく使うこ

とができるよう、きっぱりと介護者要件を撤回すべ

きです。

以上、本請願の採択を求め討論を終わります。

採決は自民公減の全議員が「不採択」でした。
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議案に対する討論（7月4日）

障害のある方が、作業所などでの活動
後、帰宅するまでの生活の場を保障す
る事業の堅持を 岡田ゆき子議員

「デイサービス型地域活動支援事業に関する平成
30年1月10日付健康福祉局障害福祉部障害者支援
課長名通知を撤回し、これまで通りの制度運用及
び支給決定要件の継続を求める請願」について

（健康福祉局障害福祉部障害者支援課から事業者あての通知）

平成30年1月10日

デイサービス型地域活動支援事業の支給決定要件等の変更について

日頃は本市の障害福祉行政にご協力いただき、誠にありがとうございます。

さて、見出しの件について、平成28年3月18日付で愛知県から通知、(27障福第

2415号、以下「県通知」とする。)が示されたことを受け、改めて支給決定の要件及

び報酬区分の考え方について見直しを行います。

つきましては、下記のとおり変更させていただきますので、ご確認いただき、ご対

応くださいますようお願いいたします。

記

１ 変更内容

(１)他の日中活動系サービスと同一日利用する場合

他の日中活動系サービスとの併給については、同一法人・同一敷地内でないかの

確認した上で支給決定することとしている以外特段の要件を設けてはいなかった

が、県通知に基づき、以下のとおり整理する。

【県通知の内容】

『同一日における併給を認める場合であっては、障害児支援利用計画案やサービ

ス等利用計画案、障害児者個々の特別な事情及び地域における支援体制等を総合

的に勘案し、その必要性を個別に判断した上で実施していただきますようお願い

します。』

①同一日における併給を認める要件

介護者が不在等により特に支援の必要があると判断する場合

②経過措置

現在決定中の利用者については、本人の体調不良等を理由に同一日利用を希望

する場合は、区役所・支所・保健所と障害者支援課との協議のうえ、決定する。

(２)報酬算定の方法の整理

現在、提供時間の報酬区分については、算定上、最低提供時間が設けられていな

い。このため例えば4時間5分などの提供でも「4時間超～6時間まで」が算定可能

である。

県通知において『サービス量(利用時間)に即した給付となるよう検討すること』

とされているため、最低提供時間を設けることとする。

<報酬区分適用表>

２ 適用時期

(１)上記１(１)について

本通知の発出日より適用する。

ただし、現在決定している者は、支給決定有効期間の始期が平成30年4月の者か

ら、更新手続きの際に順次適用していく。

(２)上記１(２)について

平成30年4月提供分より適用する。

報酬区分 最低提供時問

4時間まで -

4時間超～6時間まで 4時間20分以上の提供より算定可能

6時間超 6時間20分以上の提供より算定可能

平成30年3月22日
各デイサービス型地域活動支援事業者
管理者 様

名古屋市健康福祉局
障害福祉部障害者支援課長

デイサービス型地域活動支援事業の

支給決定要件等の変更について(追加通知)

日頃は本市の障害福祉行政にご協力いただき、誠にありがとうございます。

さて、見出しの件について、平成30年1月10日付で本市より通知(別紙) をさせてい

ただいたところですが、内容について、関係者の方々よりお間い合わせを受けました。

つきましては、下記のとおり、内容について補足しますので、取り扱いにつきよろし

くお願いいたします。

記

補足内容

１ 変更内容(１)①同一日における併給を認める要件について

「介護者が不在等により特に支援の必要があると判断する場合」としていますが、

他の日中活動系サービスと同一日に利用することが必要な理由は様々であるため、通

知中の「介護者が不在等」には、介護者が不在であること以外にも、本人の心身の状

態による支援の必要性や個別のニーズに基づく必要性なども含まれるものです。

要件の該当の有無については、これを踏まえ、利用者本人や家族の意向を確認した

うえで、サービス等利用計画案、個々の特別な事情及び地域における支援体制等を総

合的に勘案し、個別に判断するものです。

２ 変更内容(１)②経過措置について

現在決定中の利用者が、更新申請の際に、同一日における併給を希望する場合には、

現在の生活状況を確認のうえ、引き続き支給決定を行います。



日本共産党をはじめ各会派から提案された10件について、議会運営委員会理事会で協議が行われ、5件が修正や調整のうえ

成立しました。日本共産党の提案した３案件のうち、1件は公明案と１本化して可決、２件は否決されました。

《採択された意見書》

幼児教育・保育の無償化に関する意見書

政府は昨年12月に、子育て世代、子どもたちに大胆に政策資源を投入することを打ち出した。

具体的には、少子化問題の一因となっている、子育てや教育に係る負担軽減のため、３歳から５歳までの全ての子どもた

ちの幼稚園、保育所、認定こども園の費用を無償化するなどとし、2019年10月から全面的に実施される予定となっている。

一方で、この幼児教育・保育の無償化の実施に伴い、地方公共団体の財政負担の増加が懸念される。

よって、名古屋市会は、国会及び政府に対し、待機児童解消の取り組みとあわせ幼児教育・保育の無償化がより実効性の

高いものとなるべく、次の事項を実現するよう強く要望する。

１ 幼児教育・保育の無償化の実施に当たっては、地方公共団体の財政負担とならないよう、国において必要な措置を行う

こと。

２ 幼児教育・保育の無償化の具体化に向けては、地方公共団体と十分に協議し、その意見を具体的な制度設計に反映させ

ること。

種子の安定供給・品質確保に関する意見書

我が国においては、戦後の食糧増産という国家的要請を背景として、昭和27年に主要農作物種子法が制定され、稲、麦類

及び大豆の種子については都道府県が中心となって優良な種子の生産・普及を進めてきた。

そのような中、近年において種子の品質は安定しており、また、種子は農業の戦略物資として多様なニーズに対応するた

め、官民の総力を挙げた開発・生産体制の強化が求められていることを踏まえ、民間事業者の参入を促す目的で、平成30年

４月に主要農作物種子法が廃止された。

しかし、主要農作物種子法の廃止により、これまで行われてきた都道府県の取り組みが後退することが懸念されており、

種子の国外流出、特定事業者による種子の独占などの弊害が生じるおそれも指摘されている。

よって、名古屋市会は、国会及び政府に対し、種子の安定供給・品質確保を図るため、都道府県が従来どおり種子の生産・

普及に関し適切な役割を果たすことができるよう、十分な財政措置等を講ずるよう強く要望する。
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意見書・決議

意見書案に対する各会派の態度 2018年6月27日議会運営委員会理事会

件 名
原案
提出

各会派の態度
結果

共 自 民 公 減

幼児教育・保育の無償化に関する意見書(案) 自 ※ ○ ○ ○ ○ 修正で◎

種子の安定供給・品質確保に関する意見書(案) 自 ※ ○ ○ ○ ○ 修正で◎

地方財政の充実・強化を求める意見書(案) 民 ○ ○ ○ ○ ○ ◎

旧優生保護法による不妊手術の被害者救済を求める意見書(案) 公 ○ ○ ○ ○ ○ ◎

日本年金機構の情報セキュリティ一対策の見直しを求める意見書(案) 公 ※ ○ ○ ○ ○ ×

骨髄移植手術等の医療行為により抗体が失われた場合のワクチンの再接種制度の実施
を求める意見書(案)

公 ○ ○ ○ ○ ○ ◎

年金の支給業務に関する意見書(案) 共 ○ ● ● ● ● ×

旧優生保護法下の優生手術被害者に対する補償及び救済等の実施を求める意見書(案) 共 公明案と一本化 （◎）

財務省の公文書改ざんなど一連の行為についての真相究明等を求める意見書(案) 共 ○ ● △ ● △ ×

日本年金機構の個人情報及び年金記録の適切な管理を求める意見書(案) 減 公明案と一本化 取下げ

・結果の◎（ゴチック青字）は可決された意見書。×は一致しなかった意見書。意見書名を修正した場合は修正後の件名を掲載。
・議運での態度です。○＝賛成 ●＝反対 ※＝修正 △＝保留。●が１つでもあれば本会議に上程されません。

(会派名 共：日本共産党 自：自民党 民：名古屋民主 公:公明党 減：減税日本ナゴヤ)



地方財政の充実・強化を求める意見書

地方公共団体は、子育て支援策の充実と保育人材の確保、高齢化が進行する中での医療・介護などの社会保障への対応な

ど、果たす役割が拡大している。

一方、地方公務員を初めとした公的サービスを担う人材が限られる中で、新たなニーズへの対応と細やかな公的サービス

の提供が困難となっており、人材確保を進めるとともに、これに見合う地方財政の確立を目指す必要がある。

こうした中、地方公共団体が安定した財政運営を続けていくためには、地方財政計画において地方の財政需要を的確に見

積もり、実態に見合った一般財源総額を確保することが不可欠である。

よって、名古屋市会は、国会及び政府に対し、次の事項を実現するよう強く要望する。

１ 地方の財政需要を地方財政計画に的確に反映することにより、地方公共団体の標準的な行政サービスの提供に必要とな

る総額を確保し、地方交付税の財源保障機能・財源調整機能を適切に発揮するため、客観的・合理的な基準によって地方

交付税を配分すること。

２ 臨時財政対策債は速やかに廃止するとともに、これまでに発行された臨時財政対策債の償還財源は国の責任において確

実に確保すること。

３ 各種税制の見直しを検討する際には、代替財源の確保など、地方公共団体の財政運営に支障が生じることがないよう対

応を図ること。

４ 地方公共団体の基金残高を、地方財政計画や地方交付税に反映させないこと。

旧優生保護法による不妊手術の被害者救済を求める意見書

昭和23年に施行された旧優生保護法は、知的障害や精神疾患を理由に本人の同意がなくても不妊手術を認めていた。

同法は平成８年に障害者差別に該当する条文を削除して母体保護法に改正されたが、厚生労働省によると、旧法のもとで

不妊手術を受けた障害者らは約２万5000人おり、このうち、本人の同意なしに不妊手術を施されたのは１万6475人と報告さ

れている。しかし、手術から数十年以上が経過しており、残っている資料は２割程度にとどまるとみられる。

本人の意思に反して手術が施されたとすれば、人権上問題がある。また、同様の不妊手術を行っていたドイツやスウェー

デンでは当事者に対する補償等の措置が講じられている。

現在、厚生労働省は当事者の救済に向け、都道府県及び市町村に対し実態調査を行っているが、旧法のもとで不妊手術を

受けた障害者らの高齢化が進んでいることを考慮すると、我が国においても早急な救済措置を講ずるべきである。

よって、名古屋市会は、国会及び政府に対し、当事者の心情に配慮しつつ、不妊手術を受けた個人が特定できるよう、で

きる限り幅広い資料の収集及び保全を図り、不妊手術の被害者に対する的確な救済措置を一刻も早く講ずるよう強く要望す

る。

骨髄移植手術等の医療行為により抗体が失われた場合の

ワクチンの再接種制度の実施を求める意見書

小児がん等の治療において、骨髄移植手術や免疫抑制剤等による治療を行った場合、予防接種で一旦できた抗体が失われ

てしまうことがある。こうした場合、医師から感染症予防のため再接種を推奨されることがあるが、現行の予防接種法にお

いては、再接種は定期予防接種の扱いとならず、任意予防接種として、全額自己負担となってしまう。努力義務とされてい

る定期予防接種は14種類あり、再接種が必要なワクチンの種類によっては、複数回接種が必要なものもあり、全額自己負担

となると被接種者及びその保護者にとって大きな経済的負担となってしまう。

本市においては、平成30年４月１日より、骨髄移植手術等により、定期予防接種で受けたワクチンの予防効果が期待でき

ないと医師に判断され、任意で予防接種する方に対して、経済的な負担の軽減及び感染症の予防を目的として、再接種費用

を全額助成する制度をスタートさせたところである。しかし、本来であれば再接種費用の負担軽減や、万が一健康被害が生

じた場合などの救済については、定期予防接種と同様に、国の責任において必要な措置を講ずるべきである。

よって、名古屋市会は、国会及び政府に対し、次の事項を実現するよう強く要望する。

１ 予防接種に関する法令を改正し、骨髄移植等の医療行為により抗体が失われた場合のワクチンの再接種制度を、国の責

任において実施すること。

２ 再接種制度の実施に当たっては、被接種者及びその保護者の負担軽減を図るとともに、安全かつ効果的なワクチンの再

接種となるよう十分配慮すること。

３ ワクチン接種により万が一健康被害が生じた場合には、定期予防接種と同様に国の救済措置制度の対象とすること。
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《他会派と一本化し採択させるため取り下げた日本共産党の意見書》

旧優生保護法下の優生手術被害者に対する補償

及び救済等の実施を求める意見書(案)

昭和23年に制定された旧優生保護法は、優生上の見地から不良な子孫の出生を防止するとともに、母性の生命健康を保護

することを目的としていたが、この法律のもとで、平成8年に同法が母体保護法に改正されるまでの半世紀近くにわたり、遺

伝性精神疾患や知的障害などを理由に、本人の同意がない強制不妊手術を含む優生手術が、国の通知や都道府県の行政措置

により数多く実施されてきた。

旧厚生省の衛生年報等によれば、旧優生保護法に基づき全国で優生手術を受けた約2万5000人のうち強制不妊手術の被害者

は1万6475人と報告されているが、その多くで手術の公的記録が失われているとみられる。

誤った優生思想によって国民が著しい人権侵害を受けたとされるこの事態の解明と被害者の救済はこれ以上放置できない。

優生手術の被害者が既に高齢化し、また実態解明が時間的経過とともにますます因難になることから一刻も早い解決が強く

求められている。

国は、障害者の権利に関する条約等も踏まえ、かつてハンセン病患者の救済に踏み切ったたように、過去の反省の上に立

ち、今こそ責任を持って必要な解決策を講ずるべきである。

よって、名古屋市会は、国会及び政府に対し、優生手術に関する被害実態のための速やかな調査及び記録の適正な保存を

行うとともに、被害者に対する補償及び救済等を実施するよう強く要望する。

《日本共産党の提案で、採択されなかった意見書》

年金の支給業務に関する意見書 (案)

年金制度は、高齢者の生活を支える重要な社会保障制度である。ところが今年2月の年金支給では約139万人もの受給者が

本来の年金額よりも少ない額しか支給されない事態が生じた。

公的年金に係る給付事務は日本年金機構が国から委任・委託を受けている。過少支給の最大の原因は、同機構が昨年、受

給者に送った扶養親族等申告書の様式変更にあった。前回までのはがき形式と異なり、記入事項も煩雑で、提出が必須とも

理解しにくい書類が事務的に送りつけられたことで、多くの未提出や記載ミスを招き、大量の過少支給につながった。

あわせて日本年金機構から約528万人分の個人情報の入力を委託された国内企業が、契約に反し中国の業者に再委託を行う

など、ずさんな作業を行っていたことも判明した。この関係で約10万人分、総額20億円を超える過少支給が発生した。

日本年金機構をめぐっては、これまでにも個人情報の流出や元公務員の妻ら約10万6000 人の年金約600億円の未払い間題

などが繰り返し発生してきたが、 またもや過少支給を引き起こし、公的年金制度に対する国民の不信をさらに広げる結果と

なってしまった。

高齢者の命綱である年金支給に関する業務については、 安易な外部委託に依存することなく、経験ある元職員の採用を進

めるなど、業務のあり方を見直すことが急務である。

よって、名古屋市会は、国会及び政府に対し、年金への国民の信頼を回復するために、年金実務を担う業務についての抜

本的な再生強化を早急に進めるよう強く要望する。

財務省の公文書改ざんなど一連の行為についての真相究明等を求める意見書(案)

学校法人森友学園及び加計学園をめぐり、行政への信頼を揺るがす事態が次々と明らかになってきた。

森友学園への国有地売却をめぐって、財務省の決裁文書が改ざんされていたことが明らかになった。公文書等の管理に関

する法律によれば、行政にはみずからの諸活動を国民に説明する義務があり、行政の諸活動や歴史的事実を記録するために

公文書をみずから作成・保存し、健全な民主主義の根幹を支える知的資源として、これを主権者である国民の共有に供すべ

きものとされている。公文書の改ざんは、行政全体への信頼を損なうものであり、国会審議や民主主義の根幹を大きく揺る

がしかねない問題である。

公文書の一つである国と森友学園との交渉記録について「廃棄し、残っていない」との虚偽の国会答弁が行われ、また実

際にこの答弁に合わせて、交渉記録が廃棄されたことも明らかになった。公文書の隠蔽を図る行為は容認できるものではな

い。

加計学園の獣医学部新設をめぐっても、当初、政府がその存在を否定していた文部科学省の内部文書が存在することが明
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らかとなり、学園関係者との面会に関する柳瀬元首相秘書官の国会答弁にも虚偽があったことが明白となった。

いずれも国会と国民を欺く行為であり、事態の真相究明を妨げ、行政への信頼を失わせる重大な問題行為であると指摘せ

ざるを得ない。

行政への国民の信頼を取り戻すためにも、これらの間題ある行為がなぜ行われたか、その真相を究明し、国民への説明責

任を果たすべきである。

よって、名古屋市会は、国会及び政府に対し、公文書の改ざん、隠蔽、廃棄や明らかな虚偽答弁など一連の悪質きわまる

行為について徹底した真相究明を行い、国民への説明責任を果たすとともに、政治的な責任も明確にして、二度と再びこの

ような事態を引き起こすことのないよう強く要望する。
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閉会中審査の概要

4月17日に教育子ども委員会が開かれ、5月18日から

の5月臨時会を前にして、2月議会で受理された請願２件と

それ以前に継続審査（名古屋市会では保留と呼びます）と

なっていた14件の請願のあわせて16件の請願審査が行われ

ました。

すべての請願採択をもとめた共産党
日本共産党は、今回審査の対象となっている請願すべて

の紹介議員になっており市民の願いにこたえ、子育て支援

等を拡充する立場から全請願の採択を求めましたが、新規

請願２件は保留に、保留請願のうち「アクティブ・ライブ

ラリー構想に関する請願」は「査打打切」や「不採択」と

されました。

給食費無償化や少人数学級の推進には、
自民や公明の議員からも後押しの意見
「給食費無償化の請願」の審査では公明党の議員からも

無償化を求める意見が出され、「少人数学級の請願」では

自民と公明の議員からも進める時期ではないかという意見

も出されました。

4月17日 教育子ども委員会（青木ともこ委員・さいとう愛子委員）

アクティブ・ライブラリー構想に関する請願が
「不採択」「審査打切」に

請願審査

4月23日 都市消防委員会（田口一登議員・さはしあこ議員）

名古屋城天守閣を「魅力的」に見せるため
名古屋城眺望景観保全の「景観計画変更」で建物等を規制

5月10日の都市消防委員会で、「名古屋城眺望景観保全」

について説明がありました。

景観法に基づく「景観計画」
2004年の景観法施行をうけ2007年に市内全域を景観計画

区域とする「名古屋市景観計画」が策定され、景観保全に

努めてきましたが、名古屋城周辺の市街化の進展に伴い高

層建物による景観の阻害へが懸念されることとなったため

「景観計画」を変更し、「名古屋城眺望景観保全に関する

制限等」を追加することにしたというものです。

天守閣から高層ビルが見えないよう
2014年に、広告・景観審議会に「名古屋城眺望景観保全」

について諮問し、2015年に答申をうけて制度設計を進めて

きましたが、その中で明らかになった課題等について、さ

らに2017年に「景観計画の変更」について諮問、2018年3月

に答申を受けたものです。

答申をもとに名古屋市としての案（名古屋市景観計画の

変更案）が取りまとめられ、都市消防委員会に説明がされ

たものです。（図表参照）

名古屋城眺望景観保全エリアの設定

・天守閣から眺めて遠景の山並みなどが阻害されないよう、１kmま

での範囲で、北側のＡ区域では50ｍ、南側のＢ地域は天守閣の高

さ62ｍを超えないようにする（パノラマ眺望）。

・天守閣を歴史的な雰囲気で見えるよう建物や看板等を1㎞まで制

限、西の丸と本丸から見える地点は1.5㎞まで制限（背景景観）。

・テレビ塔スカイデッキから天守閣が見えるように（見通し景観）。

天守閣からの眺望と、天守

閣を眺める時の７つの眺望

点で景観を保全する。

（写真上は③、下は④）
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好きな景観は熱田神宮、名城、東山( )
さはし議員が市民意見をよ

く聞いて進めることを求め、

昨年10月実施のネットモニター

アンケートの結果を質問した

ところ、85％の人が景観保全

に好意的な答えでした。

5月15日からパブコメ
今後、5月15日～6月15日にパブリックコメントが行われ、

7月ごろに都市計画審議会への意見聴取などの手続きが行わ

れ、9月ごろに景観計画変更の告示、屋外広告物条例施行規

則の改正が行われたのち、今年度中に施行される予定です。

ネットモニター
アンケート

現状でも名古屋城

周辺は31ｍ高度地

区や45ｍ高度地区

に指定され、新た

な景観保全エリア

で規制される地域

は西部の一部地域

になっています。

5月10日 教育子ども委員会（青木ともこ議員、さいとう愛子議員）

魅力ある市立高校づくり推進計画（案）を変更

若宮商業、高等特別支援学校と併設で存続へ
名古屋市教育委員会は5月10日教育子ども委員

会で、市立若宮商業高校の閉校計画を見直し、
高等特別支援学校と併設して存続させる方針を
説明しました。

撤回させたのは市民の力
商業科ニーズの低下や少子化を理由に、市教

委が閉校案を発表したのは昨年8月です。当事者
への相談もなく作られた計画に、若宮商業の生
徒・教師・OBなどからは存続を求める声が続出。
市民の声を元に、閉校計画撤廃を求めた党市議

団青木ともこ議員の質問はTVでも放映され世論
を大きく喚起しました。「若宮を守る会」は半
年で5万筆近くの存続署名を集め、河村市長に提
出しています。

当事者の声を受け、教育委員会が12月に開い
た有識者会議でも、志望率の高さ、地域での役
割などを理由に閉校を疑問視する意見が相次ぎ
ました。

今回の市の方向転換はこうした市民の声に押
されたものです。

市立高校14校すべての維持を
青木議員は「若宮閉校を受け、説明会の

参加者からは『閉校は学校のリストラでは

ないか』との声があがった。若宮だけでな

く14の市立高校すべての維持が必要」とし

た上で、「教育の価値は『ニーズ』や維持

管理費など市場原理だけでは測れない。現

場の声を聞き、多様な生徒の学びを保証し

2017年12月26日 読売新聞 2018年2月15日 中日新聞 2018年2月20日 朝日新聞
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てほしい」と求めると、当局は「教育は財政だけで考えら

れるものではない」と答えました。

少子化というなら少人数学級を
さいとう愛子議員は「少子化と言うが、愛知県では高校

に入れない生徒は依然多い。高校を減らすのではなく、高

校に行く人の割合を増やすよう努力すべき」と指摘。青木

議員も「生徒が減っているなら、学校や学級数の減ではな

く学級定員の減で対応すべき」と求めました。

計画期間は10年
若宮存続方針を含む、市立高校づくり推進計画案の期間

は10年。市は期間以降は不確定としており注視が必要です。

若宮商業の

最終倍率

2017年度 2018年度

1.95倍 2.39倍

5月10日 土木交通委員会（岡田ゆき子委員長・高橋ゆうすけ議員）

陳情3件は「ききおく」、請願1件は「保留」

世界の「AIOIYA」プロジェクトで整備案等を検討中

請願・陳情審査

5月10日に土木交通委員会が開かれ、新規陳情３件と継続

審査中の請願１件の審査が行われました。

検討会での取りまとめの段階。地
元や関係団体等に説明、意見を聞
いて検討する

「市道弥富相生山線」に関して、市長の道路事業廃止し

公園として整備するという意見を表明して以降の「世界のA

IOIYAMAプロジェクト」での検討状況が報告され、道路事業

の廃止、近隣住宅地への入り込み対策、相生山緑地の整備

に関して検討し、今年度はプロジェクト検討会として説明

や意見交換を行っていきた

い、との説明がありました。

高橋ゆうすけ議員が「廃止

した道路と同じルートでの

園路計画なのか」とただし

たところ「まだ案にはなっ

ておらず、取りまとめの段

階」と答えました。

新堀川の上流でもヘドロ除去を実施
新堀川では、一度全域でヘドロ除去を行ったが、また悪

臭の苦情が増加。悪臭の原因は川底の貧酸素状態による硫

化物であり、昨年度は下流のヘドロを除去しました。高橋

議員が上流部での計画をただし、「検討会でのシミュレー

ションでは上流部でも除去を実施する必要があり、4月に契

約したので、年末までに浚渫を完了したい」という答弁が

ありました。

世界の「AIOIYAMA」プロジェクト

区分 2018年度予算 内容

道路事業廃止に
向けた検討

700万円
・都市計画変更素案の作成

協議・説明資料の作成
計画素案の修正

近隣地区の
通過交通対策

1160万円

・工事の実施
車道幅員の縮小化
交差点ハンプの設置
狭さくの設置
交差点のコンパクト化

・効果の検証に係る調査の実施

緑地整備の
検討

620万円

・基本計画の策定
検討用模型の作成
有識者会議の開催
計画素案の修正

・都市計画変更素案の作成
協議・説明資料の作成

計 2480万円

新堀川における悪臭対策（2017年度での検討内容及び結果）

区分 内容

水質シミュ
レーション

・現況（ヘドロ除去前）、下流部のヘドロ除去後並び
に下流部及び上流部のヘドロ除去後の3つのケース
について水質シミュレーションを実施した

有識者ヒア
リング

・春から夏にかけてはヘドロに含まれる臭気成分が水
中に溶出していると考えられる

・下流部のヘドロを除去して流動を生み出すことは、
好気的な環境をつくる上で大事である

・貧酸素状態を改善するためには、底層の水を動かす
必要がある

・水源がないため水量を確保できるとよい

検討結果
・下流部のヘドロ除去により中流域までの貧酸素状態

は改善されるが、上流域の改善のためには、上流部
のヘドロ除去が必要である

（注）有識者ヒアリングの対象者は水質、底質、河川工学、環境衛
生工学の分野の有識者5名。好気的な環境とは酸素がある環境状態

弥富相生山線の事業費

全体事業費 約36億円

執行済額 約29億円

工事中断（2010年1月）から
2016年度までの現地保全等経費

維持管理費 約2400万円

環境調査費等 約1億2300万円
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総務環境委員会が5月17日に開かれ、請願７件と陳情２件

の審査が行われました。

ＬＧＢＴで１万人アンケートします
性的少数者の支援に関する請願について、くれまつ議員

が、他都市での実施状況をただし、福岡市や大阪市がパー

トナーシップ宣誓制度などを実施（予定）などの説明があ

り、当事者や有識者の意見なども踏まえて１万人アンケー

トを実施し、実態を明らかにしたうえで制度についても検

討ていくことが説明されました。

政務活動費と議員報酬・請願審査
議会関係の請願３件について、くれまつ議員は、政務活

動費の使い道をネット公開している他都市の状況を紹介、

また、議員報酬は公聴会などで市民の意見をもっと積極的

に聞くべき、請願審査は慎重に行うことも重要だが急いで

審査する必要のある場合は審査方法を改善することも必要

だ、など請願採択を求める立場で発言しました。３件とも

慎重に検討していくとして「保留」になりました。

地方自治や身近な議会
その他、地方自治の堅持や尊重を求める請願３件は引き

続き「保留」に、議会関係の陳情２件は「ききおく」とな

りました。

なお、旅費日当については、職員も議員も同様で国に準

じた制度（東京都内など目的地域内を巡回するための交通

費と出張中の諸雑費を定額で支給する。事務手続きの簡素

化を図るため定額）になっていること、国や１７政令市は

定額支給、愛知県は交通費を実費で、雑費は低額で支給、

交通費の定額支給が１政令市、交通費のみ実費支給が２政

令市であることも示されました。

5月15日 財政福祉委員会（柴田民雄副委員長・山口清明委員）

ほとんど「国の動向を注視したい」と
請願８件と陳情２件は「保留」「ききおく」に

請願・陳情
を審査

5月15日の財政福祉委員会では、請願９件と陳情２件の審

査が行われ、山口清明議員は、請願の採択を求めました。

審査結果は、下表のとおり請願の多数が「国の動向を見守

りつつ、慎重な審査が必要」との理由で「保留」となりま

した。

子どもから国保料をとらないで
山口議員は、名古屋の国保と高齢者医療をよくする市民

の会の「国民健康保険制度、高齢者医療制度及び介護保険

制度の改善を求める請願」について、「子どもの国保料均

等割の減免が、仙台市、大府市、田原市などで開始された」

との当局の答弁を引き出し、名古屋市国保での実施を迫り

ましたが、審査結果は保留となりました。

国保料減免の自動適用を
また、「国保料減免の申請」について、当局から「約６

万５千件（32％）の申請で、３年前の1.5倍に増えている」

との数字が示されたことに、山口議員は「増えたと言って

も、本来減免される人の７割も未申請者がいる。請願どお

り該当者全員を自動適用にすべきだ」と求めましたが、結

果は保留とな

りました。
国保料（税）の子どもの均等割減免（例）

自治体名 減免対象・内容

一宮市 １８歳未満 均等割３０％減免

大府市
１８歳年度末

１人目 均等割２０％減免
２人目 均等割５０％減免

田原市 未就学児 均等割３０％減免

5月17日 総務環境委員会（西山あさみ副委員長、くれまつ順子委員）

「性的少数者への支援を」「政務活動費領収書
等のネット公開を」など請願７件が保留

請願・陳情
の審査

名古屋城天守閣
エレベーター代替案 新技術めどなし
木造復元後の天守閣にエレベーターを設置しない市の方

針をめぐり、15日の経済水道委員会で市当局は、復元完成

予定の2022年12月までにエレベーター代替技術を開発でき

るめどが立っていないことを認めました。日本共産党以外

の会派からはエレベーター不設置方針への明確な反対はあ

りませんでした。

代替技術無いままの見切り発車
最上階まで上ることが障がい者の要望、との江上博之議

員の指摘に、当局は「必ずしも最上階までというのが絶対

ではない」と答えました。さらに「代替の新技術は現時点

であるか」（江上）に対しては「無い」と答弁。見切り発

経済水道委員会(2018年5月15日) 江上博之議員 藤井ひろき議員
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来年度から中学校で使用する教科書の選定作業が行われ

ています。この教科書の展示会が7月2日まで愛知県下の各

会場で行われています。「道徳」が2018年度から正式教科

となり、中学校での選定も初めての作業となり、道徳の授

業で使用される教科書に注目が集まっています。

愛国へ日本礼賛 続々
文科省の教科書検定審議会に申請したのは８社で全社が

合格しました。検定意見は184件（昨年の小学校では244件）

でした。学習指導要領に規定された22の徳目を満たそうと

しています。「我が国の伝統と文化の尊重、国を愛する態

度」などの項目に対し「日本（人）は素晴らしい」という

読みものを並べ、最後の設問で国を愛する方向へ誘導する

構成が目立っていると指摘されています。他の国の良さを

載せようにも「我が国の」という規定で限定されているた

め困難ともいわれています。

また８社中５社

（右表の上５社）

が生徒が数値や記

号で「自己評価」

する欄を設けまし

た。生徒の内心を

数値で評価させる

ものになり、国家

が目指す価値観を

押し付けることに

なりかねません。

道徳教育は個人の尊厳を基礎にして
道徳の教科化は、これまではなかった検定教科書を使用

して道徳を教え、かつ、これまで行ったことがなかった一

人ひとりの子どもの心や道徳を評価するものです。従来と

は次元の違う形で、子どもに「官製道徳」を押し付けるも

のです。

市民道徳の基準は、国民的な討論と合意によって形成さ

れるべきもので、市民道徳の教育は、子どもを個人として

尊重しつつ、自主的で多様なものとして進めることが重要

です。

反道徳的な出版社が道徳の教科書？
命の大切さを知ってほしい、思いやりの心を持ってほし

い。多くの保護者は子どもにそんなことを願っています。

安倍政権が進める「道徳の教科化」は、そのような保護者

の願いに応えるものなのでしょうか。

今回合格した８社のうち「日本教科書」は新規参入の出

版社ですが、侵略戦争賛美の育鵬社の歴史・公民教科書と

深いかかわりがある「日本教育再生機構」の理事長（八木

秀次・麗澤大学教授）が代表取締役となって設立した会社

です。その後、八木氏は代表取締役を退任し、「マンガ嫌

韓流」シリーズ等のいわゆるヘイト本を多数発行している

晋遊舎の代表取締役・竹田義輝氏に交代しています。反道

徳的な会社に関連する会社が子どもの道徳教科書を出版す

ることは異常という声が広がっています。

教科書展示会で意見が出せます
展示会を見て不適切な内容があると感じたら、その教科

書を採択しないでほしい、等の意見を出すことができます。

子どもの年齢にふさわしい内容か、科学的な視点か、型

にはまった心や行動の押しつけになっ

ていないか、課題解決が誘導的でな

いかなど、この機会に教科書を見て

みましょう。

車であることが明らかになりました。

藤井議員は、障害者のみに特化した技術はそれ自体が差

別的だとの当事者の声を紹介し、「障害のある人のみなら

ず誰にとっても利用できるエレベーターが必要ではないか」

と指摘。バリアフリーという時代の要請に逆行し、名古屋

市福祉都市環境整備指針の趣旨にも反する公共建築物の建

設は認められないと述べました。

「バリアフリーを検討」(河村市長)はウソ？
河村市長は、「エレベーターを設置しない方針について

『（市長選や市議会の議決など）市民の選択で旧国宝のも

のを復元しようと決まった。もう一回さかのぼるのはおか

しい』」（「朝日」）と語ったと報じられています。江上

議員は「はなから市長はエレベーターを設置しないつもり

だったと言うこと」と指摘。「ならばどうして、２月議会

の日本共産党の代表質問に対し『バリアフリーを検討して

いる』と答えたのか」(江上)との問いに当局は答えられま

せんでした。議会で誠実に答弁しない一方で、「議会の議

決」(日本共産党は反対）を持ち出すのは欺瞞的です。

バリアフリー問題一つとっても容易に解決できない天守

閣木造復元は、いったん立ち止まるべきです。そのうえで

現天守閣の耐震改修も含めて再検討することを日本共産党

名古屋市議団は求めます。

中学校の20１９年度用の教科書を選定しています

「道徳」教科化で中学校で初の教科書

中学校「特別の教科 道徳」教科書の発行社

発行社名 判型 ページ数 検定意見数

日本教科書 Ｂ５ ５８８ ６７

教育出版 Ｂ５ ５７４ １８

東京書籍 ＡＢ ５８６ １９

廣済堂あかつき ＡＢ ７３２ １０

日本文教出版 Ｂ５ ７３２ ４

学研教育みらい Ａ４ ５６０ ３４

光村図書出版 Ｂ５ ７０４ ４

学校図書 ＡＢ ６８８ ２８

６月８日(金)～７月２日(月）の教科書展示会に出かけましょう
展示会場で意見・感想が出せます 図書館の開館時間中。月曜休館。教育センターは土日休み。
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要介護認定事務の集約化について名古屋市と懇談

集約化と外部委託で介護現場は大混乱
はつらつ長寿プランの「認定決定期間の短縮」守られず

名古屋市は、職員削減を最大の目的に、小学校給食調理

業務、保育園、図書館、保健所など、多くの分野で委託・

民営化・集約化を推進していますが、介護分野についても、

「調査事務」に続いて、今年４月から「認定事務」の民間

委託を開始しました。

従来、１６区役所で対応していた更新申請の受付業務、

認定審査会のための調査事務、認定通知事務などを全市分

一括して扱う「認定調査事務センター」に移し、その業務

を、関西に本社を置く「日本ビジネスデータプロセッシン

グセンター」に委託しました。

業務が始まるとともに、市議団に「調査依頼書が届かな

い」「認定結果が届かない」「暫定プランでしか対応でき

ず、請求ができない」など、認定業務に関する苦情・相談

が多数寄せられました。

日本共産党市議団として、ケアマネジャーや介護事業者

から名古屋市に現場の声を伝える場の設定が必要と判断し、

５月２９日（火）、要介護認定事務の集約化に伴う問題に

ついて、名古屋市との懇談を行いました。

懇談には、ケアマネを中心に１１事業所から１６人が参

加し、岡田ゆき子、柴田民雄、山口清明各市会議員が同

席しました。

懇談会で出された参加者の主な発言
○認定申請して2か月過ぎてもまだ結果が届かず業務が滞る。

○認定結果が届かず利用者に迷惑をかけている。ケアマネ

に苦情が来る。

○認定が3か月も遅れたため、利用者にまとめて3か月分と

して10万円も請求することになった。年金生活者には非

常に多い負担。

○認定結果が出ない間は暫定プランでサービスを提供して

いるが、事業所は保険請求ができないため収入減で経営

に影響が出ている。

○これまでは認定に伴う受付はすべて区役所窓口だったの

で、申請から認定調査まで数日で済ませていたが、4月

からは事務センターへの郵送となったため、書類の到着

が遅く、業務に大変支障が出ている。

○認定結果が遅れると、とりあえず暫定プランで担当者会

議を開催し、認定が出ると再度担当者会議を開催するこ

ととなり、2度手間であり、利用者や事業所にも多大な

迷惑をかけることとなる。

○センターに何度電話しても通じない。

改善の見通し語らず－名古屋市
現場の声を聞いた名古屋市の介護保険課長および担当主

幹は、「事業者に多大なご迷惑をおかけした。認定結果が

出ないのが最大の問題。結果通知を３０日程度に戻すよう

委託先の会社を指導する」と述べるに留まり、いつまでに

改善するかの見通しは示しませんでした。

名古屋市の「はつらつ長寿プラン」には、「認定事務の集

約化により、認定決定期間を短縮する」としていますが、

認定期間は逆に伸びています。市議団では、この問題を６

月定例会で取り上げる予定です。

２カ月経っても介護認定結果が届かない
暫定プランでは請求できず、死活問題
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国民健康保険（国保）には申請をすると保険料や医療費などの負

担が軽減される制度があります。その中に市内約20万世帯が特別軽

減の対象となる制度があります。しかしあまり利用されていないの

が実情です。

通知書の減額額⑥の「割合」という箇所に２・５・７のいずれか

の数字が記載されている方は、申請をすると１人につき2,000円減

免されます。

対象者の人数は国保料納入通知書のしたの方にある「保険料算定

内訳」の人数の中に「・人」と記載されていますので複数人の場合

は全員分申請しましょう。

減免申請はすみましたか
国保加入者の6割の方が減免されます

国民健康保険料 納入通知書が来たら

「空欄」の場合

●夫が高収入であっても、妻の収入が少なければ、「均等割」

の3割（約15000円）が減免される場合があります。

●障がい者、寡婦（夫）、一定所得以下の世帯は、均等割が

減免される場合があります。

●所得が264万円以下で、前年所得の8割以下に減った世帯は、

所得割が減免されます。

※（減額額⑥＝0）で、
「所得割額④」に金額のある方「2」の場合

申請すればさらに「特別軽減」

(１人につき年間2,000円減免)、

または、障がい者、寡婦（寡

夫）、65歳以上の方は「均等

割」の３割が免除されます。

「7」または

「5」の場合

申請すればさらに

「特別軽減」で１

人につき年間2,000

円減免されます。

申請は毎年必要です。保険証と国保料

納入通知書を持って区役所の保険年金

課または福祉課へ行けばどなたでも申

請できます。（印鑑不要）

減免対象となる方には、

この用紙が納入通知書に

同封されています。同封

されていれば、必ず減免

されます。

国保料や介護保険料などの負担は大変です。せめて保険料の減額

(国制度）と減免(市独自制度）をフルに活用しましょう。65歳以上

の方や低所得者の方など、申請すれば国保料を下げることができる

場合が少なくありません。昨年度も皆さんへのお知らせを繰り返し、

ようやく対象者の３割くらいまでが申請するようになりました。

申請には平成29年中の所得の申告

が必要です。済ましていない方は

すみやかに市民税課に申告を。

★ まずは「年間保険料額」の「減額額⑥」の「割合」を確認します



名古屋市政資料№199 (2018年6月定例会）

- 55 -

危険なブロック塀の解消を
避難路や狭い道路などでの対策を急げ

6月18日の大阪北部地震を受けて国交省が19日に

学校の既設塀の安全点検を、21日には学校に限ら

ず既設の塀の安全点検について注意喚起するよう、

各自治体に通知しました。

緊急点検で４校で不適格ブロック
名古屋市では19日～20日にかけて、ブロック塀

等が通学路に面している学校34校（園）を教育委

員会と住宅都市局の職員が点検しました。その結

果、30校の安全は確認されましたが4校（高さが1.

4ｍの大須小と宝小、高さが1.8ｍの鳥羽見小、高

さが1.6ｍの鳴子台中）のブロック塀等が既存不適

格（設置後に法令ができたため、現行基準に合致

しない）問い負うことが明らかになりました。

教育委員会では緊急改修の措置を行う計画です。

既存住宅地等のブロック対策を
現行の規制に適合しない「既存不適格」のブロッ

ク塀は、そのまま放置していても違法にはならず、

検査義務もなく、一度設置したブロックは風雨に

さらされることで内部の鉄

筋がさび付いて劣化が進み

ます。定期的なメンテナン

スをしていても、耐用年数

はおおむね20～30年と言わ

れますが、劣化が進んでい

るかどうかは見た目では判

別が難しいのです。

名古屋市はブロック撤去に助成
名古屋市では地震発生時にブロックによる被害

や避難の妨げになることを防止する目的でブロッ

ク塀撤去工事費6,000円/ｍの1/2以内、限度額10万

円を補助しています。そのうち「木造住宅密集地

域（米野・御剣・下之一色・笠寺）」では3/4以内、

限度額15万円の補助しています。さらに生垣緑化

補助が2,500円/ｍ、上限５万円などの助成があり

ます。しかし、昨年度は56件の撤去（木密地区は

４件）となかなか進んでいないのが実態です。今

回も国交省が、災害時のブロック塀の危険性や緑

化の必要性について啓発を行っています。

必要な対策を急げ
名古屋市は、財政支援を国に求めつつ、ブロッ

ク塀は学校だけでなく福祉施設や医療機関なども

十分な調査・点検を行い、安全確保を図ることや

災害対応の拠点となる公共施設の耐震性の総点検

と安全確保をすることが必要です。

補強コンクリートブロック造のブロック塀構造
（鉄筋が入っていないブロック塀は組積造）

ブロック塀のチェックポイント

・高すぎないか。（組積造は1.2m以下、

補強コンクリートブロック造は2.2m以

下）

・厚さは十分か。（組積造は壁頂までの

距離の1/10以上、補強コンクリートブ

ロック造は10cm(高さ2m超は15cm)以上）

・控え壁があるか。（組積造は4m以下ご

とに壁の厚さの1.5倍以上突出した控

え壁、補強コンクリートブロック造は

3.4m以下ごとに塀の高さの1/5以上突

出した控え壁を設ける）

・基礎があるか。

・老朽化し亀裂が生じたり、傾き、ぐら

つきなどが生じたりしていないか。

（国交省の通知より）

（上）守山区の鳥羽見小学校のブ

ロック塀を調査するくれまつ議員。

（左）緑区の鳴子台中学のブロッ

ク塀はさっそく改修工事。6月

25日 毎日新聞）

地震に強い街づくり計画の中で
も狭隘道路でのブロックと避難
路の確保が課題に



・名古屋港管理組合議会6月定例会が6月7日～8日に行わ

れました。

・当局提案の議案は監査委員の選任の同意案２件で、そ

の他、議長・副議長選挙や委員会の選任などの議会人

事を行いました。

・山口議員が企画総務委員会、高橋ゆうすけ議員が港営

建設委員会に所属。全議員参加の特別委員会としてガー

デンふ頭にぎわい創出特別委員会が設置されました。

・高橋ゆうすけ議員が「しゅんせつ土砂の埋め立て計画」

について、山口清明議員が「ヒアリ等の侵入対策」

「浮き屋根式タンクの防災対策」について一般質問を

行いました。他の議員からは１人だけが質問しました。

・議員視察４件が一括議案として提案され、そのうち、議長や副議長が行く海外視察については無駄なものとして反対

しました。
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名港管理組合議会2018年６月定例会について

名古屋港管理組合議会 2018年6月定例会 議案一覧

議案名
名古屋市会選出 県議会選出

結果 概要
共 自 民 公 減 自 民 公

監査委員選任の同意（組合議会議員） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 同意
議選枠の監査委員。岡本善博名古屋市会議員（自民・
北区）。会派バランスから

監査委員選任の同意（名古屋市監査委員） ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 同意
識見篠田信示（1956年生、扶桑町、愛知県総務部長を
退職、黒川和博名古屋市監査委員）を選任。。

議員派遣（議長・副議長の海外派遣と議員の行
政調査２件）

● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

議員派遣
・議長 （8月の7日間 ベルギー、オランダ・アン

トワープ港）
・副議長（7月の8日間 アメリカ・ボルチモア港、

カナダ・エバレット港）
・議員１（8/1 ～8/3 かごしま水族館・志布志港・

鹿児島港）
・議員２（8/27～8/29 台湾の基隆港・高雄港）

議長・副議長の選挙
議 長：神野博史（県議会・自民・東海市） 27 山口清明（市議会・共産・港区） ２
副議長：服部将也（市議会・民主・北区） 27 高橋ゆうすけ（市議会・共産・南区）２

〇＝賛成 ●＝反対 ／ 共：日本共産党 自：自民党 民：民主党 公：公明党 減：減税日本ナゴヤ

主な議案に対する会派別態度(名港議会６月定例会）

名古屋港管理海愛議会での議長・副
議長選挙の様子。上左：議長選、上
右：副議長選、下：開票状況



航路等の維持のため毎年30万㎥、機能強化を合

わせると70万㎥の土砂が発生

【高橋議員】名古屋港内では泊地・航路を確保する

ために毎年、約30万㎥もの土砂をしゅんせつしていま

す。これは、名古屋港が遠浅の海域であることに加え、

庄内川などの河川からの土砂が流入するために、常時

しゅんせつを行わなければ、泊地・航路を確保するこ

とができないためです。それに加えて、国際競争力強

化のために泊地・航路の増深も行っており、合わせて

年間約60万から70万㎥のしゅんせつ土砂が発生してい

ます。

ポートアイランドに高さ5.3ｍ、3,000万㎥の予

定を18ｍ、5,000万㎥まで搬入

このしゅんせつ土砂は現在、ポートアイランドに運

び込まれています。もともとの計画でポートアイラン

ドは、海面高5.3メートル、約3,000万㎥のしゅんせつ

土砂を受け入れるというものでした。しかし、その後

しゅんせつ土砂の処分できる埋立地がないことなどを

理由に、当初の3,000万㎥を

こえ、さらに将来海面高18メー

トルまで、約2,000万㎥のしゅ

んせつ土砂が仮置きされ、計

約5,000万㎥となる予定です。

満杯を理由に国交省が中空沖の埋立を検討

このポートアイランド、国土交通省によると、平成
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名古屋港管理組合議会６月定例会 一般質問（6月7日）

名古屋港のしゅんせつ土砂の埋立処分
は港内処理を原則に

高橋ゆうすけ議員

名古屋港のしゅんせつ
土砂処分計画について

北浜ふ頭

金城ふ頭

南５区 しゅんせつ土砂の埋立予定地

セントレア地先公有水面埋立計画（2017年3月 国土交通省）

埋立区域の面積 約250～350ha

埋立地の計画容量 3,800万㎥

港湾機能の強化や維持により発生する土砂 1,200万㎥

ポートアイランド仮置土砂 2,000万㎥

維持浚渫 30万㎥/年×20年 600万㎥

【浚渫から埋立の流れ】

【国交省が検討した、浚渫土砂の埋立地候補】

ポートアイランド

弥富ふ頭
第1貯木場



30年代前半には受け入れの限界を迎えるとのことで、

新たな大規模処分場の確保が急務とされています。そ

の新たな処分場計画として、国土交通省では中部国際

空港沖への約3,800万㎥のしゅんせつ土砂埋立が検討

されています。

港湾計画はポートアイランド南側、南5区南側に計画

港湾計画ではどうなっているでしょうか。2015年に

改定された港湾計画の中では、ポートアイランド南側

（地図示す）や南5区の南側の埋立予定地において、

しゅんせつ土砂を処分する計画が示されています。こ

れらの計画は現状の形として、南5区南側が1981年

（昭和56年）に、ポートアイランド南側が1990年（平

成2年）に港湾計画に示されていましたが、進められ

る様子がありません。様々な関係者もいて、とりまく

状況もいろいろとあるのでしょう。それでもなお計画

があるということは、事業実施の見込みはあるという

ことにも受け取れますが果たしてどうなのか。

ポートアイランド南側、南5区南側での計画は？

そこでお聞きします。現在の港湾計画では平成30年

代後半を目標年次としてポートアイランド南側、南

5区南側でしゅんせつ土砂の処分をするという計画に

なっていますが、現状計画実施に向けてどのような状

況となっているか、お答えください。

事業化の目途がない、事業化を見合わせ（室長）

【企画調整室長】ポートアイランド南側の埋立予定

地は、事業者である国から、「現時点では、事業実施

の目途が立っていない」と聞いています。

南5区南側の埋立予定地は土地需要の具体的な見通

しが立たないことや採算性の確保が難しいこと等の課

題があり、事業化を見合わせています。

金城ふ頭や弥富ふ頭第一貯木場での埋立計画は？

【高橋議員】港湾計画では、処分予定地以外にも、

港湾機能の強化のため

に、金城ふ頭、弥冨ふ

頭第一貯木場、北浜ふ

頭などでも埋め立ての

計画がされています。

これらの埋め立て予定

地はどうなっているか。

北浜ふ頭については、

国際バルク戦略港湾と

して選定されたものの、国際情勢などの変化によって

予算も立てられない状況で実質ストップしていますが、

金城ふ頭や弥冨ふ頭第一貯木場については埋め立てが

進められる見通しと聞いています。

そこでお聞きします。金城ふ頭や弥冨ふ頭第一貯木

場などの埋め立て予定地については、どこから土砂を

調達するつもりですか。埋め立て規模はどれぐらいと

なる見込みですか。

港内のしゅんせつ土砂を有効活用する。金

城ふ頭に約240万㎥、第1貯木場北側に約

147万㎥（部長）

【建設部長】現在、金城ふ頭では、完成自動車取扱

機能の集約・拠点化や自動車専用船の大型化への対応

に向け、ふ頭再編改良事業に取組んでおり、また、弥

富ふ頭第1貯木場北側では、コンテナ貨物の増加等に

対応した物流用地の確保を計画し、それぞれ埋立造成

に向け手続きを進めております。

これらの埋立造成は、港湾施設の機能維持や整備に

伴い発生する港内のしゅんせつ土砂を埋立用材として

有効活用していく予定です。埋立予定地の埋立容量と

しては金城ふ頭で約240万㎥を、弥富ふ頭第1貯木場北

側で約147万㎥を予定しています。

しゅんせつ土砂の埋立以外で有効活用の検討を

【高橋議員】ところで、名古屋港から発生するしゅ

んせつ土砂は、埋め立てる以外に方法はないのでしょ

うか。名古屋港のしゅんせつ土砂については2016年に

環境大臣から国土交通大臣に対して、「しゅんせつ土

砂の低減等を検討し、新たな海域処分は可能な限り回

避する」意見が出されています。名古屋港から発生し

続けるしゅんせつ土砂の行き場がないこと、そのこと

による将来の名古屋港の機能維持に危機感があるとい

うことでしょう。必要な開発は否定しませんが、実態

に見合わない、大型船を見込んだ岸壁増深などは、しゅ

んせつ土砂を増やす過剰な開発じゃないか、このこと

はこれまでも指摘をしてきましたが、今後の開発につ

いて、いよいよ見直す時期になってきているのではあ

りませんか。同時に新たな埋め立てをしないためにしゅ

んせつ土砂の有効活用ができないか、ということも考

える必要があるでしょう。そこでお聞きします。環境

大臣の「しゅんせつ土砂の低減等を検討し、新たな海

域処分は可能な限り回避する」という意見を踏まえて、

名古屋港で発生したしゅんせつ土砂の海域処分を可能

な限り回避するための有効活用についてどのような検
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討がされてきたのか、お答えください。

人工干潟の造成に関する実証実験をした（室長）

【企画調整室長】中部地方整備局は、良好な港湾環

境の形成の観点から、平成24年度から29年度まで、しゅ

んせつ土砂を一部活用した人工干潟の造成に関する実

証実験を、ポートアイランドの東側において行った。

ポートアイランドの仮置き土砂2000万㎥はどう

するのか

【高橋議員】ポートアイランドに仮置きされる約2,000

万㎥の土砂は今後どうするのか。現在の港湾計画では、

仮置き土砂についても港内で埋め立てを行うための計

画土量に含まれていますが、ポートアイランドは補強

も行われており、もし災害が発生しても、復旧可能な

程度の被災となる見込みです。今後のポートアイラン

ドの土地利用についてもまだ決まっていません。土砂

を移動させなければならないのか、それとも現在の土

砂をそのままポートアイランドで利用するのかどうか、

そのこともまだ決まっていません。この仮置き土砂、

私はすぐに他の埋め立て予定地へ移動させる必要はな

いと思いますが、港湾管理者として、今すぐに動かす

必要性についてどのように考えていますか、また今後

のポートアイランドの土地利用を考えるうえで必ず動

かさなければならないものなのでしょうか、お答えく

ださい。

有効な土地利用のためには移動も必要と考えて

おり、今後の重要課題（室長）

【企画調整室長】ポートアイランドは、港湾計画に

おいて、将来の大水深岸壁及び埠頭用地等のための開

発空間として留保しており、現在は、名古屋港内から

発生するしゅんせつ土砂を仮置きできる唯一の大規模

なしゅんせつ土砂処分場となっていまます。

平成30年3月に名古屋商工会議所が「名古屋港ポー

トアイランド将来利用に向けた提言」を取りまとめま

した。

本組合では、その提言を受け、ポートアイランドの

将来の利活用に関し、社会情勢の変化や要請を的確に

捉えるなどの情報を収集するとともに、関係者との議

論を深めていきます。

ポートアイランドの仮置き土砂の移動は、有効な土

地利用を行う上で基本的に必要であると考えており、

その取扱いは、今後、取り組むべき重要な課題と認識

しています。

しゅんせつ土砂は港内処分を基本とするのか

（再質問）

【高橋議員】ポートアイランド南側や南5区南側の埋

め立て予定地、進めることが難しいとの答弁でした。

中部国際空港沖でも、様々な関係者がおり、環境影響

評価方法書に対する住民のみなさんからの意見でも、

多くの方から埋め立てされると困るという声もある中、

果たして新たな大規模処分場として進められるのかは

疑問に感じます。

それを踏まえて１点再質問いたします。

金城ふ頭や弥冨ふ頭第一貯木場埋め立て予定地への

土砂は港内のしゅんせつ土砂を有効活用していくとの

ことですが、しゅんせつ土砂を港内で活用することで

港湾機能の充実が効率的に図れるということですよね。

であれば港湾計画で示された埋め立て計画を進めるた

めには、しゅんせつ土砂を港外に持ち出すよりもまず

は優先して港内で処分・活用する必要があるかと思い

ます。基本的に名古屋港内で発生したしゅんせつ土砂

は、港湾計画で位置

づけられている埋め

立て予定地での処分・

活用が優先されると

いう考え方でよろし

いですか。
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しゅんせつ土砂の発生と受入れの整合を図って

いるが、新たな処分場も必要（室長）

【企画調整室長】名古屋港は、港湾機能を維持強化

する上で、継続的に航路や泊地のしゅんせつ事業を行っ

ていくことが不可欠です。港湾計画においては、しゅ

んせつ土砂の発生と受入れの整合を図っているものの、

事業化を見合わせている埋立予定地もあることから、

新たな処分場は必要であると認識しています。

今後、本港を取り巻く環境の変化に適切に対応し、

しゅんせつ土砂を安定して受け入れていくことができ

るよう取り組んでいきます。

港内で発生したしゅんせつ土砂の処分について、

他の地域へ負担を押し付けることがないように

（意見）

【高橋議員】しゅんせつ土砂は港内で処分できるよ

うに取り組んでいくと。とても大事なことです。第一

は中部国際空港沖に新たな埋立地を作るわけではない。

その姿勢をこれからもしっかりと持ち続けていただき

たい。ポートアイランドの仮置き土砂は、いつ、どれ

だけの量の土砂を移動するのか、決まっていません。

今すぐどうにかしなければいけないわけではない、念

を押しておきたいと思います。有効活用については、

人工干潟造成の実証実験を行ったとのことで、課題も

見つかっているようですが、これはこれで進めながら、

もっと広い視野で有効活用策を検討すれば、しゅんせ

つ土砂の処分量は更に減るでしょう。管理組合にはそ

こに力を入れていただきたい。港内で処分できないか

ら港外へ出してもいいというものではありません。改

めて港内で発生したしゅんせつ土砂の処分について、

他の地域へ負担を押し付けることがないようにと意見

を申し上げて、私の質問を終わります。
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埋め立て護岸の構造（中空沖の例）



昨年5月以来、名古屋港など12都府県で

特定外来生物のヒアリを確認

【山口議員】特定外来生物であるヒアリですが、昨

年５月に兵庫県尼崎市で、中国広東省の南沙港から運

ばれてきたコンテナから見つかって以来、現在までに

１２都府県でその存在が確認されています。愛知県で

は、名古屋港から輸入されたコンテナ等から弥富市、

飛島村、名古屋市及び春日井市で合計１１００匹以上

が確認されています。

夏、気温が高まるとヒアリの活動が活発になるとも

言われており、あらためて社会的関心も高まります。

関連して、いくつか新たな動きも報じられています。

新たな外来アリが350ｍもの巨大な巣をつくる

一つは、名古屋港では特定外来生物のヒアリやアカ

カミアリとは別に、侵略性の高

い外来アリ、「ブラウジングア

ント」（別名アリクイアリ、日

本ではハヤトゲフシアリという

そうです）が発見されたことで

す。

昨年７月に飛島ふ頭のコンテナターミナル近くで長

さ約３５０ｍもの巨大な巣をつくっているのが発見さ

れました。どうも在来種を駆逐して繁殖していたよう

ですが、いつから定着していたのかは不明です。その

後、鍋田ふ頭でも見つかり愛知県は弥富市や飛島村と

この４月からあらためて駆除に乗り出しました。

個人取引の輸入品からもヒアリを発見

二つめに、５月１０日新たにヒアリが確認されたこ

とです。見つかった場所が問題です。大阪府八尾市の

一般家庭内で、コンテナを使って輸入された中国製の

家電製品の段ボール箱を開けたら、ヒアリの女王アリ

の死骸が出てきたのです。

インターネットを通じて海外の業者から商品を買う

個人間取引が増加しています。様々な貨物が一つのコ

ンテナに混載されて運ばれてきます。港を素通りする

コンテナがブラックボックスと化してはいないでしょ

うか。

神戸市がヒアリ対策マニュアルを作成

三つ目に、この３月に神戸市が全国の自治体では初

めてのヒアリ等対策マニュアルを作成したことです。

その特徴は、コンテナヤードでの発見時の行政機関の

対応だけでなく、コンテナからの荷出し中に見つけた

場合の事業者の対応についてもマニュアル化している

ことです。
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名古屋港管理組合議会６月定例会 一般質問（6月7日）

ヒアリ等の特定外来種などの侵入対策／
浮き屋根式巨大タンクの防災対策を

山口きよあき議員

ヒアリ等の対策について

ヒアリ確認状況 (2018年4月5日 環境省）

発表日 発見地点 発表日 発見地点 発表日 発見地点

2017.6.13 兵庫県尼崎市 2017.8.9 岡山県倉敷市 2017.10.6 横浜市

2017.6.18 神戸市 2017.8.17 埼玉県狭山市 2017.10.12 北九州市

2017.6.30 弥富市 2017.8.18 福岡市 2017.10.14 京都府向日市

2017.7.4 大阪市 2017.8.21 岡山県倉敷市 2017.10.16 横浜市

2017.7.6 品川区 2017.8.25 広島市 2017.10.20 北九州市

2017.7.7 品川区 2017.8.27 広島市 2017.11.6 浜松市

2017.7.10 飛島村・春日井市 2017.8.28 静岡市 2017.11.7 名古屋港

2017.7.13 品川区 2017.8.30 静岡市 2017.11.9 広島県呉市

2017.7.14 神戸市 2017.9.1 名古屋市 2017.11.13 広島港

2017.7.14 横浜市 2017.9.6 横浜市 2017.11.22 広島県呉市

2017.7.21 福岡市 2017.9.15 北九州市 2017.11.22 広島港

2017.7.25 大分県中津市 2017.9.20 岡山県笠岡市 2017.11.22 広島県呉市

2017.7.27 福岡市 2017.10.2 北九州市 2018.5.10 大阪府八尾市

2017.8.4 弥富市 2017.10.3 弥富市

ブラウジングアント

神戸市のマニュアルとポスター



名古屋港での対策は今のままでいいのか

さて、名古屋港では今年度、「名古屋港ヒアリ調査

等委託」として１９４３万７千円が予算化され、コン

テナターミナルでは毎月、ターミナル周辺緑地では年

４回の生息調査が予定されています。ヒアリが生息し

にくいコンテナヤードの環境整備、地面での対策は既

に取り組まれています。しかしそれで十分ですか。

ひとつはコンテナ内部の対策です。神戸市のマニュ

アルではコンテナからの積荷取り出し＝業界ではデバ

ンというそうですが、デバン時にヒアリ等を発見した

場合の初動防除マニュアルがきめ細かく規定されてい

ます。デバン中に発見したら、積み出しを中止し、扉

を閉めることとし、デバン関連事業者に、は殺虫剤や

サンプルとしてのアリを捕獲するための道具を常備す

るよう求めています。

港湾管理者はいちいちコンテナを開閉して中身をチェッ

クしません。コンテナ内部に紛れ込んでいたヒアリ等

を国内に侵入させないためには、事業者との緊密な連

携が求められています。そこで三点うかがいます。

コンテナからの積荷取り出し時のヒアリ等への対応

はどうなっているか

名古屋港では、コンテナからの積荷取り出し時のヒ

アリ等への対応はどうしていますか。殺虫剤やサンプ

ル用捕獲キットなどの確保、荷主や運送業者等との連

携はどうなっていますか。

事業者等がすべての個体の殺虫処分しコンテナ

を燻蒸消毒。荷主や港湾運送事業者等とは講習

会などで情報共有などで連携（部長）

【港営部長】コンテナからの積荷の取り出し時にヒ

アリが発見された場合には、事業者等がすべての個体

の殺虫処分、コンテナの燻蒸消毒を行います。さらに、

環境省、地方公共団体、港湾管理者、事業者、施設管

理者等が連携して、発見された地点や輸送途中でコン

テナが一時保管された地点において、トラップやべイ

ト剤の設置、目視点検を実施しており、本組合からも

必要に応じて、薬剤等の提供を行っています。

荷主や港湾運送事業者等との連携は、日頃から識習

会等が実施されていますが、直近では本年1月に、環

境省が実際の防除を行うための参考となる「ヒアリの

防除に関する基本的考え方」を公表し、2月に名古屋

市内で同省が主催した「ヒアリ講習会」において、地

方公共団体、港湾管理者、港湾関係者等との情報共有

が図られています。

個人輸入等の貨物混載コンテナの安全管理は？

【山口議員】新たに発見されたヒアリは混載コンテ

ナを経由してやってきたとみられます。名古屋港では

輸入コンテナが年間１２０万ＴＥＵに達しますが、個

人輸入等の貨物混載コンテナはどれくらいあり、その

安全管理は誰がどう責任を負っているのか、混載コン

テナについての現状をどう把握しているか。あわせて

答えてください。

ヒアリ等の侵入を防ぐための根本的な解決には輸出

する国での防除対策、積出港での対策が不可欠です。

このことは国へも要望してきたと思いますが、現在そ

の対策はどこまで進んでいるのか。答えてください。

荷主を特定する情報が入手できず、混載コンテ

ナの数量は把握できない。荷主等に注意喚起し

ている（部長）

【港営部長】コンテナ輸送には、単体の荷主で一本

のコンテナを満たしたものと、複数の荷主の貨物が混

載されたものがあります。名古屋港の外貿輸入コンテ

ナは年間約120万TEUある中、統計法に基づき、港湾関

係者より、貨物の品目、仕出国等についての情報を得

ていますが、荷主を特定する情報は入手できないため、

混載コンテナの数量を把握することはできません。

物流が多様化し、様々な形でヒアリ等の混入が想定

される中、コンテナの安全管理は、荷主や物流関係者

に、本組合からも文書やホームページ等で注意喚起を

行っている。

国への要望と国からの対策状況は

【山口議員】愛知県からも国へ要望していますが、

侵略性が高い新たな外来種が発見された場合は、特定

外来生物への指定を速やかに行うことが必要です。日

本列島の環境と生態系を保全するためにも、特定外来

生物等の侵入と定着を水際で防ぐことが大きな課題で

す。そこでうかがいます。

今回、ブラウジングアントの侵入を許し、かつ今回

のヒアリ騒動までそれに気づけなかったのはなぜです

か。の教訓をどう今後に生かしますか。

積出港での対策を含めた総合的な施策や財政的

支援を要望（部長）

【港営部長】積出港での対策を含めた総合的な施策

及び財政的な支援については、県・市・本組合それぞ

れの議会議長から環境大臣及び国土交通大臣へ緊急要
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望をはじめ、 愛知県知事から国土交通大臣への緊急

要望、六大港湾協議会を通して行った国土交通大臣へ

の緊急要望などを行っています。

積出港での対策は、環境省による「日中韓三カ国環

境大臣会合」や「ヒアリ防除等に関する専門家会合」

等において議論が進められている段階ですので、引き

続きその動向を注視していきます。

それ以外の総合的な施策としては、国土交通省がヒ

アリの生息環境となり得るコンテナターミナルの舗装

の亀裂を補修する緊急工事を昨年度実施したほか、環

境省及び国土交通省においてヒアリ等の全国的な生息

調査が今年度も引き続き実施されると聞いています。

財政面での支援では、ヒアリの定着防止を図るため

国土交通省が創設した補助制度を活用し、コンテナヤー

ドの舗装改良を進めていきます。

アリクイアリを特定外来生物に指定を。港の環

境部門の強化を

【山口議員】まずはこのアリを特定外来生物に指定

するよう、港湾管理者からも国に働きかけるべきでは

ありませんか。

国境を越えた交易を担う国際港湾では常に新たな外

来種が侵入する可能性があります。管理組合としても

環境部門の強化を図るべきと考えますがいかがですか。

答弁を求めます。

国に対して「特定外来生物への指定の検討」を

要望。関係機関との連携を強化して水際での防

除に取り組む（部長）

【港営部長】ブラウジングアントは、昨年、名古屋

港において、国内で初めて生息が確認された外来種の

アリです。ヨーロツパ原産で、オーストラリアのほか、

マレーシア、インドでも確認されています。

ヒアリのように人への直接的な被書はありませんが、

生態系に大きな影響を与える可能性が高いことから、

水際を管理する港湾管理者として、愛知県及び生息が

確認された弥富市、飛島村が行っているコンテナター

ミナルや臨港道路、臨港緑地における調査・駆除に協

力をしています。

ブラウジングアントの確認を受け、昨年11月には、

愛知県から国に対して「侵略性が高いと考えられる外

来種が発見された場合は、特定外来生物への指定の検

討を迅速に進めること」との要望がされました。

港湾を主な侵入経路とするこれらの特定外来生物等

への対応は、国際港湾として膨大な貨物を取り扱う中、

海外からの侵入を防ぐことは難しい課題ですが、名古

屋港で働く方々や来訪される方々の安全・安心の確保

に向け、今後も、コンテナターミナルや臨港道路、臨

港緑地等の調査を引き続き行うとともに、環境省、国

土交通省、愛知県、名古屋市をはじめとする関係機関

との連携を一層強化することにより、水際での防除に

取り組んでいきたい。

ヒアリ等の対策で、港湾管理者の資任と役

割をどう果たすべきか、様々な連携をどう

調整して進めていくのか（再質問）

【山口議員】コンテナには、誰の、どんな貨物が、

どんな状態で入っているか、混載コンテナの実態が港

湾管理者では把握しきれていない、との答弁でした。

物流をスムーズにするためにコンテナ輸送を軸にし

た効率的な港湾づくりが進められてきましたが、その

負の側面として、外来生物の侵入が、従来の予想を超

える規模で発生しかけています。

神戸市のマニュアルを紹介しました。市民県民にもっ

と見える形で共通対策を示すことが必要ではないでしょ

うか。この対策、管理組合ですべて請け負え、とは言

いません。

しかし、港の大事な問題だ、しっかり取り組みましょ

う、と港湾運送業界や国や県などの行政機関を共通の

方針でまとめていくには、やはり名古屋港管理組合が

イニシアチィブをとるべきではないか。

環境面の体制強化を提案しましたが、連携に努める、

だけでなくみなさんがたの誰かが全体の司令塔になっ

てしかるべきだと私は思います。

ヒアリ等の対策について港湾管理者としての責任と

役割をどう果たすか、様々な組織との連携をどう調整

して進めていくのか。答弁を求めます。

環境省、国土交通省、愛知県、名古屋市、関係

市村、港湾関係者等との連携を一層深め、水際

での対策をより確実なものにしたい（部長）

【港営部長】港湾管理者の責任と役割としては、水

際でのヒアリ定着防止及び港湾関係者や来港者の安全・

安心を確保することと考えています。

そのための主な取り組みとしては、「侵入監視」

、「生息状況調査」、「侵入を確認した場合の確実

な駆除」となりますが、本組合だけで全てについて対

応することは困難です。このため、必要に応じて情報

提供、意見交換の場を設けていただけるよう積極的に

働きかけることで、ヒアリ対策を担う一員として、環
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境省、国土交通省、愛知県、名古屋市、関係市村、港

湾関係者等との連携を一層深め、水際での対策をより

確実なものとしていきたい。

緊急の課題でなく不断に取り組む業務として取

り組みを（意見）

【山口議員】港の機能を維持し、信頼を高めるための

重要な業務です。緊急の課題でなく不断に取り組む業

務ということだと思います。しっかり取り組んでくだ

さい。

特別防災区域に指定されている名古屋港臨港地区

【山口議員】愛知県石油

コンビナート等防災計画

では、名古屋港臨港地区

が特別防災区域に指定さ

れています。コンビナー

ト防災は県の所管事項で

はありますが、港の安全

を守る立場から名古屋港

管理組合も当然、積極的

に関与すべき課題です。

長周期地震動による浮き屋根式危険物タンクの

災害対策の進行状況は

様々な危険物群と様々な災害想定が計画には盛り込

まれていますが、私がずっと気になって仕方がないも

のの一つが、浮き屋根式の危険物タンクの長周期地震

動による災害です。

防災計画には「平成１５年の十勝沖地震では、長周

期地震動によって危険物タンクの浮き屋根損傷や沈降

に伴うタンク火災・・・浮屋根上に流出した油がドレ

ン配管を通って外に流出した事例が見られた・・・東

日本大震災においても火災には至っていないが、浮屋

根の損傷(沈降を含む)や内部浮き蓋の損傷が発生して

いる。一般的に大容量のタンクの方が長周期の固有周

期になる傾向があり、スロッシングが発生する可能性

が高い。」「貯蔵量が１万キロリットル以上の危険物

タンクが名古屋港臨港地区(名古屋市、知多市、飛島

村)及び渥美地区(田原市)に所在し、災害が発生する

可能性がある。」としています。そして危険物タンク

の安全性の課題として、タンクの使い方（液高管理上

限値の見直し）、泡消火薬剤の備蓄増強、耐震化の促

進指導の三点が指摘されています。そのほかにも、地

盤改良、側方流動対策、地盤液状化対策も重要との指

摘があります。

耐震化については、特定屋外貯蔵タンクの耐震改修

期限は２０１７年３月でしたが、とりあえず稼働中の

タンクについて100％耐震改修は済んだとお聞きしま

した。タンクの液高管理は各企業でも検討されていま

す。そこで今回は主に消火体制について質問します。

空見ふ頭タンク火災時の金城ふ頭の避難誘導計

画はどうなっているのか

気になるのは、金城ふ頭のすぐ北、空見ふ頭の南側

に立地する中川物産名古屋第二油槽所の４基の大型タ

ンクです。防災計画では、長周期地震動によるタンク

全面・防油堤内火災の放射熱影響距離が約２９０ｍと

なっています。

いま金城ふ頭は名古屋における人々の交流拠点とし

て、多くの滞在者が訪れる場所となってきました。

空見ふ頭のタンクヤードが火災になると、風向きに

よっては金城ふ頭と

市街地をつなぐ道路

もあおなみ線も使用

できなくなるのでは

ありませんか。

タンク火災時の金

城ふ頭からの避難誘

導計画はどうなって

いるのか。避難計画

は各自治体の所管で

すが、港湾管理者と

して、どう認識して

いますか。
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石油コンビナート
災害対策について

空見ふ頭の
浮き屋根式大型タンク



浮き屋根の損傷・沈降でタンク全面・防油堤火

災が発生するが、放射熱の影響は防災区域内に

とどまる見込み。拡大の恐れがある場合は市、

県警、海上保安部が連携して避難誘導

【危機管理監】愛知県石油コンビナート等防災計画

で、本組合は、関係機関と連携し、海上における流出

油等の防除活動や災害拡大の防止活動を行う役割を担っ

ており、毎年開催される石油コンビナート等防災訓練

に参加し、協力体制の確立や防災体制の強化を図って

います。

愛知県が平成25、26年度に実施した「愛知県石油コ

ンビナート等防災アセスメント調査」によると、空見

ふ頭では、浮き屋根の損傷・沈降によりタンク全面・

防油堤火災が発生するが、放射熱の影響は防災区域内

にとどまるものとなっており、周辺道路やあおなみ線

への影響はないと考えています。

しかし、災害が拡大する恐れがある場合は、周辺道

路やあおなみ線の規制も想定されており、その際は、

愛知県石油コンビナート等防災計画に基づき、名古屋

市、愛知県警察、名古屋海上保安部が連携して避難誘

導を実施することとなっています。

空見ふ頭にも泡消火剤を備えておくべきでは？

【山口議員】火災に備える切り札は泡消火システム

です。各事業所には所定

の消火体制が備えられて

はいます。防災計画を見

ると、空見ふ頭にも、潮

見ふ頭（９号地）にも県

の泡消火薬剤貯蔵施設が

ありません。

金城ふ頭の安全性を担

保するうえで、少なくと

も空見ふ頭にも一定規模

の泡消火剤を備えておく

べきではありませんか。

答えてください。

特定事業者が泡消火薬剤を備蓄することになっ

ている。名古屋市も金城ふ頭などに分散備蓄し

ている（危機管理監）

【危機管理監】特別防災区域内の特定事業者は、石

油コンビナート等災害防止法及び愛知県石油コンビナー

ト等防災計画に基づき、貯蔵量等の規模に応じ必要な

消火用薬剤等の防災資機材を備蓄することが定められ

ており、泡消火薬剤を備蓄していると聞いています。

市町村は消防庁の指針に基づいて泡消火薬剤を備蓄

することとなっており、愛知県.石油コンビナート等

防災計画には表記がされないが、名古屋市は金城ふ頭

及び潮見ふ頭に分散し備蓄していると聞いています。

泡消火薬剤貯蔵施設は、愛知県が消防力を補完する

ために設置しており、空見ふ頭及び潮見ふ頭で火災が

発生した場合は、昭和ふ頭の泡消火薬剤貯蔵施設に備

蓄している薬剤で補完すると聞いています。

大容量泡放射システムを四日市だけでなく、

名古屋港にも配備すべきでは

【山口議員】泡消火システムについては、さらに大

規模な火災に備えて、全国12地区に大容量泡放射シス

テムの配備が義務付けられています。

伊勢湾では四日市にある中京地区広域共同防災セン

ターに配備されていますが、愛知県下には全くありま

せん。そこでうかがいます。四日市に備えてある大容

量泡放射システムは、大規模災害時に名古屋港で迅速

に稼働できるのでしょうか。

南海トラフ巨大地震では四日市港と名古屋港で同時

に大規模な火災が発生することを想定すべきです。同

じ地震と津波が伊勢湾を襲います。同時多発的な被害

発生は想定していないのですか。大容量泡放射システ

ムを名古屋港エリアにも配備する必要はありませんか。
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愛知県コンビナート防災計画に示
された泡消火剤貯留施設配置図

大容量泡放射システム備付け基準

浮き屋根式屋外貯蔵タンクの直径 基準放水能力

34ｍ以上 45ｍ未満 毎分 1 万㎥

45ｍ以上 60ｍ未満 毎分 2 万㎥

60ｍ以上 75ｍ未満 毎分 4 万㎥

75ｍ以上 90ｍ未満 毎分 5 万㎥

90ｍ以上 100ｍ未満 毎分 6 万㎥

100ｍ以上 毎分 8 万㎥



中部電力渥美火力発電所と尾鷲三田火力発電所

の中間である四日市市に配備

【危機管理監】大容量泡放射システムは、大容量泡

放射砲、ポンプ車、泡消火薬剤等を備え、通常の大型

化学消防車の10倍程度の放水能力を有するもので、石

油コンビナート等災害防止法及び同施行令に基づき、

直径34m以上の浮き屋根式屋外貯蔵タンクを保有する

事業者に配備が義務付けられています。

１つの事業所で維持管理するには多額の費用が必要

となるため、全国を12のブロックに分け、複数の事業

所が共同で防災組織を設置しています。

当該システムは、タンク火災の約20時間後に発生す

るとされる爆発的な拡大燃焼を防ぐことを目的とし、

愛知県、三重県の事業所が所属するブロックでは、中

部電力株式会社の渥美火力発電所と尾鷲三田火力発電

所の中間に位置する四日市市の中京地区広域共同防災

センターに当該システムを配備し、資機材の輸送計画

を含めて災害に備えていると聞いています。

愛知県石油コンビナート等防災計画によると、名古

屋港への輸送時間は、空見ふ頭まで約l時間、最も遠

い南浜ふ頭でも約１時間30分とされています。

万一、中京地区広域共同防災センターから名古屋港

への輸送が困難な場合は、近隣ブロックへ協力要請を

行い、同様の泡放射システムを輸送し、消火活動を行

うものと聞いています。

災書時には実際、どれだけの船舶が災害対策に

動員できるのか

【山口議員】最後に、コンビナート防災計画におけ

る管理組合の役割についてです。名古屋港管理組合の

役割は水門管理と海上災害対策など非常に限定的です。

実際にはもっとやること、やれることがあるのではな

いか、と思います。

さて計画をみると、海上災害対策では、流出油関係

協議会や災害時における曳き船による応急対策業務に

関する協力協定などにより、組合所有船舶と協定に基

づく船舶の協力で対応する、となっています。そこで

簡潔にうかがいます。

想定される海上災害対策とは

具体的には何ですか。そして災

害時には実際、どれだけの船舶

が災害対策に動員できるのです

か。民間所有の船舶頼みになっ

てはいませんか。

組合所有船舶8隻、流出油関係業務委託の受

注者所有の船舶及び名古屋港タグ事業協同

組合との協定による夕グボート23隻が出動

【危機管理監】愛知県石油コンビナート等防災計画

に基づき、港湾機能に支障を来たす恐れがある場合、

又は名古屋海上保安部若しくは市町村から本組合に協

カを求められた場合、本組合所有船舶8隻、流出油関

係業務委託の受注者所有の船舶及び名古屋港タグ事業

協同組合との協定による夕グボート23隻が出動に備え

る体制をとっています。

操業実態と開発による変化をふまえて対策を。

名古屋港に関する防災情報は、わかりやすい一

元的な情報に加工して、関係者が共有を（意見）

【山口議員】空見ふ頭での備えですが、金城の開発

が進めば進むほど気になります。いちばん東のタンク

と金城ふ頭線、あおなみ線とは至近距離です。現場で

距離感を感じてください 。

心配するのは道路と鉄道だけではない。隣接エリア

にはモータープールも広がっています。火災の影響を

まともにかぶります。ここへの立地は企業にもリスク

が高いのではないか。幸い、いまタンク４基すべてが

フル稼働はしていません。操業実態と開発による変化

をふまえて対策を立ててください。

ちなみに名古屋港臨港地区では、潮見ふ頭だけが、

爆発物その他の危険物を取り扱わせることを目的とす

る保安港区です。ところが現在、潮見ふ頭では危険物

タンクはかなり減りました。空見ふ頭のタンク群が市

内唯一の大容量危険物タンクです。都市計画、臨港地

区の分区の課題としてもよく検討していただきたい。

空見ふ頭の南側、橋を渡ってすぐ西に、名古屋市消

防局の特別消防隊第５方面隊が置かれています。消防

艇が配備されています。名古屋市消防局が備蓄してい

る泡消火剤の多くがここにあります。しかし県の防災

計画にはこの情報がありません。たいへんわかりにく

い。

名古屋港に関する防災情報については、県や市とも
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調整したうえで、港の防災マップのような形でわかり

やすい一元的な情報に加工して、関係者が共有できる

ようにしていただきたい。このことも要望しておきま

す。

伊勢湾全体で予想される同時多発的な被害

想定を共有し、取り組みを

【山口議員】爆発を防ぐために10時間で消す計画の

中で、大容量泡放射システム、輸送時間は１時間から

１時間半とのことですが、東日本大震災の際には、千

葉県のタンク火災でシステムの輸送が計画では４時間

だったが到着まで１０時間を要した、と報告されてい

ます。

先日、四日市の中京地区広域共同防災センターで大規

模泡放射システムを見てきました。運搬には10ｔトラッ

ク27台が必要で、トラック協会との協定し運んでもら

う仕組み。稼働にも時間がかる。資機材をトラックに

積み込むのに２時間30分、到着後のシステム組み立て

にも２時間かかります。

単発の火災ならともかく、大規模災害時にはこの巨

大システムを名古屋港まで輸送し稼働させるのはたい

へんだと感じました。

問題は、南海トラフ巨大地震など伊勢湾全体が同時

に被害にあう災害への備えです。名古屋港も四日市港

も地震と津波に襲われます。

泡消火システムを例に質問しましたが、伊勢湾を一

つの港湾と見立てるのなら、コンビナート防災につい

ても、県を超えて、伊勢湾全体で予想される同時多発

的な被害想定を共有し、取り組む必要がありませんか。

再度答弁を求めます。

都道府県が石油コンビナート等防災計画を作成

し、特別防災区域の防災を実施。中京地区広域

共同防災組織を設置して、大容量泡放射システ

ムを配備している

【危機管理監】石油コンビナート等特別防災区域に

係る災害の防止は、当該都道府県が石油コンビナート

等防災計画を作成し、特別防災区域に係る防災を実施

していく。

伊勢湾では、浮き屋根式屋外貯蔵タンク全面火災の

発生及び拡大を防止するために、愛知県及び三重県の

事業者が連携して、中京地区広域共同防災組織を設置

して、大容量泡放射システムを配備している。

本組合としても、港湾管理者として、愛知県をはじ

めとした関係団体と連携し、港の防災にしっかりと取

り組む。

大規模泡放射システムの訓練には管理組合

も積極的に関わるように（意見）

【山口議員】十勝沖地震による苫小牧の浮き屋根式

タンク火災から１５年。コンビナート防災のうち浮き

屋根式タンクの火災への備えは一定程度整えられてき

たと思います。

大規模泡放射システムの訓練は名古屋港エリアでも

行われていると聞いています。民間ベースの訓練です

が、ぜひ管理組合も積極的に関わっていただきたい。

名古屋港としての課題と対策を整理し、民間も

役所も、市民・県民も共有できるように、防災

マップなり対策マニュアルなり目に見える形に

（意見）

【山口議員】二つの課題に共通しているのは、ヒア

リもコンビナート防災も、名古屋港の大きな課題なの

に、管理組合単独で対応できることは非常に限られて

いるということです。

民間事業者から、関連業界団体、市や県、国との連

携でしか問題が解決できません。それぞれ一生懸命取

り組んでいると思いますが、名古屋港ではどうなって

いるのか対策の全体像が見えにくいことが共通する課

題です。

名古屋港としての課題と対策を整理して、民間でも

役所でも、市民県民も共有できるように、防災マップ

なり対策マニュアルなり目に見える形にまとめてくだ

さい。

管理組合としての存在感を示していただくよう重ね

て要望して、質問をおわります。
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２月議会以降、６月議会終了までに市議団が行った申し入れや見解、声明、談話などは次の通りです。

１ 日本共産党市議団の２０１８年度役員の発表にあたって（記者会見）（4月19日）

２ 名古屋城天守閣への入場閉鎖に関する記者会見（5月1日）

３ 「エレベーターなし」の天守閣木造化に対する談話（5月9日）

４ 名古屋市会の改革推進のための緊急申し入れ（6月7日）

５ 2017年度政務活動費の収支報告書と領収書の公開について（7月2日）

６ 介護認定事務外部委託に関する緊急申し入れ（7月3日）

日本共産党市議団の２０１８年度役員の発表にあたって（記者会見）

２０１８年４月１９日

○日本共産党名古屋市会議員団の２０１８年度の役員を決定しましたので、発表します。自己紹介・・・

○それでは、新年度の抱負と決意を４点、述べさせていただきます。

○１点目は、安倍政権をめぐる一連の疑惑の徹底究明を名古屋市議会からも求めていきたいと考えています。森友・加計学園

疑惑、自衛隊の「日報」隠し、教育現場への政治介入、さらにセクハラ問題など、一連の疑惑が底なし沼の様相を呈してい

ます。行政への信頼を根底から損ない、日本の民主主義の土台を根底から崩すものであり、地方議会としても看過できない

異常事態です。これらの根っこには、安倍政権の国政私物化と強権政治があることは明白ですので、市民や野党のみなさん

とともに内閣総辞職を求めてまいります。

○２点目は、今期も残り１年となりましたので、前回の市議選で掲げた公約の実現に全力をあげます。前回の市議選で掲げた

公約のうち、学校給食費の無償化や子どもの医療費無料化の１８歳までへの拡大、敬老パスの継続・利用拡大などについて

は、他会派の議員も市議会で要求されています。たとえば、小学校給食費の無償化については、先の２月定例会で公明党も

代表質問で初めて取り上げ、教育長が「検討会議を設置し、無償化も含めた給食費のあり方などを検討したい」と答弁しま

した。市議選の公約、市民の要求を実現するために、市民との共同、そして他会派とも共同してがんばりたいと思っていま

す。

○３点目は、河村市政とは対決し、その問題点に切り込む論戦と運動に取り組みます。名古屋城天守閣の木造復元については、

依然として市民の中には異論や疑問が少なくありませんが、２月議会の本会議質問で、木造復元の問題点を追及したのは、

いまや共産党だけになってしまいました。市立幼稚園の廃園や市立図書館の縮小・民営化、小学校給食調理の民間委託など

の問題点も引き続き追及してまいります。

○４点目は、議会改革についてです。政務活動費については、使途の透明化・厳格化を図るために、領収書等をインターネッ

ト上で公開し、市民がいつでもチェックできるようにしていきたい。議員報酬については、わが会派は、８００万円を超え

る増額分は寄付することとし、震災被災地などに寄付したり、積み立てて公職を辞した後に名古屋市に寄付することにして

います。適正な報酬額については、議会基本条例を踏まえて、議会が市民の意見を聞く場を設けて、市民の意見を聞きなが

ら検討する必要があると考えます。

名古屋城天守閣への入場閉鎖に関する記者会見（発言要旨）

2018年5月1日

5月7日から名古屋城天守閣への入場閉鎖となります。市の説明理由は、天守閣地下一階の石垣調査のため、あるいは、天守

閣の耐震性が弱く危険だからと報告しました。天守閣内部の陳列物の今後の陳列方法については、決めないまま、2022年12月

天守閣木造化完成まで閉鎖を続けるというものです。市民や観光客に、これで現天守の解体、木造化が進むという機運醸成で

しょうか。

しかし、5月7日から、石垣調査を行う文化庁の許可はありません。許可の申請すら、市は行っていません。ただ入場を禁止

することだけが決まっているのです。

また、重量のある車いすで展望階まで行けるようにしてほしい、という障がい者の方からの要望で、エレベーターを含めど

う実現するか検討がされている最中です。検討途中ですが、現時点でも、いくらエレベーターを設置できたとしても、5層の

うち4層までしか上ることができないことを名古屋市は明らかにしました。「史実に忠実な」木造化方針と市民の要望は、矛
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盾が深まるばかりです。

これらの点だけでも、2022年木造化は名古屋市河村市長の計画だけであって、実現可能性については疑問の声が多くありま

す。そこで、日本共産党名古屋市議団は、昨年12月16日「まだ止められる2022年名古屋娩天守閣木造化」シンポジウムを開催

し、市民のみなさんの声を反映した事業となるよう、市民の声を交わす場を用意しました。そのシンポジウムの報告集が完成

しましたので、今日報告の場を持ちました。ご希望の方には、党市議団控室でお渡しします。972－2071までお電話いただき、

お渡しできる時間を確認したいと思っています。

2022年木造化は、50年間で1000億円を超える大型開発です。入場料で賄うと河村市長は言いますが、今の192万人の入場者

が2倍近い346万人を50年間続けるなどということをだれが信じることができるでしょうか。赤字となれば税金投入です。ただ

でさえ財政赤字でくらしの予算が削られているのに、お城建設でさらに暮らし予算を削る。いったい誰が承認するでしょうか。

シンポで、大阪城元館長の渡辺武さんがお話しされている鉄骨鉄筋コンクリートの大阪城の例は私たちの提案の実例を示し

ています。市民合意のない2022年天守閣木造化は即刻中止することを強く求め、私たちの提案も含め市民論議を進めることを

求めます。

「エレベーターなし」の天守閣木造化に対する談話

２０１８年５月９日
日本共産党名古屋市議団

幹事長 江上博之

名古屋市は、河村市長に確認の上で、「2022年名古屋城天守閣木造化」に伴うエレベーターを設置しないことを明らかにし

た。この案に対して、障がい者のみなさんから抗議の声が上がっている。この方針（案）は、バリアフリーに対する時代逆行

であり、日本共産党市議団は認められない。この方針（案）がでてきたのは、河村市長が、「本物」にこだわって木造化を進

めているからであるが、現在の技術提案では、耐震化、スロープ、消防設備などの設置を提案しており、どこまでも「レプリ

カ」に過ぎない。この矛盾を障がい者の方に押し付けるものである。

今回の検討は、「電動車いすでも天守閣の展望階に行けるようにしてほしい」という障がい者の方の申し入れが発端であっ

た。「新しく建てる建物に（エレベーターが）つかないのは、今の時代おかしい」「木造に復元するにあたって、車いす利用

者も天守閣まで見学できるような配慮をしてほしい」という声も出ている。

名古屋市福祉都市環境整備指針（２０１７年３月）の「はじめに」で河村市長が、「高齢者や障害者をはじめ、すべての市

民が安心して快適に暮らせる『人にやさしいまち名古屋」を実現するために、公共建築物をはじめとする市民の皆様が利用さ

れる施設について、バリアフリー整備に取り組」んできた、としている。さらに、「『名古屋市総合計画2018』においても

『高齢者や障害者など、だれもが安全・快適で気軽に外出でき、社会活動に参加できる』ことを目指して、バリアフリーのま

ちづくりをすすめて」いるとも述べている。

障がい者の願い、市の福祉方針や総合計画にも反して、新しく建設する建物を「史実に忠実」を理由に、バリアフリーに配

慮しないことは許されない。障がい者のみなさんの願いは当然であり、その願いを実現する立場で市の公共建築物はあるべき

である。

市は、「新技術の開発」で将来の可能性を言っているが、現時点での行政責任を放棄するものであり、金銭的にも未知数の

施設を前提の計画は市民の理解を得られない。

市民合意のない「2022年天守閣木造化」は、いったん立ち止まり、障がい者の皆さんの声も含め市民の声、党市議団の提案

も含めて市民論議を進めることをあらためて求める。

名古屋市会の改革推進のための緊急申し入れ

2018年6月5日
名古屋市会議長 坂野 公壽 様
同 議会運営委員長 成田 たかゆき 様

日本共産党名古屋市会議員団
団長 田口一登

日本共産党市議団は、2015年5月及び2017年6月に名古屋市議会基本条例に基づく議会改革の推進のための申し入れを行った

ところですが、その後の状況を踏まえて、特に下記の事項について緊急に検討されることを申し入れます。

１ 政務活動費の領収書等のインターネット公開について

全国市民オンブズマン連絡会議が昨年9月に発表した政務活動費の情報公開度ランキングで、政令都市中ワースト１とい

う不名誉な状況を改善するためにも、20政令市中9市で実施、または実施を予定している領収書等のインターネット公開
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を行う。

２ 議会報告会の開催について

議会基本条例第4条第4項に規定する「議会は、議会報告会を開催し、議会活動に関する情報を積極的に公開するとともに、市

民の意見を把握して、議会活動に市民の意見を反映させる」に基づき、市長の予算化を待たずに議会報告会を毎定例会後に議

会として開催する。市長へは引き続き議会報告会開催のための予算を要求する。

３ 議員報酬について

議員報酬に関しては、広く議員の活動を知らせながら、議会基本条例第16条が定めている「民意を聴取するため、参考人制

度、公聴会制度等を活用することができる」という規定に則って、議会として自主的に市民の意見を聞き、意見交換する場を

設けて見直す。

４ 市民参加の促進と情報公開について

（１）議会の取り組みをよりわかりやすく市民に届けるため、市民から市会広報編集委員や読者モニターを広く募る。

（２）委員会の要求資料など会議等で用いた資料をインターネット上で公開する。

2017年度政務活動費の収支報告書と領収書の公開について

2018年7月2日
日本共産党名古屋市議団

名古屋市会は7月2日から、2017年度の政務活動費の収支報告書および領収書の公開を行いました。日本共産党名古屋市議団

は、昨年度に引き続き、主な支出内容、政務活動費報告書（調査・研究報告書、研修報告書、広聴・広報報告書、要請・陳情

活動報告書）を公開します。今後とも市民に対して開かれた議会活動に力を尽くします。

日本共産党名古屋市議団の2017年度政務活動費の概要は次の通りです。

１.収支の概要

2017年度は、支給額72,000,193円（利息含む）に対し39,903,442円を支出し、市に32,096,751円を返還します。

２.支出等の主な特徴

（１）執行率について

2017年度の政務活動費の執行率は、55.4％で、44.6％を市に返還します。前年度の執行率は、78.5％でした（前年度は市

政アンケートを実施）。

（２）広聴広報費（支出全体の28.7％）

市政懇談会（３回）や、名古屋城天守閣問題シンポジウム、介護懇談会を開催。また、新総合事業に係る指定事業所アン

ケート、敬老パスの私鉄への利用拡大に関するアンケート、地下鉄大須駅へのエレベーター設置に関するアンケートにとり

くみ、寄せられた市民の声をもとに、議会質問や調査研究に活かしました。市議団ニュースを全戸配布しました。

（３）資料作成費（支出全体の10.5％）

新総合事業に係る指定事業所アンケートのまとめや、介護予防・日常生活支援総合事業の検証結果報告集、市政資料・天

守閣木造復元特集、天守閣シンポおよび介護懇談会の報告集を作成しました。

（４）調査研究費（支出全体の1.9％）

調査研究経費のうち主に視察に係る旅費交通費などです。名古屋城天守閣問題、防災、子どもの貧困、福祉、ＬＧＢＴな

ど、他都市への視察や、名古屋市内の現地調査活動、情報収集に必要な会合に参加し調査研究活動を行いました。なお、調

査研究のための資料購入費、人件費はそれぞれ別科目として処理しています。

（５）人件費（支出全体の37.4％）

12人の党議員団の調査・研究、広報、資料作成の補助を団控室で行う政務活動補助員の人件費に充てています。

３.より開かれた議会活動をめざし改革を前進させます

（１）党市議団は６月５日、坂野公壽議長に対し、政務活動費の領収書等の市ホームページ上での公開をはじめとする、「名

古屋市会の改革推進のための緊急申し入れ」を行いました。領収書等を市ＨＰ上で公開、または公開予定の議会は２０政

令市中９市にのぼり（※）、全国市民オンブズマン連絡会議による政務活動費の情報公開度ランキング（昨年９月発表）

で、本市は政令指定都市の中でワースト１という不名誉な順位となっていることからも、喫緊の課題となっています。

※党市議団調べでは、京都、大阪、堺、神戸、広島各市が実施しているほか、仙台・静岡両市は今年８月、さいたま・新潟

両市は来年度それぞれ公開を予定。
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（２）議員一人当たり月10万円、政務活動費を削減し、月40万円とすることを求めます。

４.党市議団の政務活動費にかかわる情報公開について

（１）日本共産党名古屋市議団は、収支報告書・主な支出内容、領収書に加え、視察や研修などの報告書を自主的に議長に提

出し、市民が閲覧できるようにしています。

（２）日本共産党名古屋市議団ホームページでは、収支報告書や主な支出内容、会計帳簿を公開しています。また、ご連絡い

ただければ市議団控室で領収書や視察・研修などの報告書を閲覧していただくことができます。

介護認定事務外部委託に関する緊急申し入れ

2018年7月3日
名古屋市長
河村たかし様

日本共産党名古屋市会議員団
団長 田口一登

名古屋市は、これまで各行政区で行ってきた要介護認定にかかる事務業務を、本年４月から、全市一括して要介護認定事務

センターに集約し、民間企業に外部委託した。

名古屋市の「はつらつ長寿プランなごや2018」では、集約化により「認定決定期間の短縮及び平準化」が期待できるとして

いたが、4月以降は、介護認定事務が滞り、認定決定の大幅な遅延はすでに３ヶ月以上続いている。遅延によりサービス計画

作成、利用者のサービス提供、保険請求等多岐にわたって深刻な影響を及ぼしていることは、看過できない。

6月25日の我が会派の本会議質問に対し、健康福祉局長はこの事態の改善の見通しについて「9月ごろには従前の水準に戻る

見込み」であると答弁された。しかし、その後も事業所から続々と不満の声が寄せられており、私どもが実施した緊急事業所

アンケート（居宅介護支援事業所及び介護予防支援事業所727に対し回答157件)では、6月末到着分から、認定決定期間が70日

を超えているとの回答が出始めている。認定有効期間を過ぎているケースでは、利用者に対してサービスの停止や提供するサー

ビスに自費を求めているなどの声もあり、事態は深刻さを増していると言わざるをえない。

名古屋市は、これまで安心して介護サービスを受けてきた利用者や介護保険事業を担ってきて事業所に対し、多大な混乱を

与え続けていることを認識し、以下の点について、早急な対応を求める。

記

1.認定事務の混乱による遅延について、全ての事業所に対してこの事態が起きた経緯と遅延解消の見通しについて情報提供を

行うこと。

2.認定事務処理の遅延が原因で起きている損害等個別のケースについての相談窓口を設けること。

3.「認定事務処理の遅延」が理由で、有効認定期間を過ぎているケースの実態把握を早急に行うこと。

4.暫定ケアプランでサービス提供がされている場合、認定決定日までのサービス提供分はこれまで通り支給を認めるなど、利

用者と事業所に負担をかぶせない対策をとること。

5.認定事務が適正に実施されているか、名古屋市が常時把握し指導すること。
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資 料

資料１ 2017年度政務調査費の収支報告と領収書の公開（7月2日）

資料２ この間の主な新聞記事

名古屋市議会の2017年度政務活動費収支報告が5月7日に議長に提

出され、7月2日に公開されました。

日本共産党は、交付額7,200万円に対して支出3,990万円余、執行

率は55.4％で、3,209万円余を返還しました。

2017年度 政務活動費の収支報告書（日本共産党）

(収入の部) (円)

科 目 収入済額

政務活動費 72,000,000

利 息 193

合 計 72,000,193

(支出の部）（円）

科 目 決算額 摘 要

調査研究費 754,030

他都市調査：熊本城（熊本市）、ＬＧＢＴ（世田谷区、伊賀市）、中学校給食とヘイトスピーチ（川
崎市）、客引き禁止条例（新宿区）、Ａ型事業所（倉敷市）、ＬＧＢＴ事業（淀川区）、ナイター競
輪（川口市）査、、近畿圏臨海防災センター（堺泉北港堺２区）。ヒアリングや学習会等への参加：
にヒアリ対策（国土交通省）、津波被災地の民俗文化保存対策（国立歴史民俗博物館文化財保護映像
フォーラム）、ヘイトスピーチ学習会、名古屋城全体整備検討会議。市内現地調査：戦争遺跡、子ど
も食堂。これらの活動に伴う交通費・宿泊費など

研修費 467,817
自治体学校（千葉市および名古屋市内）、夏季地方議員セミナー、国民健康保険県単位化問題学習会
などの参加費・交通費・宿泊費

広聴広報費 11,435,562

市議団ニュース（№256～259）、市政ニュース(№217～306)発行、敬老パス市民アンケート、新総合
事業に係る指定事業所アンケートのまとめ、介護懇談会、天守閣木造復元問題シンポ、大須駅エレベー
ター設置問題アンケート、市政懇談会３回（9/7、12/13、2/14）、議員各区版ニュースの発行、ホー
ムページWEB更新料、各区市政報告会の会場費な

要請陳情活動費 0 「南海トラフ地震等に対する緊急防災対策促進大会」出席、リニア問題に対する政府交渉参加。

会議費 4,000 団会議会場代（飲食を伴う会議は無し）

資料作成費 4,209,572
「名古屋市新総合事業に係る指定事業所アンケートのまとめ」「介護予防・日常生活支援総合事業の
検証結果（報告）」「市政資料・天守閣木造復元特集」「『新総合事業』を検証する報告書」「天守
閣シンポ報告集」、本会議質問用パネル作成費

資料購入費 849,532
各種新聞購読料、月刊誌「保育情報」「愛知ほいくうんどう」「社会保障」「自治と分権」「日本の
学童保育」「生活と健康」などの購読料、教育・福祉・介護・地方自治・まちづくり・子どもの貧困
などの関連書籍代、住宅地図購入代、新聞記事検索サイト利用料

事務所・事務費 7,257,390
議員控室のパソコンリース料、パソコン周辺機器、電話使用料、コピー機、コピー用紙ほか文具代の
按分経費（請求額の90％）。議員事務所の家賃の按分経費（請求額の50％、但し上限5万円）

人件費 14,925,539
政務活動補助員の給与・一時金・通勤費・社会保険料・労働保険料などの事業主負担分（4～6月は
5名。6～7月は4名。8月～3月は3名）

合 計 39,903,442 （収入支出差引残額）32,096,751円 ※残額は市長に返還します。
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政務活動費の会派別収支報告書（2017年度）

日本共産党 自由民主党 名古屋民主 公明党 減税日本ナゴヤ

収
入

政務活動費 72,000,000 132,000,000 103,500,000 72,000,000 67,000,000

利息 193 - 210 279 -

合計 72,000,193 132,000,000 103,500,210 72,000,279 67,000,000

支
出

調査研究費 754,030 8,991,660 10,069,437 5,178,190 714,029

研修費 467,817 305,682 284,330 195,280 347,590

広聴広報費 11,435,562 21,636,101 24,778,006 4,059,828 10,815,486

要請陳情活動費 - 312,008 76,490 100,350 -

会議費 4,000 381,201 - 463,584 30,860

資料作成費 4,209,572 970,352 289,007 2,194,114 296,196

資料購入費 849,532 2,441,699 2,664,804 2,300,286 1,137,663

事務費・事務費 7,257,390 36,457,876 33,186,637 18,196,248 10,768,972

人件費 14,925,539 54,278,406 30,238,760 10,058,994 9,258,239

合計 39,903,442 125,774,985 101,587,471 42,746,874 33,369,035

残余 32,096,751 6,225,015 1,912,739 29,253,405 33,630,965

支出率 55.42％ 95.28％ 98.15％ 59.37％ 49.80％

議員数 12 22 18 12 10

議員一人当たり支出金額 3,325,287 5,717,045 5,643,748 3,562,240 3,336,904

4月1日 読売新聞
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4月11日 読売新聞

4月25日 朝日新聞

5月15日 読売新聞

5月16日 読売新聞
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5月22日 朝日新聞

5月25日 中日新聞

5月17日 朝日新聞
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5月29日 毎日新聞

6月2日 毎日新聞

6月30日 朝日新聞

6月15日読売新聞

7月3日 中日新聞
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5月17日 日経新聞

6月18日 日経新聞

6月21日
朝日新聞
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6月23日 毎日新聞

7月4日 中日新聞

7月5日 中日新聞
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4月3日 毎日新聞

5月8日 中日新聞

4月21日 毎日新聞

5月10日 中日新聞
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7月5日 中日新聞

4月17日 中日新聞4月20日 毎日新聞

4月8日 中日新聞
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6月18日 中日新聞

3月2日 日経新聞

6月23日 毎日新聞

6月26日 朝日新聞
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6月1日日経新聞 6月2日日経新聞
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(北区)

岡田ゆき子
℡ 915-2705

(西区)

青木ともこ
℡ 532-7965

(中村区)

藤井ひろき
℡ 411-4161

(中区)

西山あさみ
℡ 263-0500

(昭和区)

柴田民雄
℡ 858-3255

(中川区)

江上博之
℡ 363-1450

(港区)

山口清明
℡ 651-1002

(南区)

高橋ゆうすけ
℡ 692-4312

(守山区)

くれまつ順子
℡ 793-8894

(緑区)

さはしあこ
℡ 892-5190

(名東区)

さいとう愛子
℡ 704-1928

(天白区)

田口かずと
℡ 808-8384

ご意見・ご相談はお気軽にどうぞ

日本共産党名古屋市会議員団
〒４６０－８５０８
名古屋市中区三の丸三丁目１番１号 名古屋市役所内
℡ 052（972）2071 fax 052（972）4190 mail.dan@n-jcp.jp

ホームページをご覧下さい http://www.n-jcp.jp/

名古屋市政資料
201８年５月臨時会

６月定例会
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